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一橋大学では「第3期中期目標・中期計画」（2016～
21年度）を推進しており、そこでは研究水準及び研究
成果に関する目標として、①国際社会の持続的発展に
資するため、世界最高水準の研究成果を一層生み出
す、②学術情報基盤を整備するとともに、研究成果の国
内外への迅速な発信を行う、③世界及び日本が直面す
る課題に対して、社会科学高等研究院(Hitotsubashi 
Institute for Advanced Study: 略称HIAS)を中核
として重点領域研究プロジェクトを推進する―の3つを
掲げています。本研究所は、一橋大学によるこの目標
追求においても中心的な役割を担っています。2014
年に学長直轄の組織として設立されたHIASでは、「グ
ローバル経済における経済政策」「マクロ計量モデル
の開発とマクロ経済の諸問題への応用」「途上国にお
ける持続的貧困削減に向けた制度と政策」「規範・制度・
メカニズムデザイン―「社会科学の総合」の理論と実
証―」の4つを重点領域研究プロジェクトとして推進し
ていますが、HIAS設立当初から「グローバル経済にお
ける経済政策」を除く3つのプロジェクトのリーダーを
本研究所の教員が務めています。これらの重点領域研
究プロジェクトでは毎年7月下旬から8月上旬にかけて
Hitotsubashi Summer Instituteとして海外の著名
な研究者を招聘してワークショップを開催しており、そ
れ以外にも本研究所では多くの国際会議やシンポジウ
ムを開催しています。

本研究所のより一層の発展のために、今後は以下
の活動に力を入れる所存です。第一に、政府統計や歴
史統計に、資産市場の高頻度データやPOSデータな
どのビッグデータを加えた幅広い統計データの蓄積、
公開、利用を促進します。第二に、そうしたデータに基
づいて、より多くの研究成果を生み出し、査読付き学
術誌への掲載を目指します。第三に、経済社会に有用
な情報提供や制度設計・政策提言も行います。最近で
は、政策評価や政策立案に際して、実際の統計データ
に基づく検討を重視する、“evidence-based policy 
making”の必要性が強く指摘されるようになっていま
す。本研究所は伝統的に実証分析に強みがあり、この
分野での貢献が社会的にも期待されています。本研究
所は近年、政府・日銀や政府系及び民間の研究機関と
の研究連携・人事交流を精力的に進めています。具体
的には、本研究所はこれまでに経済産業研究所、国立
社会保障・人口問題研究所、財務省財務総合政策研究
所、内閣府経済社会総合研究所、ニッセイ基礎研究所、
日本銀行金融研究所、日本経済研究センター、日本貿
易振興機構アジア経済研究所と研究交流協定を結ん
でいます。こうした取り組みを拡充し、政策ニーズを反
映した研究の推進、研究の政策提言力の強化、さらには
高度な統計分析能力を備えた人材育成を進めます。

本研究所の研究者と事務・研究補助職員は、これらの
活動に一丸となって取り組み、社会に貢献することに努
めてまいります。

一橋大学経済研究所
所長
渡 部　敏 明

経済研究所は1940年4月1日に東京商科大学東亜
経済研究所として創設され、1949年に一橋大学経済
研究所に改組された伝統ある組織で、経済社会に関
する傑出したデータベース群の構築や、統計データと
直結した高度な理論・実証分析及び政策研究面におい
て、多くの優れた研究成果を挙げ、内外の研究者や研
究者コミュニティ、大学・研究機関から高い評価を受け
てきました。中でも1960～80年代に刊行された『長
期経済統計』（全14巻）、それを継承する形で1998年
以降刊行を進めている『アジア長期経済統計』（全12
巻予定）など、経済学会全体の知的財産とも言うべき長
期統計の整備は本研究所の重要な業績と言えます。

研究機能を強化するため、2015年には研究体制を
「経済・統計理論研究部門」「経済計測研究部門」「比較
経済・世界経済研究部門」「経済制度・経済政策研究部
門」「新学術領域研究部門」という5部門体制に再編成し
ました。現在は、この5部門に「社会科学統計情報研究
センター」「経済制度研究センター」「世代間問題研究
機構」「経済社会リスク研究機構」を加えた5部門・4附
属研究施設体制で研究を推進しています。

本研究所は、2010年度に文部科学省の共同利用・共
同研究拠点制度の下で「日本および世界経済の高度実
証分析」の拠点として認定され、政府統計のミクロデー
タの整備・提供をはじめとして、さまざまな統計を国内
外の研究者に利用可能にするとともに、公募によって共
同研究を募り、本研究所のデータベースを用いた共同
研究を推進しています。最近では、国外の研究者による
共同研究への参加が飛躍的に高まっており、国際的な
共同研究活動のハブとしての本研究所の役割が高まっ
ています。その結果、2018年度の中間評価において、
人文・社会学系の共同利用・共同研究拠点で唯一、最も
高いS評価を受けました。2018年度には日本学術振興
会の「人文学・社会科学データインフラストラクチャー
構築プログラム」にも採択され、政府統計データのデー

タベース化、調査票情報等メタデータの整備、政府統
計個票の集計データや加工統計（オーダーメイド集計、
歴史統計、産業構造データベース及び国際比較データ
ベース等）の整理、及びこれらデータの英語化や国内
外への発信、個票データの利用可能性の向上、等を通
じて、国内外研究者コミュニティ－による政府統計デー
タやその集計・加工データの利活用を促進する総合的
なシステムの構築を行っています。

本研究所は長年、科学研究費の高い採択率を誇って
います。現在継続中の大型科学研究費プロジェクトは、

「サービス産業の生産性：決定要因と向上策」（基盤研
究 (S)）があります。また、国際共同研究加速基金（帰国
発展研究）として「新たな視点からの産業組織分析：「ヒ
ト」に光をあてる」「グローバリゼーションと治安・健康・
環境リスクの相互作用の分析」と国際共同研究加速基金

（国際共同研究強化）「雇用仲介業の研究」「繰り返しバ
ブルと経済成長および景気循環の研究」も採択され、
活発な共同研究活動が行われています。

こうした活発な研究活動に対する強固なサポート体
制を整備している点も、本研究所の大きな特徴です。
具体的には、①研究をサポートする秘書室、②研究成果
の刊行をサポートする学術出版室、③データの入力整
備、分析補助やインターネットのセキュリティなどに対
応する大規模データ分析支援室、④図書機能を担う資
料室・社会科学統計情報研究センター資料室、等を整
備しています。そして、科学研究費の申請業務に対する
サポートや予算執行、会計処理を事務室が厳格に管理
しています。こうしたサポート体制は、本研究所の研究
推進機能の基盤となっています。研究の活性化のため、
人事面でもテニュア・トラック制を導入し、若手研究者
を積極的に採用しています。また、准教授ポストを使用
し、若手研究者3～4名を特任准教授として各々2～3
か月の期間採用し、本研究所において共同研究を行っ
ています。

1 所長挨拶
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めてまいります。

一橋大学経済研究所
所長
渡 部　敏 明

経済研究所は1940年4月1日に東京商科大学東亜
経済研究所として創設され、1949年に一橋大学経済
研究所に改組された伝統ある組織で、経済社会に関
する傑出したデータベース群の構築や、統計データと
直結した高度な理論・実証分析及び政策研究面におい
て、多くの優れた研究成果を挙げ、内外の研究者や研
究者コミュニティ、大学・研究機関から高い評価を受け
てきました。中でも1960～80年代に刊行された『長
期経済統計』（全14巻）、それを継承する形で1998年
以降刊行を進めている『アジア長期経済統計』（全12
巻予定）など、経済学会全体の知的財産とも言うべき長
期統計の整備は本研究所の重要な業績と言えます。

研究機能を強化するため、2015年には研究体制を
「経済・統計理論研究部門」「経済計測研究部門」「比較
経済・世界経済研究部門」「経済制度・経済政策研究部
門」「新学術領域研究部門」という5部門体制に再編成し
ました。現在は、この5部門に「社会科学統計情報研究
センター」「経済制度研究センター」「世代間問題研究
機構」「経済社会リスク研究機構」を加えた5部門・4附
属研究施設体制で研究を推進しています。

本研究所は、2010年度に文部科学省の共同利用・共
同研究拠点制度の下で「日本および世界経済の高度実
証分析」の拠点として認定され、政府統計のミクロデー
タの整備・提供をはじめとして、さまざまな統計を国内
外の研究者に利用可能にするとともに、公募によって共
同研究を募り、本研究所のデータベースを用いた共同
研究を推進しています。最近では、国外の研究者による
共同研究への参加が飛躍的に高まっており、国際的な
共同研究活動のハブとしての本研究所の役割が高まっ
ています。その結果、2018年度の中間評価において、
人文・社会学系の共同利用・共同研究拠点で唯一、最も
高いS評価を受けました。2018年度には日本学術振興
会の「人文学・社会科学データインフラストラクチャー
構築プログラム」にも採択され、政府統計データのデー

タベース化、調査票情報等メタデータの整備、政府統
計個票の集計データや加工統計（オーダーメイド集計、
歴史統計、産業構造データベース及び国際比較データ
ベース等）の整理、及びこれらデータの英語化や国内
外への発信、個票データの利用可能性の向上、等を通
じて、国内外研究者コミュニティ－による政府統計デー
タやその集計・加工データの利活用を促進する総合的
なシステムの構築を行っています。

本研究所は長年、科学研究費の高い採択率を誇って
います。現在継続中の大型科学研究費プロジェクトは、

「サービス産業の生産性：決定要因と向上策」（基盤研
究 (S)）があります。また、国際共同研究加速基金（帰国
発展研究）として「新たな視点からの産業組織分析：「ヒ
ト」に光をあてる」「グローバリゼーションと治安・健康・
環境リスクの相互作用の分析」と国際共同研究加速基金

（国際共同研究強化）「雇用仲介業の研究」「繰り返しバ
ブルと経済成長および景気循環の研究」も採択され、
活発な共同研究活動が行われています。

こうした活発な研究活動に対する強固なサポート体
制を整備している点も、本研究所の大きな特徴です。
具体的には、①研究をサポートする秘書室、②研究成果
の刊行をサポートする学術出版室、③データの入力整
備、分析補助やインターネットのセキュリティなどに対
応する大規模データ分析支援室、④図書機能を担う資
料室・社会科学統計情報研究センター資料室、等を整
備しています。そして、科学研究費の申請業務に対する
サポートや予算執行、会計処理を事務室が厳格に管理
しています。こうしたサポート体制は、本研究所の研究
推進機能の基盤となっています。研究の活性化のため、
人事面でもテニュア・トラック制を導入し、若手研究者
を積極的に採用しています。また、准教授ポストを使用
し、若手研究者3～4名を特任准教授として各々2～3
か月の期間採用し、本研究所において共同研究を行っ
ています。

1 所長挨拶
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研究者コミュニティの意見を広く取り入れて、より一
層の拠点事業の発展を目指す
本研究所は、様々な外部の組織・研究者グループ

と密接な関係にあり、拠点事業の運営では、彼らとの
共同研究を通じて最新の学術動向を把握するととも
に、外部の研究者コミュニティの経済研究所に対する
意見・希望の把握に努めています。正式委員会として
は、「日本及び世界経済の高度実証分析」拠点の運営
委員会および共同利用・共同研究委員会を置き、前者
は拠点の運営全体に関わる問題を、後者は、共同利
用・共同研究の課題の公募等、実施に関わる問題を審
議しています。両委員会ともに、内外の研究者コミュ
ニティの意見・要請を広く聴取し、運営に反映させる
ため、委員の過半数は当研究所外の研究者から構成
されています(委員会メンバーについては、本要覧の
「研究所の紹介」をご参照ください)。また2012年
度には、「共同利用・共同研究拠点としての一橋大学
経済研究所」についての外部評価を受けました。更に

2016年度においても、研究所の活動の一環としての
共同利用・共同研究拠点事業の外部評価を実施して
います。そこでの様々な意見・指摘をもとに、今後の
本研究所をより良い、より研究者コミュニティに開か
れたものにして行くべく、大胆な改革を進めていく所
存です。
共同拠点事業「プロジェクト研究」は、事業開始の

2010年度における5件から、2019年度には28件に
まで着実に増え、2019年度募集分より博士課程在籍
の大学院生を主研究者とするプログラムにも応募資
格を拡大しました。最近では、およそ半数が外国研究
機関所属者を代表とするものになっており、広く世界
に開かれた共同研究を促進しています。これらの成果
が評価され、2018年度に実施された中間評価では、
全国で8か所ある人文・社会科学分野の共同利用共
同研究拠点の中で唯一のS評価を受けました。今後も
本研究所を中心としたネットワークの拡大を図る基盤
の一つとしての活動を続けます。

運営体制

研究者コミュニティ

経済研究所長 教授会

運営委員会

共同利用・共同研究委員会

支援体制

研究支援体制

国際連携支援・
情報発信体制

事務部

資料室
社会科学統計情報研究センター
大規模データ分析支援室

事務室

学術出版室・秘書室
広報委員会

共同利用・共同研究拠点「日本及び世界経済の高度実証分析」
http://www.ier.hit-u.ac.jp/kyodo-riyou/

日本・アジアの統計データ構築拠点、国際的共同研究
のハブとしての経済研究所の歴史
一橋大学経済研究所は、歴史的に我が国の経済統計

のデータベース構築・利用の共同研究拠点としての役
割を担ってきました。日本の『長期経済統計』の刊行を
はじめとして『アジア長期経済統計』の推計・作成など、
統計資料の収集整備・データ構築における貢献は他所
に類を見ないものです。また1990年代後半からは、経
済学分野ではそれまであまりなかった国内外の研究者
が積極的に参画する大型共同研究プロジェクトの推進
に、精力的に関わってきました。

共同利用・共同研究拠点としての経済研究所
このような経緯を背景として、当研究所は2009年6

月に、文部科学省の共同利用・共同研究拠点に認定さ
れました。これを契機として、これまでの実績をもとに
データ・アーカイブの整備と統計分析手法の開発を進
展させ、日本及び世界経済に関わる高度実証分析の国
際的な共同利用・共同研究拠点として、一層の発展を目
指しています。
このうち共同利用事業に関係する活動部分として、附

属社会科学統計情報研究センターを窓口として、独立
行政法人統計センターとの密接な連携・協力のもと、政
府統計ミクロデータの利用環境を整備・拡充し、日本最
初の政府統計ミクロデータ・センターの構築を目指して

います。内外の研究者に政府統計匿名データへの容易
なアクセス手段を提供し、我が国における匿名データの
正しい利用を促進しています。2018年には、3か年計画
で学術振興会より人文学・社会科学データインフラスト
ラクチャー構築プログラム事業を引き受け、政府統計の
メタ情報の集約・提供や英語化など、外国から日本の統
計へのアクセス促進に一層の力を入れています。同時
に、匿名データの提供方法に関する研究者コミュニティ
の需要・希望を各関係機関にフィードバックしていくこと
により、我が国のミクロデータを用いた実証分析をより
普遍的で、技術的に容易なものとしていくことで、その
発展に寄与することを目指しています。
共同研究事業としては、グローバルCOEプログラム

「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」、科学研究
費補助金特定領域研究「世代間利害調整プロジェク
ト」、科学研究費補助金学術創成研究「日本経済の物価
変動ダイナミクスの解明」などの大型研究プロジェクト
で培われた研究成果を基盤としながら、数量的な分析
に基づく制度・政策研究を推進しています。これまでの
研究プロジェクトとの成果の詳細については、以下の
Webページをご覧ください。http://www.ier.hit-
u.ac.jp/kyodo-riyou/Japanese/works/
index.html
これらの共同研究事業の幾つかは、その後のより大

きな共同研究プロジェクトの展開や大型研究資金の獲
得へとつながっています。

「確かな知」 政策提言

• ミクロデータに基づいた実証研究
企業・家計・労働
年金・税制、少子化

• 生産性の国際比較（産業・企業レ
ベル）

• 高頻度データを用いた物価・資産
価格の変動と金融政策の分析

実証研究 統計分析手法・
経済理論の開発

• データに即した経済理論モデルの
構築

• データを分析するための計量手法
の開発

• 学際的な分析手法
（統計物理グループとの共同研究）

•政府統計ミクロデータ
•日本とアジアの長期時系列データベース
•主要国の産業生産性データベース
•農家経済調査個票データベース
•物価・資産価格の高頻度データ

データ・アーカイブ

他機関との連携

基本構想 データに直結した実証・理論研究

2 研究活動
研究体制

データ・アーカイブ、
データ分析セクション

データの整備、分析手法の
開発、高度実証分析を行う

• ミクロデータ・センター
（附属社会科学統計情報研究
センター）

• データ解析グループ
• 長期経済統計・地域経済研究
グループ

• ロシア研究センター
• 共同研究ラボラトリー

• 附属世代間問題研究機構
• 附属経済制度研究センター
• 附属経済社会リスク研究機構
• 規範経済学研究センター
• 共同研究ラボラトリー

研究ユニット

理論・制度・政策
分析セクション

補完的理論の開発、制度・
政策研究を行う

研究部門

• 経済・統計理論研究部門
• 経済計測研究部門
• 比較経済・世界経済研究部門
• 経済制度・経済政策研究部門
• 新学術領域研究部門

研究体制

データ・アーカイブ、
データ分析セクション

データの整備、分析手法の
開発、高度実証分析を行う

• ミクロデータ・センター
（附属社会科学統計情報研究
センター）

• データ解析グループ
• 長期経済統計・地域経済研究
グループ

• ロシア研究センター
• 共同研究ラボラトリー

• 附属世代間問題研究機構
• 附属経済制度研究センター
• 附属経済社会リスク研究機構
• 規範経済学研究センター
• 共同研究ラボラトリー

研究ユニット

理論・制度・政策
分析セクション

補完的理論の開発、制度・
政策研究を行う

研究部門

• 経済・統計理論研究部門
• 経済計測研究部門
• 比較経済・世界経済研究部門
• 経済制度・経済政策研究部門
• 新学術領域研究部門

http://www.ier.hit-u.ac.jp/kyodo-riyou/Japanese/works/index.html
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研究者コミュニティの意見を広く取り入れて、より一
層の拠点事業の発展を目指す
本研究所は、様々な外部の組織・研究者グループ

と密接な関係にあり、拠点事業の運営では、彼らとの
共同研究を通じて最新の学術動向を把握するととも
に、外部の研究者コミュニティの経済研究所に対する
意見・希望の把握に努めています。正式委員会として
は、「日本及び世界経済の高度実証分析」拠点の運営
委員会および共同利用・共同研究委員会を置き、前者
は拠点の運営全体に関わる問題を、後者は、共同利
用・共同研究の課題の公募等、実施に関わる問題を審
議しています。両委員会ともに、内外の研究者コミュ
ニティの意見・要請を広く聴取し、運営に反映させる
ため、委員の過半数は当研究所外の研究者から構成
されています(委員会メンバーについては、本要覧の
「研究所の紹介」をご参照ください)。また2012年
度には、「共同利用・共同研究拠点としての一橋大学
経済研究所」についての外部評価を受けました。更に

2016年度においても、研究所の活動の一環としての
共同利用・共同研究拠点事業の外部評価を実施して
います。そこでの様々な意見・指摘をもとに、今後の
本研究所をより良い、より研究者コミュニティに開か
れたものにして行くべく、大胆な改革を進めていく所
存です。
共同拠点事業「プロジェクト研究」は、事業開始の

2010年度における5件から、2019年度には28件に
まで着実に増え、2019年度募集分より博士課程在籍
の大学院生を主研究者とするプログラムにも応募資
格を拡大しました。最近では、およそ半数が外国研究
機関所属者を代表とするものになっており、広く世界
に開かれた共同研究を促進しています。これらの成果
が評価され、2018年度に実施された中間評価では、
全国で8か所ある人文・社会科学分野の共同利用共
同研究拠点の中で唯一のS評価を受けました。今後も
本研究所を中心としたネットワークの拡大を図る基盤
の一つとしての活動を続けます。

運営体制

研究者コミュニティ

経済研究所長 教授会

運営委員会

共同利用・共同研究委員会

支援体制

研究支援体制

国際連携支援・
情報発信体制

事務部

資料室
社会科学統計情報研究センター
大規模データ分析支援室

事務室

学術出版室・秘書室
広報委員会

共同利用・共同研究拠点「日本及び世界経済の高度実証分析」
http://www.ier.hit-u.ac.jp/kyodo-riyou/

日本・アジアの統計データ構築拠点、国際的共同研究
のハブとしての経済研究所の歴史
一橋大学経済研究所は、歴史的に我が国の経済統計

のデータベース構築・利用の共同研究拠点としての役
割を担ってきました。日本の『長期経済統計』の刊行を
はじめとして『アジア長期経済統計』の推計・作成など、
統計資料の収集整備・データ構築における貢献は他所
に類を見ないものです。また1990年代後半からは、経
済学分野ではそれまであまりなかった国内外の研究者
が積極的に参画する大型共同研究プロジェクトの推進
に、精力的に関わってきました。

共同利用・共同研究拠点としての経済研究所
このような経緯を背景として、当研究所は2009年6

月に、文部科学省の共同利用・共同研究拠点に認定さ
れました。これを契機として、これまでの実績をもとに
データ・アーカイブの整備と統計分析手法の開発を進
展させ、日本及び世界経済に関わる高度実証分析の国
際的な共同利用・共同研究拠点として、一層の発展を目
指しています。
このうち共同利用事業に関係する活動部分として、附

属社会科学統計情報研究センターを窓口として、独立
行政法人統計センターとの密接な連携・協力のもと、政
府統計ミクロデータの利用環境を整備・拡充し、日本最
初の政府統計ミクロデータ・センターの構築を目指して

います。内外の研究者に政府統計匿名データへの容易
なアクセス手段を提供し、我が国における匿名データの
正しい利用を促進しています。2018年には、3か年計画
で学術振興会より人文学・社会科学データインフラスト
ラクチャー構築プログラム事業を引き受け、政府統計の
メタ情報の集約・提供や英語化など、外国から日本の統
計へのアクセス促進に一層の力を入れています。同時
に、匿名データの提供方法に関する研究者コミュニティ
の需要・希望を各関係機関にフィードバックしていくこと
により、我が国のミクロデータを用いた実証分析をより
普遍的で、技術的に容易なものとしていくことで、その
発展に寄与することを目指しています。
共同研究事業としては、グローバルCOEプログラム

「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」、科学研究
費補助金特定領域研究「世代間利害調整プロジェク
ト」、科学研究費補助金学術創成研究「日本経済の物価
変動ダイナミクスの解明」などの大型研究プロジェクト
で培われた研究成果を基盤としながら、数量的な分析
に基づく制度・政策研究を推進しています。これまでの
研究プロジェクトとの成果の詳細については、以下の
Webページをご覧ください。http://www.ier.hit-
u.ac.jp/kyodo-riyou/Japanese/works/
index.html
これらの共同研究事業の幾つかは、その後のより大

きな共同研究プロジェクトの展開や大型研究資金の獲
得へとつながっています。

「確かな知」 政策提言

• ミクロデータに基づいた実証研究
企業・家計・労働
年金・税制、少子化

• 生産性の国際比較（産業・企業レ
ベル）

• 高頻度データを用いた物価・資産
価格の変動と金融政策の分析

実証研究 統計分析手法・
経済理論の開発

• データに即した経済理論モデルの
構築

• データを分析するための計量手法
の開発

• 学際的な分析手法
（統計物理グループとの共同研究）

•政府統計ミクロデータ
•日本とアジアの長期時系列データベース
•主要国の産業生産性データベース
•農家経済調査個票データベース
•物価・資産価格の高頻度データ

データ・アーカイブ

他機関との連携

基本構想 データに直結した実証・理論研究

2 研究活動
研究体制

データ・アーカイブ、
データ分析セクション

データの整備、分析手法の
開発、高度実証分析を行う

• ミクロデータ・センター
（附属社会科学統計情報研究
センター）

• データ解析グループ
• 長期経済統計・地域経済研究
グループ

• ロシア研究センター
• 共同研究ラボラトリー

• 附属世代間問題研究機構
• 附属経済制度研究センター
• 附属経済社会リスク研究機構
• 規範経済学研究センター
• 共同研究ラボラトリー

研究ユニット

理論・制度・政策
分析セクション

補完的理論の開発、制度・
政策研究を行う

研究部門

• 経済・統計理論研究部門
• 経済計測研究部門
• 比較経済・世界経済研究部門
• 経済制度・経済政策研究部門
• 新学術領域研究部門

研究体制

データ・アーカイブ、
データ分析セクション

データの整備、分析手法の
開発、高度実証分析を行う

• ミクロデータ・センター
（附属社会科学統計情報研究
センター）

• データ解析グループ
• 長期経済統計・地域経済研究
グループ

• ロシア研究センター
• 共同研究ラボラトリー

• 附属世代間問題研究機構
• 附属経済制度研究センター
• 附属経済社会リスク研究機構
• 規範経済学研究センター
• 共同研究ラボラトリー

研究ユニット

理論・制度・政策
分析セクション

補完的理論の開発、制度・
政策研究を行う

研究部門

• 経済・統計理論研究部門
• 経済計測研究部門
• 比較経済・世界経済研究部門
• 経済制度・経済政策研究部門
• 新学術領域研究部門

http://www.ier.hit-u.ac.jp/kyodo-riyou/Japanese/works/index.html
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<労働・人的資本> 
主として以下5点の研究を進めます。
●要素市場の不完全競争を考慮した上で、生産関数

を推計。
●高齢者や子育て後の主婦による、労働供給の賃金

への影響の調査。
●サービス産業企業の営業部門労働者の日誌と成

果のデータを接合した上で、各個人の生産性を測
定し決定要因を分析。

●サービスの家庭内生産、購入、労働供給間の代替
関係の分析。

●大規模ミクロデータにより、サービス産業の生産
性の向上に資する高等教育の性格の解明。

<生産と消費の（空間的・時間的）同時性>
サービス消費と余暇の補完性を考慮し、効用関数を

推計し、この結果を用いて定年退職がサービス消費に

与える影響を分析します。一般のサービス産業の立地
問題に加え、顧客やヴェンダーとの連携が重要な巨大
都市型サービス産業（金融・広告等）の立地問題や生産
性を分析することにより、地域間経済格差や中小都市
中心地の衰退対策について提言します。

期待される成果と意義
本研究では、日本を代表する生産性研究チームが統

計部局等と連携し、海外との密接なネットワークも生か
して、サービス産業の実質生産・生産性計測の抜本的
改善と、生産と消費の同時性を考慮した新アプローチ
によりサービス産業生産性の包括的研究を行います。

このような大規模研究は、国内・外にほとんど存在し
ません。サービス産業の生産性計測と生産性向上策に
関する世界の研究と経済政策に、大きな寄与が期待で
きます。

サービス産業の生産性：決定要因と向上策	 http://sspj.ier.hit-u.ac.jp/

科学研究費補助金　基盤研究 (S)
１人又は比較的少人数の研究者が行う独創的・先駆的な研究です。

サービス産業の生産性向上は、日本が経済停滞から脱す
るための最も重要な要件です。しかし、サービス産業のうち
GDPの約4割を占める部門では、国民経済計算統計や物価
統計等の制約のため、産業レベルでも企業レベルでも実質
生産や生産性を正確に計測できていません。本研究では、
内閣府経済社会総合研究所（ESRI）の研究者やOECD・欧
州委員会等の研究プロジェクトと協力し、産業・企業レベル
の実質生産・生産性計測上の問題を最大限解決し、この新し

い計測結果を用いて生産性の決定要因を調べます。分析で
は、情報通信技術の活用や無形資産投資、労働者の働き方、
人的資本の蓄積、集積と地域経済、市場の淘汰機能と企業
間の資源配分等の要因を重視します。更に分析結果に基づ
き、サービス産業の生産性向上策、また、サービス産業の実
質生産・生産性に関する政府統計の改善についても提言し
ます。

研究の概要
【統括・計測】班が中心となり、サービス産業の実質生

産・生産性に関する産業・企業レベルのデータを整備・
改善した上で、このデータに基づき、サービス産業の生
産性向上策を構想します。具体的には、【資本蓄積】班
がICT・無形資産を含む投資とその阻害要因について、

【労働・人的資本】班が労働市場、サービス生産におけ
る労働者の働き方、サービス産業の生産性向上に寄与
する高等教育等について分析を行います。また、【生産
と消費の（空間的・時間的）同時性】班が、サービス産業
における家計・企業行動の特徴を明らかにし、併せてミ
クロデータを活用した市場による企業淘汰メカニズム
の現状と阻害要因、巨大都市型サービス業を生み出す
メカニズム、教育、医療など公的サービスの生産性等に
関する研究を進めます。

<統括・計測>
　主要なサービス業（商業・建設・教育・医療・公務・社会
保険等）に関し、質を調整したデフレーター・生産量指

標を作成し、望ましい作成方法を統計担当部局に提言
します。医療産業については、質を調整した生産量指標
に基づく生産性を計測し、その決定要因を検証します。
また、サービス生産性の国際比較・都道府県間比較指
標を改善します。さらに、第四次産業革命（ビッグデー
タ、ロボット、AI等）の影響を分析し、クリエイティブ産
業の生産性指標を開発します。
<資本蓄積>
　サービス業の生産性向上にとっては、ICT投資及び
人材・ブランド組織改編などの無形資産投資が重要な
役割を果たすが、日本や一部の欧州諸国ではこのよう
な投資が停滞している。サービス業と競合する公的部
門を含めた無形資産投資・ICT投資データを整備し国
際比較することを通じ、日本における無形資産投資・
ICT 投資の決定要因を探求します。決定要因として特
に、資金調達、ICT投資と多様な無形資産間の補完性
の影響、未発達なICTサービス市場、中小企業における
停滞、公的分野での投資政策変遷等に注目します。

◆プロジェクトリーダー
深尾京司　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
宮川努　学習院大学経済学部・教授 川口大司　東京大学大学院経済学研究科・教授

阿部修人　一橋大学経済研究所・教授 小塩隆士　一橋大学経済研究所・教授

杉原茂　日本大学経済学部・教授 森川正之　独立行政法人経済産業研究所・副所長

乾友彦　学習院大学国際社会科学部・教授 斎藤修　一橋大学・名誉教授

臼井恵美子　一橋大学経済研究所・准教授 権赫旭　日本大学経済学部・教授

中島賢太郎　一橋大学大学院経営管理研究科・准教授 中室牧子　慶應義塾大学総合政策学部・准教授

滝澤美帆　学習院大学経済学部・准教授 小原美紀　大阪大学大学院国際公共政策研究科・教授

宮川大介　一橋大学大学院経営管理研究科・准教授 大湾秀雄　早稲田大学政治経済学術院・教授

近藤絢子　東京大学社会科学研究所・准教授 川口康平　香港科学技術大学・講師

◆期間
2016〜2020年度

 

出所：一橋大学・経済産業研究所「JIPデータベース2015」、EU KLEMSデータベース、World KLEMS データベース
注 ：一次産業と非市場型サービスは除く

産業別労働生産性の日米比較
（購買力平価換算、米国＝１、2006-10年平均）

労働投入のシェア－
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<労働・人的資本> 
主として以下5点の研究を進めます。
●要素市場の不完全競争を考慮した上で、生産関数

を推計。
●高齢者や子育て後の主婦による、労働供給の賃金

への影響の調査。
●サービス産業企業の営業部門労働者の日誌と成

果のデータを接合した上で、各個人の生産性を測
定し決定要因を分析。

●サービスの家庭内生産、購入、労働供給間の代替
関係の分析。

●大規模ミクロデータにより、サービス産業の生産
性の向上に資する高等教育の性格の解明。

<生産と消費の（空間的・時間的）同時性>
サービス消費と余暇の補完性を考慮し、効用関数を

推計し、この結果を用いて定年退職がサービス消費に

与える影響を分析します。一般のサービス産業の立地
問題に加え、顧客やヴェンダーとの連携が重要な巨大
都市型サービス産業（金融・広告等）の立地問題や生産
性を分析することにより、地域間経済格差や中小都市
中心地の衰退対策について提言します。

期待される成果と意義
本研究では、日本を代表する生産性研究チームが統

計部局等と連携し、海外との密接なネットワークも生か
して、サービス産業の実質生産・生産性計測の抜本的
改善と、生産と消費の同時性を考慮した新アプローチ
によりサービス産業生産性の包括的研究を行います。

このような大規模研究は、国内・外にほとんど存在し
ません。サービス産業の生産性計測と生産性向上策に
関する世界の研究と経済政策に、大きな寄与が期待で
きます。

サービス産業の生産性：決定要因と向上策	 http://sspj.ier.hit-u.ac.jp/

科学研究費補助金　基盤研究 (S)
１人又は比較的少人数の研究者が行う独創的・先駆的な研究です。

サービス産業の生産性向上は、日本が経済停滞から脱す
るための最も重要な要件です。しかし、サービス産業のうち
GDPの約4割を占める部門では、国民経済計算統計や物価
統計等の制約のため、産業レベルでも企業レベルでも実質
生産や生産性を正確に計測できていません。本研究では、
内閣府経済社会総合研究所（ESRI）の研究者やOECD・欧
州委員会等の研究プロジェクトと協力し、産業・企業レベル
の実質生産・生産性計測上の問題を最大限解決し、この新し

い計測結果を用いて生産性の決定要因を調べます。分析で
は、情報通信技術の活用や無形資産投資、労働者の働き方、
人的資本の蓄積、集積と地域経済、市場の淘汰機能と企業
間の資源配分等の要因を重視します。更に分析結果に基づ
き、サービス産業の生産性向上策、また、サービス産業の実
質生産・生産性に関する政府統計の改善についても提言し
ます。

研究の概要
【統括・計測】班が中心となり、サービス産業の実質生

産・生産性に関する産業・企業レベルのデータを整備・
改善した上で、このデータに基づき、サービス産業の生
産性向上策を構想します。具体的には、【資本蓄積】班
がICT・無形資産を含む投資とその阻害要因について、

【労働・人的資本】班が労働市場、サービス生産におけ
る労働者の働き方、サービス産業の生産性向上に寄与
する高等教育等について分析を行います。また、【生産
と消費の（空間的・時間的）同時性】班が、サービス産業
における家計・企業行動の特徴を明らかにし、併せてミ
クロデータを活用した市場による企業淘汰メカニズム
の現状と阻害要因、巨大都市型サービス業を生み出す
メカニズム、教育、医療など公的サービスの生産性等に
関する研究を進めます。

<統括・計測>
　主要なサービス業（商業・建設・教育・医療・公務・社会
保険等）に関し、質を調整したデフレーター・生産量指

標を作成し、望ましい作成方法を統計担当部局に提言
します。医療産業については、質を調整した生産量指標
に基づく生産性を計測し、その決定要因を検証します。
また、サービス生産性の国際比較・都道府県間比較指
標を改善します。さらに、第四次産業革命（ビッグデー
タ、ロボット、AI等）の影響を分析し、クリエイティブ産
業の生産性指標を開発します。
<資本蓄積>
　サービス業の生産性向上にとっては、ICT投資及び
人材・ブランド組織改編などの無形資産投資が重要な
役割を果たすが、日本や一部の欧州諸国ではこのよう
な投資が停滞している。サービス業と競合する公的部
門を含めた無形資産投資・ICT投資データを整備し国
際比較することを通じ、日本における無形資産投資・
ICT 投資の決定要因を探求します。決定要因として特
に、資金調達、ICT投資と多様な無形資産間の補完性
の影響、未発達なICTサービス市場、中小企業における
停滞、公的分野での投資政策変遷等に注目します。

◆プロジェクトリーダー
深尾京司　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
宮川努　学習院大学経済学部・教授 川口大司　東京大学大学院経済学研究科・教授

阿部修人　一橋大学経済研究所・教授 小塩隆士　一橋大学経済研究所・教授

杉原茂　日本大学経済学部・教授 森川正之　独立行政法人経済産業研究所・副所長

乾友彦　学習院大学国際社会科学部・教授 斎藤修　一橋大学・名誉教授

臼井恵美子　一橋大学経済研究所・准教授 権赫旭　日本大学経済学部・教授

中島賢太郎　一橋大学大学院経営管理研究科・准教授 中室牧子　慶應義塾大学総合政策学部・准教授

滝澤美帆　学習院大学経済学部・准教授 小原美紀　大阪大学大学院国際公共政策研究科・教授

宮川大介　一橋大学大学院経営管理研究科・准教授 大湾秀雄　早稲田大学政治経済学術院・教授

近藤絢子　東京大学社会科学研究所・准教授 川口康平　香港科学技術大学・講師

◆期間
2016〜2020年度

 

出所：一橋大学・経済産業研究所「JIPデータベース2015」、EU KLEMSデータベース、World KLEMS データベース
注 ：一次産業と非市場型サービスは除く

産業別労働生産性の日米比較
（購買力平価換算、米国＝１、2006-10年平均）

労働投入のシェア－
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家計簿アプリを活用した家計データの構築と分析

自営業の衰退：再訪

家計簿アプリにより収集されたデータによって、新た
な家計データを構築します。家計簿アプリとは、銀行口
座の出入金情報やクレジットカードの利用履歴などを自
動的に収集するウェブサービスで、このアプリによって家
計の収入・支出が自動的に記録されます。機械的に自動
で記録されるため、誤記や記入漏れが発生せず、より正
確な家計収支や資産保有の情報が把握できます。本研

究では、このアプリのデータを入手した上で、アプリ利用
者を対象に独自調査を実施して世帯属性なども把握しま
す。通常の統計調査では協力を得ることが難しい詳細か
つ長期間の世帯行動が把握できます。現在は、データ整
備に向け、システム構築を進めており、本格的な調査の
開始は2020年度からになる予定です。

本研究は、日本における自営業セクターの衰退につい
て、その原因と結果を労働市場との関連から考察するこ
とを目的とします。まず、(A)先行研究と既存統計調査に
基づき、自営業者の実態を非正社員の増加や地域特性
に注目しながら総合的に把握し、次に、独立開業行動の
停滞を取り上げ、(B1)組織マネジメントのあり方、(B2)

プラットフォームの役割という二つの観点から、(A)で得
られた知見を加味しつつ詳細に分析します。(B1)につい
ては、開業事業所のパネル調査を三か年行い、(B2)につ
いては、マッチングを通じて成立する事業者ネットワーク
を「組織」とみなし、仲介のネットワーク形成への影響を
考察します。

◆プロジェクトリーダー
宇南山卓　一橋大学経済研究所・准教授

◆メンバー
高橋悠太　一橋大学経済研究所・特任助教

◆期間　
2019〜2022年度

 

◆プロジェクトリーダー
神林龍　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
大山睦　一橋大学大学院経営管理研究科・准教授  照山博司　京都大学経済研究所・教授

玄田有史　東京大学社会科学研究所・教授

◆期間　
2019〜2023年度

 

本研究では、経済の構造変化、金融危機や震災など
の大規模なショック、非伝統的金融政策などを考慮した
新たなマクロ計量モデルの構築とその推定法の開発を
行います。また、従来のマクロデータに予測のサーベイ
データ、資産価格データ、地域・産業別データ、海外の
データなどを加えた大規模データや周期の異なるデー
タを用いて推定するための計量手法の開発も行いま
す。その上で、マクロ経済予測に応用し、予測精度が改

善するか実証分析を行います。また、金融・財政政策の
効果の実証分析にも応用します。金融政策に関しては、
日本銀行が行ってきた量的・質的金融緩和、インフレ目
標の設定、マイナス金利、イールド・カーブ・コントロー
ルなどの非伝統的金融政策に注目し、マクロ経済に対
する影響だけでなく、金融市場の流動性に与えた影響
など、幅広く分析します。

くらしと仕事に関するパネル分析

本研究は、参加メンバーが特別推進研究及び基盤
研究（A）の下でこれまで3回実施してきた大規模パ
ネル調査である「くらしと仕事に関するパネル調査」

（LOSEF: Longitudinal Survey on Employment 
and Ferti l ity）の第4回調査を実施するとともに、同
調査やその他関連するパネル調査から得られる豊富な
履歴情報を活用することにより、出産・子育ての行動分

析、社会経済的地位の親子間継承、主観的厚生の変動
要因、就業行動の動学的メカニズム、貧困リスクの発
生要因、引退・介護のライフスタイル・健康への影響等、

「くらしと仕事」に関するパネル分析を行い、その結果
に基づいて社会的厚生の向上につながる効果的な政
策提言を行うことを目的としています。

◆プロジェクトリーダー
渡部敏明　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
大森裕浩　東京大学大学院経済学研究科・教授 新谷元嗣　東京大学大学院経済学研究科・教授

陣内了　一橋大学経済研究所・准教授 塩路悦朗　一橋大学大学院経済学研究科・教授

加納隆　一橋大学大学院経済学研究科・教授 山本庸平　一橋大学大学院経済学研究科・教授

◆期間
2017〜2019年度

 

◆プロジェクトリーダー
小塩隆士　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
稲垣誠一　国際医療福祉大学保健医療学部・教授 高山憲之　公益財団法人年金シニアプラン総合研究機構・理事長

臼井恵美子　一橋大学経済研究所・准教授 神林龍　一橋大学経済研究所・教授

後藤玲子　一橋大学経済研究所・教授

◆期間
2017〜2019年度

 

新たなマクロ計量モデルの構築と大規模データを用いた経済予測への応用

科学研究費補助金　基盤研究 (A)
1人又は複数の研究者が共同して行う独創的・先駆的な研究です。



7 8

１ 

所
長
挨
拶

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

５ 

研
究
所
の
紹
介

家計簿アプリを活用した家計データの構築と分析

自営業の衰退：再訪

家計簿アプリにより収集されたデータによって、新た
な家計データを構築します。家計簿アプリとは、銀行口
座の出入金情報やクレジットカードの利用履歴などを自
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て、その原因と結果を労働市場との関連から考察するこ
とを目的とします。まず、(A)先行研究と既存統計調査に
基づき、自営業者の実態を非正社員の増加や地域特性
に注目しながら総合的に把握し、次に、独立開業行動の
停滞を取り上げ、(B1)組織マネジメントのあり方、(B2)

プラットフォームの役割という二つの観点から、(A)で得
られた知見を加味しつつ詳細に分析します。(B1)につい
ては、開業事業所のパネル調査を三か年行い、(B2)につ
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グローバリゼーションと治安・健康・環境リスクの相互作用の分析

この研究プロジェクトは、産業組織論の主要テーマで
ある企業間競争ならびに企業の境界に関して、新たな視
点から分析することを目的とします。ヒト・モノ・カネから
なる企業の「ヒト」の側面に焦点をあてることにより浮か
び上がってくる様々な視点に加え、企業の提携・部分的
結合・企業間技術移転・垂直的企業関係なども踏まえた
理論・実証分析を行います。さらに、企業の境界・ホールド
アップ問題に関する契約理論分析および実験に基づく行
動経済学的仮説の検証を行うとともに、企業経営・経営

戦略と人材マネジメントとの関連にも注目します。企業
内部の「ヒト」の側面を経済学的に分析する研究は、組織
の経済学・内部労働市場分析として進展し、昇進・査定・賃
金決定・職務分担・企業内訓練などを俎上に載せることに
成功しています。このような研究の進展に対してこの研
究プロジェクトは、企業間競争・企業の境界・資産の企業
特殊性といった産業組織論のアプローチを内部労働市
場分析に融合させ、より総合的な観点から分析を行うこ
とにより新たな知見を得ることを目指します。

本研究では経済発展において重要であるグローバリ
ゼーション、都市化という2つの現象が、住民が直面する
環境・健康・治安リスクとどのような相互関係を持つのか
を分析します。具体的には(a)先進国の環境規制が先進
国・途上国間の貿易と途上国住民の健康に与える影響、
(b)先進国の大型スーパーの途上国への進出が進出先
住民の栄養状態および肥満に与える影響、(c)途上国の
治安悪化による取引リスクが先進国企業との貿易取引
関係に与える影響、(d)土地取引費用と地震リスクが都
市成長に与える影響、の各トピックの実証分析を行いま

す。(a)(b)(c)の各トピックについては、メキシコの政府
統計、政府各機関業務データ、民間リサーチ会社のデー
タから、既存研究ではどの国の文脈でも使われたことが
ない詳細なデータ、特に、より細かい財による違いを見る
ことができるという点でユニークなデータを構築できま
す。(d)についてはメキシコシティ、東京について、近代的
経済発展以前から今に至る各時点の地図と土地利用の
情報を電子化します。それらのデータを経済学で用いら
れる因果推論の手法を用いて、説得的な証拠が存在しな
かったメカニズムに関するエビデンスを提供します。

◆プロジェクトリーダー
手島健介　一橋大学経済研究所・准教授

◆研究協力者
杉田洋一　一橋大学大学院経済学研究科・講師 田中伸介　タフツ大学・Assistant Professor
中島賢太郎　一橋大学大学院経営管理研究科・准教授 山﨑潤一　神戸大学大学院経済学研究科・講師
Emilio Gutierrez　メキシコ自治工科大学（ITAM）・教授 Beata Javorcik　オクスフォード大学・教授
Wolfgang Keller　コロラド大学・教授 James Tybout　ペンシルヴァニア州立大学・教授
Eric Verhoogen　コロンビア大学・教授

◆期間　
2019〜2021年度

 

本研究の核心をなす学術的「問い」は、歴史上の大事
件や政策変更、体制変更により、家計の消費バスケット
でみた生活水準がどのように推移したか、であり、この

「問い」を近年の経済学の潮流である計量経済学の手

法を用いて解き明かすことです。日本社会の縮図として
の家計簿を研究の軸に置き、そこからみえてくる家計や
社会経済の変容を多角的に捉えることが目標です。

ケイパビリティアプローチに基づく福祉交通システムの実装と調査分析プログラムの構築

所得や効用を越えて、個人の自立や主体性を捕捉す
るケイパビリティアプローチは、厚生経済学の理論的射
程を大きく拡げることになりました。しかし、そこには次
の３つの方法的難問があります。①観測可能な達成値
から観測不可能なケイパビリティ集合をいかにして推
定するか、②多次元機能空間から構成されるケイパビリ
ティ集合をいかにして比較評価するか、③多次元機能リ
ストと諸機能間の相対価値をいかに同定するかです。

本研究の目的は、市民・大学との協同で福祉交通シス

テム作りに着手しているA市で、集積された多様な行政
調査をもとに、高齢者の「自立」に関する実証的研究を
進めること、それをもとに、これら３つの方法的難点を
克服する独自の調査分析プログラムを開発し、より総
合的な国際比較の枠組をつくること、そのうえで、現行
の「自立」支援政策の改善方法に関して、ケイパビリティ
アプローチに基づく確かな理論を提供することにあり
ます。

◆プロジェクトリーダー
北村行伸　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
斎藤修　一橋大学・名誉教授 友部謙一　一橋大学大学院経済学研究科・教授

宇南山卓　一橋大学経済研究所・准教授 望月政志　一橋大学経済研究所・講師

丸健　西武文理大学サービス経営学部・講師 高島正憲　関西学院大学経済学部・講師

佐藤正広　東京外国語大学大学院国際日本学研究院・教授 岡崎哲二　東京大学大学院経済学研究科・教授

永瀬伸子　お茶の水女子大学基幹研究院・教授 大森正博　お茶の水女子大学基幹研究院・教授

重川純子　埼玉大学教育学部・教授 松田典子　文教大学教育学部・講師

李秀眞　弘前大学教育学部・准教授 草処基　東京農工大学(連合)農学研究科(研究院)・講師

今泉ひとみ (宝利ひとみ)　立教大学経済学部・助教

◆期間
2019〜2021年度

 

◆プロジェクトリーダー
後藤玲子　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
神林龍　一橋大学経済研究所・教授 小林秀行　慶應義塾大学総合政策学部・特別研究員(PD)

◆期間
2019〜2023年度

 

家計簿からみた生活水準の推移と社会経済の変容

◆プロジェクトリーダー
森田穂高　一橋大学経済研究所・教授

◆研究分担者
石川城太　一橋大学大学院経済学研究科・教授 伊藤秀史　早稲田大学大学院経営管理研究科・教授
神林龍　一橋大学経済研究所・教授 都留康　一橋大学経済研究所・特任教授
Tang Cheng-Tao　国際大学国際関係学研究科・講師

◆研究協力者
Arghya Ghosh　UNSW Business School・教授 Jed DeVaro　カリフォルニア州立大学イーストベイ校・教授
Maroš Servátka　Macquarie Graduate School of Management・教授

◆期間
2018〜2020年度

 

新たな視点からの産業組織論分析：「ヒト」に光をあてる	 http://newio.ier.hit-u.ac.jp/

国際共同研究加速基金（帰国発展研究）
海外の研究機関等において、優れた研究実績を有する独立した研究者が、日本に帰国後すぐに研究を開始できるよう、
研究費を支援するものです。当該研究者が日本を主たる拠点として研究を実施することにより、当該研究者を通じた
外国人研究者との連携等による日本の研究活動の活性化に資するとともに、帰国直後の研究費支援があることで若
手研究者の海外挑戦の後押しにつながることも期待しています。
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グローバリゼーションと治安・健康・環境リスクの相互作用の分析

この研究プロジェクトは、産業組織論の主要テーマで
ある企業間競争ならびに企業の境界に関して、新たな視
点から分析することを目的とします。ヒト・モノ・カネから
なる企業の「ヒト」の側面に焦点をあてることにより浮か
び上がってくる様々な視点に加え、企業の提携・部分的
結合・企業間技術移転・垂直的企業関係なども踏まえた
理論・実証分析を行います。さらに、企業の境界・ホールド
アップ問題に関する契約理論分析および実験に基づく行
動経済学的仮説の検証を行うとともに、企業経営・経営

戦略と人材マネジメントとの関連にも注目します。企業
内部の「ヒト」の側面を経済学的に分析する研究は、組織
の経済学・内部労働市場分析として進展し、昇進・査定・賃
金決定・職務分担・企業内訓練などを俎上に載せることに
成功しています。このような研究の進展に対してこの研
究プロジェクトは、企業間競争・企業の境界・資産の企業
特殊性といった産業組織論のアプローチを内部労働市
場分析に融合させ、より総合的な観点から分析を行うこ
とにより新たな知見を得ることを目指します。

本研究では経済発展において重要であるグローバリ
ゼーション、都市化という2つの現象が、住民が直面する
環境・健康・治安リスクとどのような相互関係を持つのか
を分析します。具体的には(a)先進国の環境規制が先進
国・途上国間の貿易と途上国住民の健康に与える影響、
(b)先進国の大型スーパーの途上国への進出が進出先
住民の栄養状態および肥満に与える影響、(c)途上国の
治安悪化による取引リスクが先進国企業との貿易取引
関係に与える影響、(d)土地取引費用と地震リスクが都
市成長に与える影響、の各トピックの実証分析を行いま

す。(a)(b)(c)の各トピックについては、メキシコの政府
統計、政府各機関業務データ、民間リサーチ会社のデー
タから、既存研究ではどの国の文脈でも使われたことが
ない詳細なデータ、特に、より細かい財による違いを見る
ことができるという点でユニークなデータを構築できま
す。(d)についてはメキシコシティ、東京について、近代的
経済発展以前から今に至る各時点の地図と土地利用の
情報を電子化します。それらのデータを経済学で用いら
れる因果推論の手法を用いて、説得的な証拠が存在しな
かったメカニズムに関するエビデンスを提供します。

◆プロジェクトリーダー
手島健介　一橋大学経済研究所・准教授

◆研究協力者
杉田洋一　一橋大学大学院経済学研究科・講師 田中伸介　タフツ大学・Assistant Professor
中島賢太郎　一橋大学大学院経営管理研究科・准教授 山﨑潤一　神戸大学大学院経済学研究科・講師
Emilio Gutierrez　メキシコ自治工科大学（ITAM）・教授 Beata Javorcik　オクスフォード大学・教授
Wolfgang Keller　コロラド大学・教授 James Tybout　ペンシルヴァニア州立大学・教授
Eric Verhoogen　コロンビア大学・教授

◆期間　
2019〜2021年度

 

本研究の核心をなす学術的「問い」は、歴史上の大事
件や政策変更、体制変更により、家計の消費バスケット
でみた生活水準がどのように推移したか、であり、この

「問い」を近年の経済学の潮流である計量経済学の手

法を用いて解き明かすことです。日本社会の縮図として
の家計簿を研究の軸に置き、そこからみえてくる家計や
社会経済の変容を多角的に捉えることが目標です。

ケイパビリティアプローチに基づく福祉交通システムの実装と調査分析プログラムの構築

所得や効用を越えて、個人の自立や主体性を捕捉す
るケイパビリティアプローチは、厚生経済学の理論的射
程を大きく拡げることになりました。しかし、そこには次
の３つの方法的難問があります。①観測可能な達成値
から観測不可能なケイパビリティ集合をいかにして推
定するか、②多次元機能空間から構成されるケイパビリ
ティ集合をいかにして比較評価するか、③多次元機能リ
ストと諸機能間の相対価値をいかに同定するかです。

本研究の目的は、市民・大学との協同で福祉交通シス

テム作りに着手しているA市で、集積された多様な行政
調査をもとに、高齢者の「自立」に関する実証的研究を
進めること、それをもとに、これら３つの方法的難点を
克服する独自の調査分析プログラムを開発し、より総
合的な国際比較の枠組をつくること、そのうえで、現行
の「自立」支援政策の改善方法に関して、ケイパビリティ
アプローチに基づく確かな理論を提供することにあり
ます。

◆プロジェクトリーダー
北村行伸　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
斎藤修　一橋大学・名誉教授 友部謙一　一橋大学大学院経済学研究科・教授

宇南山卓　一橋大学経済研究所・准教授 望月政志　一橋大学経済研究所・講師

丸健　西武文理大学サービス経営学部・講師 高島正憲　関西学院大学経済学部・講師

佐藤正広　東京外国語大学大学院国際日本学研究院・教授 岡崎哲二　東京大学大学院経済学研究科・教授

永瀬伸子　お茶の水女子大学基幹研究院・教授 大森正博　お茶の水女子大学基幹研究院・教授

重川純子　埼玉大学教育学部・教授 松田典子　文教大学教育学部・講師

李秀眞　弘前大学教育学部・准教授 草処基　東京農工大学(連合)農学研究科(研究院)・講師

今泉ひとみ (宝利ひとみ)　立教大学経済学部・助教

◆期間
2019〜2021年度

 

◆プロジェクトリーダー
後藤玲子　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
神林龍　一橋大学経済研究所・教授 小林秀行　慶應義塾大学総合政策学部・特別研究員(PD)

◆期間
2019〜2023年度

 

家計簿からみた生活水準の推移と社会経済の変容

◆プロジェクトリーダー
森田穂高　一橋大学経済研究所・教授

◆研究分担者
石川城太　一橋大学大学院経済学研究科・教授 伊藤秀史　早稲田大学大学院経営管理研究科・教授
神林龍　一橋大学経済研究所・教授 都留康　一橋大学経済研究所・特任教授
Tang Cheng-Tao　国際大学国際関係学研究科・講師

◆研究協力者
Arghya Ghosh　UNSW Business School・教授 Jed DeVaro　カリフォルニア州立大学イーストベイ校・教授
Maroš Servátka　Macquarie Graduate School of Management・教授

◆期間
2018〜2020年度

 

新たな視点からの産業組織論分析：「ヒト」に光をあてる	 http://newio.ier.hit-u.ac.jp/

国際共同研究加速基金（帰国発展研究）
海外の研究機関等において、優れた研究実績を有する独立した研究者が、日本に帰国後すぐに研究を開始できるよう、
研究費を支援するものです。当該研究者が日本を主たる拠点として研究を実施することにより、当該研究者を通じた
外国人研究者との連携等による日本の研究活動の活性化に資するとともに、帰国直後の研究費支援があることで若
手研究者の海外挑戦の後押しにつながることも期待しています。
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繰り返しバブルと経済成長および景気循環の研究

本プロジェクトの基課題（「経済成長理論と景気循環理
論を統合した経済モデルの開発とその応用））では、短期
の経済変動と長期の経済成長を統一的に理解するため
の枠組みを開発することを目的としました。本国際共同
研究では、資産価格バブルという現象を新たに分析対象
に加えて基課題の研究を発展させます。資産価格バブル
の研究で著名な平野智裕ロイヤルホロウェイ・ロンドン
大学准教授に新たに研究協力者に迎え、また、別の重要

な先行研究の著者である清滝信宏プリンストン大学教授
にも海外共同研究者として参加してもらい、平野准教授
と清滝教授と共同して理論モデルの開発を行います。構
築した理論モデルはPablo Guerrón-Quintanaボスト
ンカレッジ准教授の協力を得て実証分析に用います。具
体的には、ベイズ推定という手法を用いて、実際のデー
タから理論モデルのパラメーターの値を推定し、また、過
去にバブルが存在した確率やその時期を推定します。

一橋大学経済研究所では、日本学術振興会「人文学・
社会科学データインフラストラクチャー構築プログラム」
の委託業務として、2018年10月からの5か年間、政府統
計に関するプロジェクトを実施しています。このプロジェ
クトでは、長期間をカバーする政府統計データのデータ
ベース化、調査票情報等メタデータの整備、政府統計個
票の集計データや加工統計（オーダーメイド集計、歴史

統計、産業構造データベース及び国際比較データベー
ス等）の整理、及びこれらデータの英語化や国内外への
発信、個票データの利用可能性の向上、等を通じて、国内
外研究者コミュニティーによる政府統計データやその集
計・加工データの利活用を促進する総合的なシステムを
構築します。

◆プロジェクトリーダー
陣内了　一橋大学経済研究所・准教授

◆海外研究協力者
清滝信宏　プリンストン大学・教授 平野智裕　ロイヤルホロウェイ・ロンドン大学・准教授

Pablo Guerrón-Quintana　ボストンカレッジ・准教授

◆期間　
2019〜2021年度

 

◆業務主任者
深尾京司　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
北村行伸　一橋大学経済研究所・教授 阿部修人　一橋大学経済研究所・教授

田中雅行　一橋大学経済研究所・准教授 伊藤孝之　一橋大学経済研究所・助教

中山史野　一橋大学経済研究所・データ・アーカイブ・マネージャー

◆期間　
2018〜2020年度

 

基課題（基盤研究B「家計行動の多面的分析」）では、
家計行動を主として政府統計に基づき分析をしてきま
した。しかし、最も代表的な家計関連統計である「家計
調査」について、一部の品目に対する支出金額が過少
となっていることや、サンプルに偏りがある可能性があ
ることなど、多くの問題が指摘されてきました。こうし
た問題の解決には、いわゆるビッグデータなどの、情報
通信技術等の発展によってもたらされた新たな類型の
データの活用が有効と考えられます。本研究および基

課題の後継プロジェクトでは、家計簿アプリにより収集
されたデータによって、新たな家計データの構築が進
められています。家計簿アプリとは銀行口座の出入金
情報等を自動的に収集するウェブサービスで、このアプ
リで収集されたデータを使うことで、より正確に家計行
動が把握できます。本研究によって、より正確な分析が
できるようになるだけでなく、公的ミクロデータでは観
察できなかった家計行動の別の側面が分析できるよう
になると期待できます。

雇用仲介業の研究

本研究では、最近の欧州諸国における雇用仲介に関
する規制論議の再燃を奇貨として、彼の地にてデータ
収集を試み、職業紹介に関する市場構造を国際比較の
枠組みから検証し直します。職業訓練への接続など、欧

州諸国における公的職業紹介の性格のちがいが生み
出す、民間事業者のすみわけの在り方のちがいを考察
することを目的としています。

◆プロジェクトリーダー
宇南山卓　一橋大学経済研究所・准教授

◆海外研究協力者
Lorenz Kueng　ノースウエスタン大学・准教授 David Weinstein　コロンビア大学・教授

◆期間
2019〜2023年度

 

◆プロジェクトリーダー
神林龍　一橋大学経済研究所・教授

◆海外研究協力者
Alexander Hijzen　OECD雇用局・上級エコノミスト Alex Bryson　ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン・教授

Christian Holzner　IAB: Das Institut für Arbeitsmarktund Berufsforschung・上級エコノミスト

◆期間
2019〜2020年度

 

ビッグデータによる家計行動の分析

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ））
科研費採択者が実施していた研究計画（基課題）について、国際共同研究を行うことでその研究計画を格段に発展
させ、優れた研究成果をあげることを目的とするものです。その結果、国際的に活躍できる、独立した研究者の養成
にも資することを目指しています。

拠点機関におけるデータ共有基盤の構築･強化委託業務

課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業
人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築プログラム
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繰り返しバブルと経済成長および景気循環の研究

本プロジェクトの基課題（「経済成長理論と景気循環理
論を統合した経済モデルの開発とその応用））では、短期
の経済変動と長期の経済成長を統一的に理解するため
の枠組みを開発することを目的としました。本国際共同
研究では、資産価格バブルという現象を新たに分析対象
に加えて基課題の研究を発展させます。資産価格バブル
の研究で著名な平野智裕ロイヤルホロウェイ・ロンドン
大学准教授に新たに研究協力者に迎え、また、別の重要
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体的には、ベイズ推定という手法を用いて、実際のデー
タから理論モデルのパラメーターの値を推定し、また、過
去にバブルが存在した確率やその時期を推定します。
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社会科学データインフラストラクチャー構築プログラム」
の委託業務として、2018年10月からの5か年間、政府統
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計・加工データの利活用を促進する総合的なシステムを
構築します。

◆プロジェクトリーダー
陣内了　一橋大学経済研究所・准教授

◆海外研究協力者
清滝信宏　プリンストン大学・教授 平野智裕　ロイヤルホロウェイ・ロンドン大学・准教授

Pablo Guerrón-Quintana　ボストンカレッジ・准教授

◆期間　
2019〜2021年度

 

◆業務主任者
深尾京司　一橋大学経済研究所・教授

◆メンバー
北村行伸　一橋大学経済研究所・教授 阿部修人　一橋大学経済研究所・教授

田中雅行　一橋大学経済研究所・准教授 伊藤孝之　一橋大学経済研究所・助教

中山史野　一橋大学経済研究所・データ・アーカイブ・マネージャー

◆期間　
2018〜2020年度
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経済・統計理論研究部門
19世紀の西欧資本主義経済社会の生誕以降、帝国

主義と両大戦を経て、第2次世界大戦後の福祉国家の
発展、70年代以降の新自由主義の時代等々、資本主義
経済は多様に変化してきました。これらの歴史的経路
への認識を前提に、持続可能な経済社会システムを構
想するために、本部門は以下の研究を行います。リスク
管理や政策分析の基盤となる新たなミクロ・マクロ経
済・統計理論の構築と、その大規模・高頻度データ等に
基づく研究、代替的経済システムに関する規範的分析
や制度設計の経済理論、経済システムの(事実解明的) 
比較分析、現代経済学を根拠づける経済思想の史的展
開の解明。これらの課題を通じて経済・統計理論分析の
フロンティアを拡大・深化する役割を本部門は担ってい
ます。

経済計測研究部門
社会科学における実証研究の意義は、自然科学にお

ける実験に比すことができます。実証研究で重要なの
は、長期間をカバーする統計の整備と個票データの利
用可能性です。このような問題意識から本部門は、内外
の研究者コミュニティーに開かれた経済研究所附属社
会科学統計情報研究センターを運営し、日本とアジア
の長期経済統計、産業・地域統計、生産性統計、等を推
計・公開すると同時に、総務省統計局と連携して政府統
計ミクロデータの利用環境整備を進めています。また
傑出した蓄積データを基盤として、応用計量経済学、経
済統計論、数量経済史、等の研究を進めています。

比較経済・世界経済研究部門
欧米や日本の歴史的経験は開発途上国や新興市場

経済に多くの示唆を与え、また開発途上国や新興市場
経済の現状分析は先進諸国の歴史的過程の理解を深
めることにつながります。このような視点から、本部門
は比較経済学・比較制度分析・比較経済史、開発経済
学・経済発展論、環境経済学・国際経済学、新興市場論・
移行経済論・地域経済論(ロシア東欧、アジア、アフリ
カ、ラテンアメリカ等)という接近方法を用いた実証的・
理論的研究に取り組んでいます。産業化前後の欧米・
日本経済に関する歴史的・実証的研究、現代アジア・ア
フリカ・ラテンアメリカ諸国や中東欧・ロシア他体制移
行諸国に関する応用経済学的・制度的・歴史的研究、低
開発と貧困の構造に関する学際研究等を主要な課題と
しています。

経済制度・経済政策研究部門
経済制度・経済政策研究部門は、市場システムや財

政、金融、社会保障など、私たちの経済行動や日常生活
に大きな影響を及ぼすさまざまな経済制度・経済政策
の問題点を理論的・実証的に解明するとともに、その望
ましいあり方を検討することを目的としています。その
ために、企業や消費者の経済行動、雇用システム、金融
システム、物価・賃金や資産価格の決定メカニズム、制
度・政策の効果分析などに関して、最先端の理論的研究
を進めるほか、大規模データに基づく実証分析など応
用経済学的研究を進めています。これらの研究の成果
を踏まえて政策提言を積極的に行うなど、政策指向型
の研究を進めることも本研究部門の特徴です。

新学術領域研究部門
新学術領域研究部門は、近未来の学問的潮流の変化

に対応するための「組織的スラック」としての機能を果
たすべく設置された特別な研究部門であり、その名が
示す通り、他の4大研究部門とは異なり、特定の担当研
究領域が定められていません。現在は、研究所の附属
研究施設である「経済制度研究センター」、「世代間問
題研究機構」、並びに「経済社会リスク研究機構」が掲
げる研究テーマの追及を主な目標としていますが、将
来の研究活動はこの限りではありません。また、同部門
は、客員研究部門を内包しており、内外の優秀な研究者
の受け皿としての役割も担っています。

部門紹介 教員紹介
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/faculty/

2019年4月現在

阿部修人	ABE,	Naohito	/	教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）国際間物価指数を中心とする指数理論
（2）POS等の大規模個別価格データに基づく物価変動メカニズムの分析
（3）家計消費行動の解明

有本寛	ARIMOTO,	Yutaka	/	准教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）発展途上経済の市場と制度に関する理論的・実証的分析
（2）近代日本の開発経済史（開発経済学と経済史の融合）
（3）粗製肥料問題の現状と対策（ベトナムと東アフリカ）
（4）農産物市場の地域間裁定と仲介（マダガスカル）
（5）「行き倒れ」の日韓比較史（近代日本と朝鮮）

李根雨	LEE,	Guenwoo	/	講師	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）社会ネットワーク全数調査に代わる標本調査法を開発するための研究
（2）ベトナム南部におけるネットワーク外部性と農家の新技術導入との関連に関する

実証分析
（3）ランダム化比較試験によるインドネシアのエビ農家の生産性および意思決定に

対するオンライン・グループの効果分析

祝迫得夫	IWAISAKO,	Tokuo	/	教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）ファイナンスの実証分析
（2）日本の貯蓄・投資バランスと経常収支のダイナミクスの分析
（3）日本の家計の貯蓄行動とポートフォリオ選択

名前	Name	/	職名	/	所属部門
研究課題
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研究施設である「経済制度研究センター」、「世代間問
題研究機構」、並びに「経済社会リスク研究機構」が掲
げる研究テーマの追及を主な目標としていますが、将
来の研究活動はこの限りではありません。また、同部門
は、客員研究部門を内包しており、内外の優秀な研究者
の受け皿としての役割も担っています。

部門紹介 教員紹介
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/faculty/

2019年4月現在

阿部修人	ABE,	Naohito	/	教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）国際間物価指数を中心とする指数理論
（2）POS等の大規模個別価格データに基づく物価変動メカニズムの分析
（3）家計消費行動の解明

有本寛	ARIMOTO,	Yutaka	/	准教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）発展途上経済の市場と制度に関する理論的・実証的分析
（2）近代日本の開発経済史（開発経済学と経済史の融合）
（3）粗製肥料問題の現状と対策（ベトナムと東アフリカ）
（4）農産物市場の地域間裁定と仲介（マダガスカル）
（5）「行き倒れ」の日韓比較史（近代日本と朝鮮）

李根雨	LEE,	Guenwoo	/	講師	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）社会ネットワーク全数調査に代わる標本調査法を開発するための研究
（2）ベトナム南部におけるネットワーク外部性と農家の新技術導入との関連に関する

実証分析
（3）ランダム化比較試験によるインドネシアのエビ農家の生産性および意思決定に

対するオンライン・グループの効果分析

祝迫得夫	IWAISAKO,	Tokuo	/	教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）ファイナンスの実証分析
（2）日本の貯蓄・投資バランスと経常収支のダイナミクスの分析
（3）日本の家計の貯蓄行動とポートフォリオ選択

名前	Name	/	職名	/	所属部門
研究課題
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臼井恵美子	USUI,	Emiko	/	准教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）夫婦の就業と家庭における家事・育児両立についての分析
（2）高齢者の就労、退職行動についての分析
（3）米国における、人種間の賃金格差の分析

宇南山卓	UNAYAMA,	Takashi	 /	准教授	/	経済計測研究部門	/	社会科学統計
情報研究センター

（1）資産保有と消費行動の関係の解明
（2）結婚の意思決定の分析と少子化対策の考察
（3）家計関連統計の性質の解明

岡部智人	OKABE,	Tomohito	/	講師	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）政治経済的な財政政策分析
（2）計量政治経済学

植杉威一郎	UESUGI,	Iichiro	/	教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）企業-金融機関との関係に関する分析
（2）貸出市場への政府関与の効果に関する分析
（3）不動産市場と経済との連関に関する分析

小塩隆士	OSHIO,	Takashi	/	教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）公的年金と高齢者就業の関係に関する分析
（2）健康の社会経済的決定要因に関する分析
（3）主観的厚生の経済分析

黒崎卓	KUROSAKI,	Takashi	/	教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）途上国の家計データを用いた貧困と脆弱性に関するミクロ計量分析
（2）インド、パキスタン、バングラデシュにおける市場とコミュニティの実証分析
（3）インド亜大陸の農業生産に関する歴史的定量分析
（4）紛争・選挙と経済発展に関する実証分析

神林龍	KAMBAYASHI,	Ryo	/	教授	/	経済制度・経済政策研究部門
（1）1990から2000年代にかけての日本の雇用制度・自営業の変遷についての研究
（2）日本の職業紹介所におけるマッチングの効率性の実証研究
（3）マネジメントの質が労働組織に与える影響についての研究
（4）競業避止義務が労働市場の効率性に与える影響についての研究

北村行伸	KITAMURA,	 Yukinobu	 /	教授	 /	経済計測研究部門	/	社会科学統計
情報研究センター

（1）ミクロ計量経済学：公的統計・民間統計のミクロデータを用いた、消費、年金、健
康、相続などに関する分析

（2）金融財政政策：金融政策の数量的評価、相続税・贈与税の研究、仮想通貨の研究
（3）経済史研究：政府債務問題の歴史的研究、近世金融・財政史、家計簿を用いた数量

経済史研究

雲和広	KUMO,	Kazuhiro	/	教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）ロシア・旧ソ連の人口諸問題とジェンダー状況
（2）ロシア個別地域の現状と地方財政制度
（3）ソビエト初期工業化過程における労働力と産業立地の変遷に関する統計整理と

分析
（4）ロシアを中心とするCIS諸国間の労働力移動

岩﨑一郎	IWASAKI,	Ichiro	/	教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）欧州危機の旧社会主義新興市場への影響に関する実証研究
（2）中東欧及び旧ソ連諸国における市場経済化25年史の体系的レビューとメタ分析
（3）ロシア株式会社制度のミクロ実証分析
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（4）ロシアを中心とするCIS諸国間の労働力移動
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（1）欧州危機の旧社会主義新興市場への影響に関する実証研究
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佐藤秀保	SATO,	Hideyasu	/	特任講師	/	新学術領域研究部門
（1）農産物貿易の計量経済分析
（2）大規模データによる財集計可能性の検証

左三川郁子	SAMIKAWA,	 Ikuko	/	准教授	/	新学術領域研究部門	/	世代間問題
研究機構

（1）非伝統的金融政策の効果に関する研究
（2）日本銀行によるリスク性資産の買い入れに伴うリスクの分析
（3）地方銀行が地域経済の発展にもたらした影響についての考察

澤田真行	SAWADA,	Masayuki	/	講師	/	経済・統計理論研究部門
（1）無作為化実験における、介入の除外制約を経ずに行う介入効果の識別・推定問題
（2）生産関数の識別・推定問題とその中国における民営化への応用
（3）ネットワーク依存下における介入効果の識別・推定問題

陣内了	JINNAI,	Ryo	/	准教授	/	経済・統計理論研究部門
（1）資産価格バブルと経済成長の関係に関する研究
（2）金融市場への外生ショックが資産価格に与える影響の研究
（3）金融市場の効率性に関する不確実性が実体経済や資産価格に与える影響の研究

田中雅行	TANAKA,	Masayuki	/	准教授	/	経済計測研究部門	/	社会科学統計情
報研究センター

（1）政府統計ミクロデータによる実証分析を行うための利用基盤の構築
（2）統計ミクロデータの匿名化手法の研究

都留康	TSURU,	Tsuyoshi	/	特任教授	/	経済・統計理論研究部門
（1）インセンティブ・メカニズムとその変化の分析：自動車販売会社の人事データに基

づく、業績給制度と個人の生産性に関する日本と北米の分析
（2）東アジアにおける製品開発と人材マネジメント：聞き取り調査とアンケート調査に

基づく日本・韓国・中国企業の比較分析
（3）職場内コミュニケーションが生産性に及ぼす効果：ウエアラブルセンサを用いた

実証分析
（4） 日本の酒類のグローバル化に関する実証分析：輸出サイドと輸入サイド

深尾京司	FUKAO,	Kyoji	/	教授	/	経済計測研究部門
（1）日本産業生産性データベース（JIP）の推計
（2）サービス産業の生産性：計測と向上策
（3）生産性動学と雇用創出
（4）グローバル・バリュー・チェーンと知識資本投入
（5）アジア長期経済統計の推計
（6）日本の地域間経済格差：1600−2010年

手島健介	TESHIMA,	Kensuke	/	准教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）グローバリゼーションが途上国における環境と健康に与える影響の分析
（2）輸出企業と輸入企業のマッチングメカニズムの分析
（3）都市内商業集積のメカニズムの分析

高山直樹	TAKAYAMA,	Naoki	/	講師	/	経済・統計理論研究部門
（1）情報の摩擦を伴うマクロ経済における合理的期待均衡の分析
（2）家計形成と労働市場における国際的な差異の理解
（3）日本の社会保障制度に関する考察

後藤玲子	GOTOH,	Reiko	/	教授	/	経済・統計理論研究部門
公共的討議に基づく社会的選択理論と潜在能力アプローチの操作的定式化を通じて、

（1）財を機能に変換する個人の利用能力上の不利性に配慮した「（福祉的かつ行為主
体的）自由」の保障を図ること

（2）評価の多元性と潜在能力の多様性に基づく規範的な平等理論を構築すること
（3）個人の合理的選択という経済学の永遠の課題に新たな光を当てること
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（5）アジア長期経済統計の推計
（6）日本の地域間経済格差：1600−2010年

手島健介	TESHIMA,	Kensuke	/	准教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）グローバリゼーションが途上国における環境と健康に与える影響の分析
（2）輸出企業と輸入企業のマッチングメカニズムの分析
（3）都市内商業集積のメカニズムの分析

高山直樹	TAKAYAMA,	Naoki	/	講師	/	経済・統計理論研究部門
（1）情報の摩擦を伴うマクロ経済における合理的期待均衡の分析
（2）家計形成と労働市場における国際的な差異の理解
（3）日本の社会保障制度に関する考察

後藤玲子	GOTOH,	Reiko	/	教授	/	経済・統計理論研究部門
公共的討議に基づく社会的選択理論と潜在能力アプローチの操作的定式化を通じて、

（1）財を機能に変換する個人の利用能力上の不利性に配慮した「（福祉的かつ行為主
体的）自由」の保障を図ること

（2）評価の多元性と潜在能力の多様性に基づく規範的な平等理論を構築すること
（3）個人の合理的選択という経済学の永遠の課題に新たな光を当てること
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渡部敏明	WATANABE,	Toshiaki	/	教授	/	経済・統計理論研究部門
（1）資産価格の高頻度データを用いたボラティリティの推定とリスク管理への応用
（2）DSGEモデル、時変VARモデル、マルコフスイッチングモデル等、マクロ計量モデ

ルの改良とMCMCを用いたベイズ推定法の開発

山本裕一	YAMAMOTO,	Yuichi	/	准教授	/	経済・統計理論研究部門
（1）長期的関係を持つ個人がどのような行動を取るのかに関する分析
（2）Model misspecificationと呼ばれるようなバイアスがベイズ学習にどのよう

な影響を与えるかについての分析

森田穂高	MORITA,	Hodaka	/	教授	/	経済・統計理論研究部門
（1）企業の提携・部分的結合・企業間技術移転に関する産業組織論的研究
（2）製品市場および労働市場における企業間競争の相互連関分析
（3）企業の境界および昇進・インセンティブなど内部労働市場の重要事項に関する行

動経済学的分析

森口千晶	MORIGUCHI,	Chiaki	/	教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）日米における人事制度の歴史的発展の比較制度分析
（2）日本における所得の不平等の長期的変遷の実証分析
（3）近世の日本と中国における財政と統治の歴史比較制度分析
（4）日本、米国、韓国における養子制度と児童福祉の発展の実証分析
（5）米国における実子・養子・継子の人的資本形成の実証分析
（6）日米における食品価格と栄養格差の趨勢の比較分析

望月政志	MOCHIZUKI,	Masashi	 /	講師	 /	経済計測研究部門	/	社会科学統計
情報研究センター

（1）水産物産地ブランドに関する実証分析
（2）複合経営による漁業所得向上に関する定量分析
（3）農林省第4期農家経済調査（1942-48年）のデータベース作成

増田一八	MASUDA,	Kazuya	/	講師	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）低所得国における初等・中等教育普及の非金銭的な収益率（健康、出産行動や出生

率、リスク行動、政治への参加など）に関するミクロ計量経済学を用いた実証研究
（2）戦後日本における医療政策（慢性的疾病治療への公費負担・皆保険）の導入が医

療サービスの供給、配置、死亡率にもたらした短中期的な影響の分析
（3）現代の日本における人的資本蓄積の決定要因に関する実証分析
（4）アフリカにおける乳幼児期の微量栄養素欠乏と慢性的疾患への罹患・身体的発

育・認知機能の発達に関する実証研究
（5）途上国における医療サービス供給量の拡大が、医療サービスの利用頻度と人的

資本の蓄積にもたらす影響の実証分析

馬徳斌	MA,	Debin	/	教授	/	経済計測研究部門
（1）Measurement of historical Chinese living standards in 

comparative perspective.
（2）Institutional and empirical analysis of Chinese political regime in 

historical perspective.
（3）Political and economic changes in pre-communist era China and 

its long-term consequences.

本田衞子	HONDA,	Eiko	/	准教授	/	新学術領域研究部門	/	世代間問題研究機構
（1）医師数の動向についての分析
（2）医療政策についての分析
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（1）資産価格の高頻度データを用いたボラティリティの推定とリスク管理への応用
（2）DSGEモデル、時変VARモデル、マルコフスイッチングモデル等、マクロ計量モデ
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な影響を与えるかについての分析

森田穂高	MORITA,	Hodaka	/	教授	/	経済・統計理論研究部門
（1）企業の提携・部分的結合・企業間技術移転に関する産業組織論的研究
（2）製品市場および労働市場における企業間競争の相互連関分析
（3）企業の境界および昇進・インセンティブなど内部労働市場の重要事項に関する行

動経済学的分析

森口千晶	MORIGUCHI,	Chiaki	/	教授	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）日米における人事制度の歴史的発展の比較制度分析
（2）日本における所得の不平等の長期的変遷の実証分析
（3）近世の日本と中国における財政と統治の歴史比較制度分析
（4）日本、米国、韓国における養子制度と児童福祉の発展の実証分析
（5）米国における実子・養子・継子の人的資本形成の実証分析
（6）日米における食品価格と栄養格差の趨勢の比較分析

望月政志	MOCHIZUKI,	Masashi	 /	講師	 /	経済計測研究部門	/	社会科学統計
情報研究センター

（1）水産物産地ブランドに関する実証分析
（2）複合経営による漁業所得向上に関する定量分析
（3）農林省第4期農家経済調査（1942-48年）のデータベース作成

増田一八	MASUDA,	Kazuya	/	講師	/	比較経済・世界経済研究部門
（1）低所得国における初等・中等教育普及の非金銭的な収益率（健康、出産行動や出生

率、リスク行動、政治への参加など）に関するミクロ計量経済学を用いた実証研究
（2）戦後日本における医療政策（慢性的疾病治療への公費負担・皆保険）の導入が医

療サービスの供給、配置、死亡率にもたらした短中期的な影響の分析
（3）現代の日本における人的資本蓄積の決定要因に関する実証分析
（4）アフリカにおける乳幼児期の微量栄養素欠乏と慢性的疾患への罹患・身体的発

育・認知機能の発達に関する実証研究
（5）途上国における医療サービス供給量の拡大が、医療サービスの利用頻度と人的

資本の蓄積にもたらす影響の実証分析

馬徳斌	MA,	Debin	/	教授	/	経済計測研究部門
（1）Measurement of historical Chinese living standards in 

comparative perspective.
（2）Institutional and empirical analysis of Chinese political regime in 

historical perspective.
（3）Political and economic changes in pre-communist era China and 

its long-term consequences.

本田衞子	HONDA,	Eiko	/	准教授	/	新学術領域研究部門	/	世代間問題研究機構
（1）医師数の動向についての分析
（2）医療政策についての分析
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4．政府統計ミクロデータの試行的提供の評価
本センターは、（財）日本統計協会の2006年度統計

活動奨励賞に続いて、2007年9月に日本統計学会から
第3回統計活動賞を受賞しました。「学術研究のための
政府統計ミクロデータの試行的提供活動」が評価され
たものです。

第3回統計活動賞の受賞理由は、「日本では統計調
査そのものは国際的水準に達していたにもかかわら
ず、ミクロ統計データの活用においては欧米に遅れを
とってきた。今回受賞対象の活動は、これまで利用に多
くの制限のあった政府統計のミクロ統計データを、匿
名化標本データという形式で、実証分析研究者に利用
する機会を広く与えるものである。このような貢献は、
実証的統計研究のための活動基盤を国際的水準に引
き上げることが期待されるとともに、2007年5月の統
計法の改正を推進する上でも大きな役割を果たしてお
り、組織による活動として顕彰するに相応しいものであ
る。」となっています。

このような高い評価を受けた試行的提供を本セン
ターが担うことになった背景には、政府統計ミクロデー
タを用いた大型共同研究プロジェクトが本センターで
継続的に実施されてきたことが挙げられます。例えば
1996年に科研費特定領域研究の交付を受けて開始し
たプロジェクトは、5省庁の33に及ぶ指定統計に関して

「目的外使用」の承認を受けて行った、大規模で画期
的なものでした。

5．独立行政法人統計センターとの連携協定
2009年4月の新しい統計法の施行に伴い、匿名デー

タ（前述の匿名化標本データ）が正式に各府省庁から
提供されることになったことから、総務省統計局の提供
窓口である独立行政法人統計センター（以下統計セン
ターと呼ぶ）と2009年3月に連携協定を結び、統計セ
ンターのサテライト機関として提供窓口業務を2009
年6月から開始しました。また人事交流として専任教員
2名を統計センターより受け入れています。2010年
12月には、統計センターから、一橋大学小平国際キャ
ンパス内の第一プロジェクト室をオンサイト施設として
認証を得ました。このオンサイト施設は、匿名データで
は分析できない調査票情報を用いた詳細な分析を行う
ための、外部に情報が漏れないよう高度な情報安全性
を備えた施設です。この施設は、学内のみならず学外
の研究者等にも開放されています。2017年1月には、

オンサイト施設からのリモートアクセスによるデータ参
照を統計センターと連携協力しながら試行し、2019年
5月の改正統計法施行を機に、本格運用に移行しまし
た。また、オフサイト施設からの接続を可能とするため、
暗号化による計算システムの研究を行っております。

6．戦前の農家経済調査個票のデータベース化
本センターで力を入れて推進している事業に、農家

経済調査個票のデータベース化があります。京都大学
には戦前の農家経済調査の記入済み調査票（個票）が
膨大に残されていますが、ミクロ統計データとしてはこ
れまであまり利用されてきませんでした。

そこで本センターでは、これらの記入済み調査票をマ
イクロフィルム化して収集し、データベース化する作業
を続けています。これまでに、全都道府県のマイクロフィ
ルム撮影が完了しており、約20年の歳月をかけて1931

（昭和6）〜1941（昭和16）年のパネルデータのデータ
ベースを構築しました。現在は、1942（昭和17）〜1948

（昭和23）年のデータベース化を進めています。
これらの調査票には、各農家の農業経営状況や消

費、資産、労働時間などの詳細な情報が含まれていま
す。日本がまだ発展途上にあった時期の詳細なミクロ
データが利用可能になれば、日本の経済史という観点
からも、経済発展の実証分析という観点からも興味深
い研究が可能になります。そのために手書きの集計表
を逐一照合しながらデジタルデータとして入力し、それ
を校正しながらデータベース化するという地道な作業
を続けているのです。

社会科学統計情報研究センター
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/

1．沿革
一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究セ

ンターは、社会科学統計に関する情報を収集・整備し、
学術研究者に広く提供することにより、日本経済を中心
とする人文・社会科学研究の向上に寄与することを目
的としています。1964年に人文社会科学の全国共同
利用施設として経済研究所に附設された「日本経済統
計文献センター」を出発点に、その後の拡充改組によ
り、1988年、「日本経済統計情報センター」と改称し、
オンラインによるデータベースの公開を開始しました。
さらに、2002年の拡充改組で現在の「社会科学統計情
報研究センター」に改称、新たにミクロデータ分析セク
ションを設け、ミクロ統計の利用を促進する活動を開始
し、現在に至っています。

2．研究所とセンター
本センターでは現在、経済計測研究部門に属する5

名の専任教員（教授1、准教授2、講師1、助教1）が研究
活動を行うと共に、社会科学統計の収集・整備、利用促
進に取り組んでいます。

本センターはまた、4名の専任事務スタッフと多くの
非常勤スタッフを擁し、教員の指揮の下、データ整理作
業や、図書館業務を通じた社会科学統計に係る文献情
報の提供を行っています。この機能は、教員の研究に必
要な資料を収集・提供するという意味では、研究所に欠
かせない研究支援体制の一部でもあり、大型研究プロ
ジェクトを通じて様々な統計資料やデータベースの蓄
積が加速されている現在、重要性が増しています。

なかでも一橋大学経済研究所を中心に推計と執筆
が行われ、歴史統計として高い評価を得ている『長期経
済統計』（全14巻）（大川一司・篠原三代平・梅村又次監
修，東洋経済新報社，1965-1988）のデータベースに
は、本センターのホームページからアクセスできます。

さらに2018年度、経済研究所は日本学術振興会の
「人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築
推進事業」を実施する4拠点の一つに採択され、政府統
計の利用促進や産業・地域レベルのデータの整備・公
開を進めていますが、本センターは、この事業において
重要な役割を担っています。

3．現在の活動
日本経済および社会科学統計を中心とした資料の収

集・整理は間断なく続けられており、2018年度末の所
蔵図書資料総冊数は202,899冊、継続受入雑誌タイト
ル総数は146誌となっています。これらの資料は、附属
図書館のオンライン目録や国立情報学研究所のCiNii 
Booksにより検索可能で、閲覧や文献複写、レファレ
ンス業務などを通じて、全国の研究者に広く利用され
ています。2018年度の閲覧者数は652人（内:学外者
105人）、閲覧冊数4,350冊、レファレンス受付件数48
件、文献複写受付件数103件となっています。

近年、社会科学分野の統計データにおいてミクロデー
タへの関心・需要が大いに高まっています。本センター
では、後述のように、試行段階から政府統計ミクロデー
タの提供に取り組み、匿名データの提供窓口業務やオン
サイト施設の運用を行っています。加えて、調査実施部
局では作成していない統計のうち、研究の視点から重要
である統計について独自に集計を行い、その結果を公
表する事業も開始しています。政府統計ミクロデータを
用いた研究活動については、本要覧の 4.社会への貢献

「ミクロデータ分析」のページも参照願います。
また、本センターが長年にわたり集中的に取り組ん

でいる特筆すべき事業として、後述の戦前の農家経
済調査個票のデータベース化があります。このミクロ
データをデータベース化する取り組みでは、新たに戦
前・戦中・戦後の家計簿のデータベース化にも着手した
ところです。

このような活動に伴って行なわれた統計情報に関す
る調査や統計データの整備・開発の成果、所蔵コレク
ション等の目録は、統計資料シリーズとして刊行してい
ます。

2 研究活動
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4．政府統計ミクロデータの試行的提供の評価
本センターは、（財）日本統計協会の2006年度統計

活動奨励賞に続いて、2007年9月に日本統計学会から
第3回統計活動賞を受賞しました。「学術研究のための
政府統計ミクロデータの試行的提供活動」が評価され
たものです。

第3回統計活動賞の受賞理由は、「日本では統計調
査そのものは国際的水準に達していたにもかかわら
ず、ミクロ統計データの活用においては欧米に遅れを
とってきた。今回受賞対象の活動は、これまで利用に多
くの制限のあった政府統計のミクロ統計データを、匿
名化標本データという形式で、実証分析研究者に利用
する機会を広く与えるものである。このような貢献は、
実証的統計研究のための活動基盤を国際的水準に引
き上げることが期待されるとともに、2007年5月の統
計法の改正を推進する上でも大きな役割を果たしてお
り、組織による活動として顕彰するに相応しいものであ
る。」となっています。

このような高い評価を受けた試行的提供を本セン
ターが担うことになった背景には、政府統計ミクロデー
タを用いた大型共同研究プロジェクトが本センターで
継続的に実施されてきたことが挙げられます。例えば
1996年に科研費特定領域研究の交付を受けて開始し
たプロジェクトは、5省庁の33に及ぶ指定統計に関して

「目的外使用」の承認を受けて行った、大規模で画期
的なものでした。

5．独立行政法人統計センターとの連携協定
2009年4月の新しい統計法の施行に伴い、匿名デー

タ（前述の匿名化標本データ）が正式に各府省庁から
提供されることになったことから、総務省統計局の提供
窓口である独立行政法人統計センター（以下統計セン
ターと呼ぶ）と2009年3月に連携協定を結び、統計セ
ンターのサテライト機関として提供窓口業務を2009
年6月から開始しました。また人事交流として専任教員
2名を統計センターより受け入れています。2010年
12月には、統計センターから、一橋大学小平国際キャ
ンパス内の第一プロジェクト室をオンサイト施設として
認証を得ました。このオンサイト施設は、匿名データで
は分析できない調査票情報を用いた詳細な分析を行う
ための、外部に情報が漏れないよう高度な情報安全性
を備えた施設です。この施設は、学内のみならず学外
の研究者等にも開放されています。2017年1月には、

オンサイト施設からのリモートアクセスによるデータ参
照を統計センターと連携協力しながら試行し、2019年
5月の改正統計法施行を機に、本格運用に移行しまし
た。また、オフサイト施設からの接続を可能とするため、
暗号化による計算システムの研究を行っております。

6．戦前の農家経済調査個票のデータベース化
本センターで力を入れて推進している事業に、農家

経済調査個票のデータベース化があります。京都大学
には戦前の農家経済調査の記入済み調査票（個票）が
膨大に残されていますが、ミクロ統計データとしてはこ
れまであまり利用されてきませんでした。

そこで本センターでは、これらの記入済み調査票をマ
イクロフィルム化して収集し、データベース化する作業
を続けています。これまでに、全都道府県のマイクロフィ
ルム撮影が完了しており、約20年の歳月をかけて1931

（昭和6）〜1941（昭和16）年のパネルデータのデータ
ベースを構築しました。現在は、1942（昭和17）〜1948

（昭和23）年のデータベース化を進めています。
これらの調査票には、各農家の農業経営状況や消

費、資産、労働時間などの詳細な情報が含まれていま
す。日本がまだ発展途上にあった時期の詳細なミクロ
データが利用可能になれば、日本の経済史という観点
からも、経済発展の実証分析という観点からも興味深
い研究が可能になります。そのために手書きの集計表
を逐一照合しながらデジタルデータとして入力し、それ
を校正しながらデータベース化するという地道な作業
を続けているのです。

社会科学統計情報研究センター
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/

1．沿革
一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究セ

ンターは、社会科学統計に関する情報を収集・整備し、
学術研究者に広く提供することにより、日本経済を中心
とする人文・社会科学研究の向上に寄与することを目
的としています。1964年に人文社会科学の全国共同
利用施設として経済研究所に附設された「日本経済統
計文献センター」を出発点に、その後の拡充改組によ
り、1988年、「日本経済統計情報センター」と改称し、
オンラインによるデータベースの公開を開始しました。
さらに、2002年の拡充改組で現在の「社会科学統計情
報研究センター」に改称、新たにミクロデータ分析セク
ションを設け、ミクロ統計の利用を促進する活動を開始
し、現在に至っています。

2．研究所とセンター
本センターでは現在、経済計測研究部門に属する5

名の専任教員（教授1、准教授2、講師1、助教1）が研究
活動を行うと共に、社会科学統計の収集・整備、利用促
進に取り組んでいます。

本センターはまた、4名の専任事務スタッフと多くの
非常勤スタッフを擁し、教員の指揮の下、データ整理作
業や、図書館業務を通じた社会科学統計に係る文献情
報の提供を行っています。この機能は、教員の研究に必
要な資料を収集・提供するという意味では、研究所に欠
かせない研究支援体制の一部でもあり、大型研究プロ
ジェクトを通じて様々な統計資料やデータベースの蓄
積が加速されている現在、重要性が増しています。

なかでも一橋大学経済研究所を中心に推計と執筆
が行われ、歴史統計として高い評価を得ている『長期経
済統計』（全14巻）（大川一司・篠原三代平・梅村又次監
修，東洋経済新報社，1965-1988）のデータベースに
は、本センターのホームページからアクセスできます。

さらに2018年度、経済研究所は日本学術振興会の
「人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築
推進事業」を実施する4拠点の一つに採択され、政府統
計の利用促進や産業・地域レベルのデータの整備・公
開を進めていますが、本センターは、この事業において
重要な役割を担っています。

3．現在の活動
日本経済および社会科学統計を中心とした資料の収

集・整理は間断なく続けられており、2018年度末の所
蔵図書資料総冊数は202,899冊、継続受入雑誌タイト
ル総数は146誌となっています。これらの資料は、附属
図書館のオンライン目録や国立情報学研究所のCiNii 
Booksにより検索可能で、閲覧や文献複写、レファレ
ンス業務などを通じて、全国の研究者に広く利用され
ています。2018年度の閲覧者数は652人（内:学外者
105人）、閲覧冊数4,350冊、レファレンス受付件数48
件、文献複写受付件数103件となっています。

近年、社会科学分野の統計データにおいてミクロデー
タへの関心・需要が大いに高まっています。本センター
では、後述のように、試行段階から政府統計ミクロデー
タの提供に取り組み、匿名データの提供窓口業務やオン
サイト施設の運用を行っています。加えて、調査実施部
局では作成していない統計のうち、研究の視点から重要
である統計について独自に集計を行い、その結果を公
表する事業も開始しています。政府統計ミクロデータを
用いた研究活動については、本要覧の 4.社会への貢献

「ミクロデータ分析」のページも参照願います。
また、本センターが長年にわたり集中的に取り組ん

でいる特筆すべき事業として、後述の戦前の農家経
済調査個票のデータベース化があります。このミクロ
データをデータベース化する取り組みでは、新たに戦
前・戦中・戦後の家計簿のデータベース化にも着手した
ところです。

このような活動に伴って行なわれた統計情報に関す
る調査や統計データの整備・開発の成果、所蔵コレク
ション等の目録は、統計資料シリーズとして刊行してい
ます。

2 研究活動
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分析を、複数時点・複数国に関して統一的な分析枠組
みのもとに実施し、それらを比較することにより、新興
国それぞれの特異性、あるいは各国横断的に共通する
要因の抽出を図る、という接近を行います。

3．国際的ネットワーク
これまでのCEIの研究成果は、多くの書籍、論文、

ワーキング・ペーパーの刊行と、世界レベルにまで拡大
したネットワークの構築、そして日本およびアジア企業
の独自のデータベース構築という形で蓄積されていま
す。これらを通じて、内外における研究者コミュニティ
の共同研究拠点・ハブとして機能し発展することを目指
しています。

ネットワークという点では、国際会議、ワークショッ
プ、セミナーや研究者招聘プログラムを通じて、経済発
展における制度の役割や消費者行動・金融・企業システ

ムに関する研究者との国際的ネットワークの拡張に力
を入れています。2016〜18年度の3年間で、CEIセミ
ナーが92回開催されました。同期間の外国人客員の招
聘を見ると、United Arab Emirates University、
Un i ve r s i t y  o f  Pe rug i a、Le ibn i z - I n s t i t u t e 
for East and Southeast European Studies 
Regensburg、Univers i ty of  Oxford、などから
19名の客員ファカルティーを受け入れ、共同研究を
進めました。主な国際会議としては、一橋大学共同利
用・共同研究拠点との共催で、国際会議“Frontier of 
Transition Economics”（2017年2月）、“Health, 
Development and Labor Workshop”（2018年
3月）を、そしてまた2019年6月に比較経済体制学会と
の共催で一橋大学政策フォーラム「新興市場経済を考
える」を開催しました。これらの会議には、当該分野の
第一線で活躍する国内外の研究者が多数集まり、質の
高い議論を行うことができました。

本センター長
（研究所長併任）

研究所教授会

研究所事務長

センター運営協議会

センター主任

CEIファカルティー・メンバー

兼担・兼務教員

外国人客員ファカルティー

非常勤研究員

京都大学
早稲田大学
ソウル大学
日本経済研究センター
ウォーリック大学
ロンドン大学東洋アフリカ学院
慶応義塾大学

グローニンゲン大学
アジア経済研究所
レーゲンスブルク東欧南東欧研究所
ロシア科学アカデミー地理学研究所
ロシア科学アカデミー経済研究所
ロシア高等経済院

研究ネットワーク

機構図　本センターの機構は以下のようになっています

経済制度研究センター
http://cei.ier.hit-u.ac.jp/

1．設置目的と概況
経済制度研究センター（CEI）は、2000年4月に、経

済制度、特に日本およびアジア諸国の経済制度の基礎
研究を体系的に行うことと、その研究のための国際的
ネットワークの中心となることを目的として、一橋大学
経済研究所の附属施設として設置されました。当初の
研究テーマは、「日本およびアジアの金融システムと
コーポレート・ガバナンス」に設定されました。このテー
マの下にCEIでは、金融理論、新しい経済制度理論およ
び経済発展論の接点において研究を進め、十分な研究
成果を得て、2005/06年度をもって最初の段階を終
えました。代わって2006年4月からは、「東アジア企業
のパフォーマンス比較」、｢ファミリー企業研究」、そして
2008年4月からは「企業・産業のダイナミクスの実証
研究」の3つのテーマを設定し、研究を進めてきました。
CEIは、日本およびアジアのコーポレート・ガバナンス、
企業システムのデータベースの構築整備および生産
性の計測を行なうとともに、研究ネットワークを構築し
てきました。CEIの研究活動が当初の10年間を終えた
2010年4月、これまでの研究テーマに加えて、「アジア・
アフリカ低所得国における経済発展と制度」という重点
研究テーマを新たな柱に加えました。この研究テーマ
は、2010〜14年度に実施された科学研究費（基盤S）
プロジェクト「途上国における貧困削減と制度・市場・ 政
策:比較経済発展論の試み（PRIMCED）」とも深くリンク
しました。

2016年4月、「新興国における経済システムの比較
制度分析」を主要研究テーマに据えることとなりまし
た。新興国の成長過程は、経済規模の決定に人口規模
が大きな影響を与える時代の再来を示唆します。人口
規模が経済規模と直結する形で近年その発展が注目さ
れるようになっているロシア・中国・インド等、そして南ア
ジア・アフリカ諸国等の新興国の統合的な理解のために
は、検討対象国経済の市場構造と、それを支える制度や
組織をより正確に把握することが必要であるという認
識に基づくものです。

同時にCEIでは、研究の継続性も重視しており、「日本
およびアジアの金融システム・企業システム」に関する
研究として、力を入れております。この両者を融合して、
経済制度と長期経済発展に関する基礎研究を体系的に
行うことを目指しています。

2．主要研究テーマ
〈新興国における経済システムの比較制度分析〉

一口に新興国といっても、その経済発展度・制度設計
は様々であり、未だ相対的に所得水準の低い地域が存
在します。より広範な制度・組織の把握のためには、そ
の内情に踏み込んだ調査研究を欠かすことは出来ませ
ん。そして所得水準の低い新興国における現状を打破
するためには、適切に設計された開発政策を着実に実
行することが不可欠となります。しかしながらロシアや
中国等の注目される新興国のうちかつて社会主義経済
国であった国々では、情報の獲得可能性が制度的・法的
に制限される場合があります。そうした地域を対象とす
る分析では、公的統計ではあまりにも情報の欠如が大
きく、独自データの利用が必須の条件となる。そしてま
た、新興国として注目される国ではあっても、インド・東
南アジア・アフリカ諸国といった地域では、現地公的統
計収集機関の情報捕捉能力に問題が無いとは言えま
せん。

そこで本プロジェクトは、（1）独自の家計調査等に基
づく新たなデータを構築すると共にそれと並行して歴
史資料の整備をすすめる;（2）これらのデータを用いて
歴史的発展経緯を踏まえた分析を行い、新興国におい
てそれぞれの経済社会制度が採択されてきた理由や
その外生的条件の検討を実施する;（3）このような実証
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分析を、複数時点・複数国に関して統一的な分析枠組
みのもとに実施し、それらを比較することにより、新興
国それぞれの特異性、あるいは各国横断的に共通する
要因の抽出を図る、という接近を行います。

3．国際的ネットワーク
これまでのCEIの研究成果は、多くの書籍、論文、

ワーキング・ペーパーの刊行と、世界レベルにまで拡大
したネットワークの構築、そして日本およびアジア企業
の独自のデータベース構築という形で蓄積されていま
す。これらを通じて、内外における研究者コミュニティ
の共同研究拠点・ハブとして機能し発展することを目指
しています。

ネットワークという点では、国際会議、ワークショッ
プ、セミナーや研究者招聘プログラムを通じて、経済発
展における制度の役割や消費者行動・金融・企業システ

ムに関する研究者との国際的ネットワークの拡張に力
を入れています。2016〜18年度の3年間で、CEIセミ
ナーが92回開催されました。同期間の外国人客員の招
聘を見ると、United Arab Emirates University、
Un i ve r s i t y  o f  Pe rug i a、Le ibn i z - I n s t i t u t e 
for East and Southeast European Studies 
Regensburg、Univers i ty of  Oxford、などから
19名の客員ファカルティーを受け入れ、共同研究を
進めました。主な国際会議としては、一橋大学共同利
用・共同研究拠点との共催で、国際会議“Frontier of 
Transition Economics”（2017年2月）、“Health, 
Development and Labor Workshop”（2018年
3月）を、そしてまた2019年6月に比較経済体制学会と
の共催で一橋大学政策フォーラム「新興市場経済を考
える」を開催しました。これらの会議には、当該分野の
第一線で活躍する国内外の研究者が多数集まり、質の
高い議論を行うことができました。

本センター長
（研究所長併任）

研究所教授会

研究所事務長

センター運営協議会

センター主任

CEIファカルティー・メンバー

兼担・兼務教員

外国人客員ファカルティー

非常勤研究員

京都大学
早稲田大学
ソウル大学
日本経済研究センター
ウォーリック大学
ロンドン大学東洋アフリカ学院
慶応義塾大学

グローニンゲン大学
アジア経済研究所
レーゲンスブルク東欧南東欧研究所
ロシア科学アカデミー地理学研究所
ロシア科学アカデミー経済研究所
ロシア高等経済院

研究ネットワーク

機構図　本センターの機構は以下のようになっています

経済制度研究センター
http://cei.ier.hit-u.ac.jp/

1．設置目的と概況
経済制度研究センター（CEI）は、2000年4月に、経

済制度、特に日本およびアジア諸国の経済制度の基礎
研究を体系的に行うことと、その研究のための国際的
ネットワークの中心となることを目的として、一橋大学
経済研究所の附属施設として設置されました。当初の
研究テーマは、「日本およびアジアの金融システムと
コーポレート・ガバナンス」に設定されました。このテー
マの下にCEIでは、金融理論、新しい経済制度理論およ
び経済発展論の接点において研究を進め、十分な研究
成果を得て、2005/06年度をもって最初の段階を終
えました。代わって2006年4月からは、「東アジア企業
のパフォーマンス比較」、｢ファミリー企業研究」、そして
2008年4月からは「企業・産業のダイナミクスの実証
研究」の3つのテーマを設定し、研究を進めてきました。
CEIは、日本およびアジアのコーポレート・ガバナンス、
企業システムのデータベースの構築整備および生産
性の計測を行なうとともに、研究ネットワークを構築し
てきました。CEIの研究活動が当初の10年間を終えた
2010年4月、これまでの研究テーマに加えて、「アジア・
アフリカ低所得国における経済発展と制度」という重点
研究テーマを新たな柱に加えました。この研究テーマ
は、2010〜14年度に実施された科学研究費（基盤S）
プロジェクト「途上国における貧困削減と制度・市場・ 政
策:比較経済発展論の試み（PRIMCED）」とも深くリンク
しました。

2016年4月、「新興国における経済システムの比較
制度分析」を主要研究テーマに据えることとなりまし
た。新興国の成長過程は、経済規模の決定に人口規模
が大きな影響を与える時代の再来を示唆します。人口
規模が経済規模と直結する形で近年その発展が注目さ
れるようになっているロシア・中国・インド等、そして南ア
ジア・アフリカ諸国等の新興国の統合的な理解のために
は、検討対象国経済の市場構造と、それを支える制度や
組織をより正確に把握することが必要であるという認
識に基づくものです。

同時にCEIでは、研究の継続性も重視しており、「日本
およびアジアの金融システム・企業システム」に関する
研究として、力を入れております。この両者を融合して、
経済制度と長期経済発展に関する基礎研究を体系的に
行うことを目指しています。

2．主要研究テーマ
〈新興国における経済システムの比較制度分析〉

一口に新興国といっても、その経済発展度・制度設計
は様々であり、未だ相対的に所得水準の低い地域が存
在します。より広範な制度・組織の把握のためには、そ
の内情に踏み込んだ調査研究を欠かすことは出来ませ
ん。そして所得水準の低い新興国における現状を打破
するためには、適切に設計された開発政策を着実に実
行することが不可欠となります。しかしながらロシアや
中国等の注目される新興国のうちかつて社会主義経済
国であった国々では、情報の獲得可能性が制度的・法的
に制限される場合があります。そうした地域を対象とす
る分析では、公的統計ではあまりにも情報の欠如が大
きく、独自データの利用が必須の条件となる。そしてま
た、新興国として注目される国ではあっても、インド・東
南アジア・アフリカ諸国といった地域では、現地公的統
計収集機関の情報捕捉能力に問題が無いとは言えま
せん。

そこで本プロジェクトは、（1）独自の家計調査等に基
づく新たなデータを構築すると共にそれと並行して歴
史資料の整備をすすめる;（2）これらのデータを用いて
歴史的発展経緯を踏まえた分析を行い、新興国におい
てそれぞれの経済社会制度が採択されてきた理由や
その外生的条件の検討を実施する;（3）このような実証
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世代間問題研究機構の設置と運営
―内外研究機関等との連携融合による世界最先端研究拠点の形成―

国内
一橋大学内の教育研究機関

経済学研究科
経営管理研究科
法学研究科
社会学研究科
言語社会研究科

国際・公共政策大学院

国内の関連研究機関
医療科学研究所
㈱日本総合研究所

総合研究開発機構（NIRA）
東京財団政策研究所
日本経済研究センター

ジェトロ・アジア経済研究所

外国
国際機関

世界銀行／IMF
OECD／EU
ILO／ISSA
ADB

欧米の研究機関
NBER（全米経済研究所）（米国）

ミシガン大学（米国）
MEA（マンハイム大学）（独）
Ifo（ミュンヘン、独）
IZA（労働研究所）（独）
ロンドン大学（英）

アジア、オセアニアの研究機関
高麗大学（韓国）

中国社会科学院（中国）
上海社会科学院（中国）
台湾国立大学（台湾）

CPS（ニューサウスウェールズ大学）（豪）
シンガポール国立大学（シンガポール）
オークランド大学（ニュージーランド）

ハードコアの連携内容

理論と政策の好循環形成
・理論的・計量的研究成果を政策の
企画・立案に直結させる
・政策ニーズに即応した理論的・
計量的研究の推進
官と学の人事交流
官学共同の研究推進
研究費の分担

国内各研究機関との連携内容

学際的研究の推進
民と学の人事交流
産学共同の研究推進
研究成果の実用化
研究費の分担

外国の各研究機関との連携内容

諸外国の経験と教訓の共有
世界に通用する普遍的知見の導出
世界最高の研究水準確保
共同研究・共同調査の実施
国際会議の開催
研究費の分担

ハードコア

国内の政府系研究機関等

●財務省・財務総合政策研究所
●経済産業省・経済産業研究所
●内閣府・経済社会総合研究所
●厚生労働省
・国立社会保障・人口問題研究所
・労働政策研究・研修機構
●日本銀行・金融研究所

一橋大学経済研究所

●経済・統計理論研究部門
●経済計測研究部門
●比較経済・世界経済研究部門
●経済制度・経済政策研究部門
●新学術領域研究部門
●社会科学統計情報研究センター
●経済制度研究センター
●経済社会リスク研究機構

世代間問題研究機構

世代間問題研究機構
http://cis.ier.hit-u.ac.jp/

1．設置目的
世代間問題研究機構は、2007年4月に、一橋大学経

済研究所に新たに設置された組織です。
近年、内外で喫緊の課題となっている年金・医療・介

護・雇用等の世代間問題は、経済学的分析を必要とす
る部分がかなり多くなっています。そこで、世代間問題
を主として経済学の立場から考察するために世代間問
題研究機構を設置しました。その目的は、世代間問題を
包括的かつ体系的に解明し、問題克服のための具体的
方策を提言することにあります。

その際、内外の連携機関から継続的に任期付き教
員を受けいれ、研究に必要となるコストをシェアしなが
ら、一体となって研究を推進することにしています。す
なわち、国境を越え、官民学の垣根を越えた連携融合
により、世界最先端の研究を推進した上で、その研究成
果を政策立案の現場に直結させ、縦割りの弊を打破す
る斬新な政策を提言します。そして、そのような活動を
通じて、世代間問題に関する中核的な世界一級の研究
拠点を形成・維持することを目標とします。

2．事業計画
世代間問題にかかわる内外の研究者ネットワークや

データを当該研究機構のイニシアティブの下で構築
し、その維持・拡大を図ります。その中で、以下に示す具
体的な事業展開に即して研究を推進します。そして、研
究成果を逐次、学術専門誌に発表するとともに、国際会
議を随時開催し、成果を世界に向けて発信します。

［中期目標期間における事業展開］
○ 持続可能な世代間協調の年金・医療制度設計およ

びその政策への応用
○ 日本における雇用の世代間問題に関する数量分析

および世代間協調の雇用システム提言
○ 世代間所得格差の実態解明および格差解消策の策定
○ The Japanese Longi tudina l  Survey on 

Employment and Fertility（LOSEF）の実施と
調査結果の公開

3．組織
世代間問題研究機構には、機構長の下に2つの研究

部門が置かれています。現在の機構長は、小塩隆士教
授です（任期は2018年5月1日より2年間）。

機構長

理論・計量研究部門

応用・政策研究部門

・年金をめぐる世代間問題の分析
・少子化に関する経済理論的研究
・世代間の公平性に冠する研究
・健康・医療に関する世代間問題の分析

・年金・扶助・税制の一元化に関する研究
・社会保障における企業の役割の研究
・年金・医療・介護等の持続可能性の分析
・労働市場の二極化をめぐる研究
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世代間問題研究機構の設置と運営
―内外研究機関等との連携融合による世界最先端研究拠点の形成―

国内
一橋大学内の教育研究機関

経済学研究科
経営管理研究科
法学研究科
社会学研究科
言語社会研究科

国際・公共政策大学院

国内の関連研究機関
医療科学研究所
㈱日本総合研究所

総合研究開発機構（NIRA）
東京財団政策研究所
日本経済研究センター

ジェトロ・アジア経済研究所

外国
国際機関

世界銀行／IMF
OECD／EU
ILO／ISSA
ADB

欧米の研究機関
NBER（全米経済研究所）（米国）

ミシガン大学（米国）
MEA（マンハイム大学）（独）
Ifo（ミュンヘン、独）
IZA（労働研究所）（独）
ロンドン大学（英）

アジア、オセアニアの研究機関
高麗大学（韓国）

中国社会科学院（中国）
上海社会科学院（中国）
台湾国立大学（台湾）

CPS（ニューサウスウェールズ大学）（豪）
シンガポール国立大学（シンガポール）
オークランド大学（ニュージーランド）

ハードコアの連携内容

理論と政策の好循環形成
・理論的・計量的研究成果を政策の
企画・立案に直結させる
・政策ニーズに即応した理論的・
計量的研究の推進
官と学の人事交流
官学共同の研究推進
研究費の分担

国内各研究機関との連携内容

学際的研究の推進
民と学の人事交流
産学共同の研究推進
研究成果の実用化
研究費の分担

外国の各研究機関との連携内容

諸外国の経験と教訓の共有
世界に通用する普遍的知見の導出
世界最高の研究水準確保
共同研究・共同調査の実施
国際会議の開催
研究費の分担

ハードコア

国内の政府系研究機関等

●財務省・財務総合政策研究所
●経済産業省・経済産業研究所
●内閣府・経済社会総合研究所
●厚生労働省
・国立社会保障・人口問題研究所
・労働政策研究・研修機構
●日本銀行・金融研究所

一橋大学経済研究所

●経済・統計理論研究部門
●経済計測研究部門
●比較経済・世界経済研究部門
●経済制度・経済政策研究部門
●新学術領域研究部門
●社会科学統計情報研究センター
●経済制度研究センター
●経済社会リスク研究機構

世代間問題研究機構

世代間問題研究機構
http://cis.ier.hit-u.ac.jp/

1．設置目的
世代間問題研究機構は、2007年4月に、一橋大学経

済研究所に新たに設置された組織です。
近年、内外で喫緊の課題となっている年金・医療・介

護・雇用等の世代間問題は、経済学的分析を必要とす
る部分がかなり多くなっています。そこで、世代間問題
を主として経済学の立場から考察するために世代間問
題研究機構を設置しました。その目的は、世代間問題を
包括的かつ体系的に解明し、問題克服のための具体的
方策を提言することにあります。

その際、内外の連携機関から継続的に任期付き教
員を受けいれ、研究に必要となるコストをシェアしなが
ら、一体となって研究を推進することにしています。す
なわち、国境を越え、官民学の垣根を越えた連携融合
により、世界最先端の研究を推進した上で、その研究成
果を政策立案の現場に直結させ、縦割りの弊を打破す
る斬新な政策を提言します。そして、そのような活動を
通じて、世代間問題に関する中核的な世界一級の研究
拠点を形成・維持することを目標とします。

2．事業計画
世代間問題にかかわる内外の研究者ネットワークや

データを当該研究機構のイニシアティブの下で構築
し、その維持・拡大を図ります。その中で、以下に示す具
体的な事業展開に即して研究を推進します。そして、研
究成果を逐次、学術専門誌に発表するとともに、国際会
議を随時開催し、成果を世界に向けて発信します。

［中期目標期間における事業展開］
○ 持続可能な世代間協調の年金・医療制度設計およ

びその政策への応用
○ 日本における雇用の世代間問題に関する数量分析

および世代間協調の雇用システム提言
○ 世代間所得格差の実態解明および格差解消策の策定
○ The Japanese Longi tudina l  Survey on 

Employment and Fertility（LOSEF）の実施と
調査結果の公開

3．組織
世代間問題研究機構には、機構長の下に2つの研究

部門が置かれています。現在の機構長は、小塩隆士教
授です（任期は2018年5月1日より2年間）。

機構長

理論・計量研究部門

応用・政策研究部門

・年金をめぐる世代間問題の分析
・少子化に関する経済理論的研究
・世代間の公平性に冠する研究
・健康・医療に関する世代間問題の分析

・年金・扶助・税制の一元化に関する研究
・社会保障における企業の役割の研究
・年金・医療・介護等の持続可能性の分析
・労働市場の二極化をめぐる研究
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経済社会リスク研究機構
http://risk.ier.hit-u.ac.jp/

1. 機構の設置
経済社会リスク研究機構は、日本経済が直面する

様々なリスクの実証分析拠点として、2014年5月に経
済研究所に設置されました。平成26（2014）年度予算
において、特別経費事業として設置が認められた研究
組織であり、一橋大学経済研究所では4つ目の附属研
究施設となります。現在の機構長は渡部敏明経済研究
所長、機構主任は阿部修人教授です。

2. 機構の目的
リーマンショック、ユーロ危機など、予期されない海

外のショックが日本の経済社会に毎年のように大きな
影響を与えています。国内でも、東日本大震災によるサ
プライチェーンの寸断やその後の電力危機は、予測困
難な災害が経済社会にもたらす影響の大きさと、こうし
た事態に即応することの重要性を示しました。

金融危機や震災などの予期できない危機に加えて、
日本ではかねてから予想されてきたいくつかの深刻な
経済社会リスクが顕在化しつつあります。少子高齢化
や生産性の低迷を背景とする財政・社会保障制度の破

たん懸念の高まり、非正規雇用の拡大による日本雇用
システムの変容、生産の海外移転や集積利益の喪失に
よる製造業の急速な衰退、急進的な金融緩和政策によ
る資産価格や一般物価水準の急上昇の可能性はこれ
らの例です。

本機構は、これまで研究所が重点的に行ってきた
物価研究、産業・金融ネットワーク研究、生産性分析や
G-COE等のリソースを集中・拡大し、財政や雇用など、
研究テーマをさらに幅広いものとしています。将来の
経済社会リスクを研究対象とし、現出した危機への的 
確かつ迅速な対応を可能にする研究を行い、事業の実
施を通じて、危機に対してより頑健な経済社会制度の
設計およびその構築を目標としています。

また、官公庁や内外の大学、および民間研究機関と
の人事交流を積極的に進め、幅広い分野におけるリス
ク研究および研究者育成の拠点となることを目標とし
ています。様々な個票データを駆使し、将来顕在化する
可能性のある様々なリスクから過去におけるリスクの
研究を通じ、日本経済にとり、有益な政策含意を導くこ
とを中期的な課題としています。

機構長（経済研究所長）

機構主任

・家計消費、物価変動リスクの推計
・企業間・企業-銀行間関係に通じ
たショックの波及に関する分析
・不動産市場と実体経済の連関に関
する分析
・日本産業生産性（JIP）データベー
ス、都道府県産業生産性（R-JIP）
データベース、および中国産業生産
性（CIP）データベースの更新

・消費税率改定に伴う資源配分
調整機能に関する実証分析
・金融政策の波及メカニズムの
解明

・研究所内の計算機環境の整備
・磁気媒体資料の整備・データ
ベースの作成

経済分析部門 政策分析部門 解析技術部門

3. 研究部門

4. 研究計画
予期せぬ危機の影響を迅速かつ定量的に分析できる

ようなデータ・アーカイブを整備しつつ、特に下記の事
項に注力します。
・SRI一橋大学消費者購買指数を用いて、日本経済の

マクロ面でのリスクを定量的に評価し、望ましいマク
ロ・金融政策に係る提言を行います。

・ホームスキャナデータや政府統計、独自に実施するア
ンケートを統合したデータ・アーカイブを構築して、
所得、インフレ、雇用など複数のリスクに家計がどの
ように対応しているかについての研究を実施します。

・高齢化や人口減少に焦点を当て、それが経済社会に
もたらす多様なリスクの影響を定量的・理論的に評
価した研究成果をとりまとめた上で、研究成果間の
相互連関と政策のあり方を検討します。

5. SRI一橋大学消費者購買指数
（指数の特徴）
SRI一橋大学消費者購買指数は、国立大学法人一橋

大学経済研究所、株式会社インテージ、および全国スー
パーマーケット協会により、2014年より公開している
経済指標で、店舗のPOS（Point of Sales）データか
ら、家計の購買行動の実態を把握することを目的として
います。この指数には下記の三つの特徴があります。
（1）スーパーマーケットやコンビニエンスストアな

ど、様々な業態の全国数千店舗における、数百万種類
の商品取引データに基づき、地域代表性を確保した高
精度な統計であること、（2）週に一度、二週間程度のラ
グで発表される迅速な統計であること、（3）個別商品
の取引データに基づくため、単に売上のみでなく、販売
価格、数量、および新規取扱商品や消滅商品の動向の
情報を含むことです。

（指数の種類）
SRI一橋大学消費者購買指数では、消費者の購買支

出変化の価格、数量、新商品効果への分解を行う「消
費者購買支出指数（POS-CEI）」、消費者購買の数量
の変化をみる「消費者購買数量指数（POS-CQI）」、
消費者購買の価格の変化をみる「消費者購買価格指
数（POSCPI）」、消費者購買の新旧商品交代の効果を
みる「消費者購買商品入替効果指数（POS-CTI）」、商
品の容量変化や新商品と旧商品の交代が物価に及ぼ
す影響を反映する「消費者購買単価指数（POS-UVP I）

（暫定版）」を公表しています。

総合指数

大型スーパー

スーパーマーケット

コンビニエンスストア

ドラッグストア

①支出指標

②数量指標

③価格指標

④商品入替効果指標

⑤単価指標

指数の構造

POS-CPI 

SRI 一橋大学消費者購買価格指数 
最終更新日： 2019/08/19 13:00 

総合（タバコ除く） 

POS-UVPI 

SRI 一橋大学消費者購買単価指数 
最終更新日： 2019/08/19 13:00 

総合（タバコ除く） 
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経済社会リスク研究機構
http://risk.ier.hit-u.ac.jp/

1. 機構の設置
経済社会リスク研究機構は、日本経済が直面する

様々なリスクの実証分析拠点として、2014年5月に経
済研究所に設置されました。平成26（2014）年度予算
において、特別経費事業として設置が認められた研究
組織であり、一橋大学経済研究所では4つ目の附属研
究施設となります。現在の機構長は渡部敏明経済研究
所長、機構主任は阿部修人教授です。

2. 機構の目的
リーマンショック、ユーロ危機など、予期されない海

外のショックが日本の経済社会に毎年のように大きな
影響を与えています。国内でも、東日本大震災によるサ
プライチェーンの寸断やその後の電力危機は、予測困
難な災害が経済社会にもたらす影響の大きさと、こうし
た事態に即応することの重要性を示しました。

金融危機や震災などの予期できない危機に加えて、
日本ではかねてから予想されてきたいくつかの深刻な
経済社会リスクが顕在化しつつあります。少子高齢化
や生産性の低迷を背景とする財政・社会保障制度の破

たん懸念の高まり、非正規雇用の拡大による日本雇用
システムの変容、生産の海外移転や集積利益の喪失に
よる製造業の急速な衰退、急進的な金融緩和政策によ
る資産価格や一般物価水準の急上昇の可能性はこれ
らの例です。

本機構は、これまで研究所が重点的に行ってきた
物価研究、産業・金融ネットワーク研究、生産性分析や
G-COE等のリソースを集中・拡大し、財政や雇用など、
研究テーマをさらに幅広いものとしています。将来の
経済社会リスクを研究対象とし、現出した危機への的 
確かつ迅速な対応を可能にする研究を行い、事業の実
施を通じて、危機に対してより頑健な経済社会制度の
設計およびその構築を目標としています。

また、官公庁や内外の大学、および民間研究機関と
の人事交流を積極的に進め、幅広い分野におけるリス
ク研究および研究者育成の拠点となることを目標とし
ています。様々な個票データを駆使し、将来顕在化する
可能性のある様々なリスクから過去におけるリスクの
研究を通じ、日本経済にとり、有益な政策含意を導くこ
とを中期的な課題としています。

機構長（経済研究所長）

機構主任

・家計消費、物価変動リスクの推計
・企業間・企業-銀行間関係に通じ
たショックの波及に関する分析
・不動産市場と実体経済の連関に関
する分析
・日本産業生産性（JIP）データベー
ス、都道府県産業生産性（R-JIP）
データベース、および中国産業生産
性（CIP）データベースの更新

・消費税率改定に伴う資源配分
調整機能に関する実証分析
・金融政策の波及メカニズムの
解明

・研究所内の計算機環境の整備
・磁気媒体資料の整備・データ
ベースの作成

経済分析部門 政策分析部門 解析技術部門

3. 研究部門

4. 研究計画
予期せぬ危機の影響を迅速かつ定量的に分析できる

ようなデータ・アーカイブを整備しつつ、特に下記の事
項に注力します。
・SRI一橋大学消費者購買指数を用いて、日本経済の

マクロ面でのリスクを定量的に評価し、望ましいマク
ロ・金融政策に係る提言を行います。

・ホームスキャナデータや政府統計、独自に実施するア
ンケートを統合したデータ・アーカイブを構築して、
所得、インフレ、雇用など複数のリスクに家計がどの
ように対応しているかについての研究を実施します。

・高齢化や人口減少に焦点を当て、それが経済社会に
もたらす多様なリスクの影響を定量的・理論的に評
価した研究成果をとりまとめた上で、研究成果間の
相互連関と政策のあり方を検討します。

5. SRI一橋大学消費者購買指数
（指数の特徴）
SRI一橋大学消費者購買指数は、国立大学法人一橋

大学経済研究所、株式会社インテージ、および全国スー
パーマーケット協会により、2014年より公開している
経済指標で、店舗のPOS（Point of Sales）データか
ら、家計の購買行動の実態を把握することを目的として
います。この指数には下記の三つの特徴があります。
（1）スーパーマーケットやコンビニエンスストアな

ど、様々な業態の全国数千店舗における、数百万種類
の商品取引データに基づき、地域代表性を確保した高
精度な統計であること、（2）週に一度、二週間程度のラ
グで発表される迅速な統計であること、（3）個別商品
の取引データに基づくため、単に売上のみでなく、販売
価格、数量、および新規取扱商品や消滅商品の動向の
情報を含むことです。

（指数の種類）
SRI一橋大学消費者購買指数では、消費者の購買支

出変化の価格、数量、新商品効果への分解を行う「消
費者購買支出指数（POS-CEI）」、消費者購買の数量
の変化をみる「消費者購買数量指数（POS-CQI）」、
消費者購買の価格の変化をみる「消費者購買価格指
数（POSCPI）」、消費者購買の新旧商品交代の効果を
みる「消費者購買商品入替効果指数（POS-CTI）」、商
品の容量変化や新商品と旧商品の交代が物価に及ぼ
す影響を反映する「消費者購買単価指数（POS-UVP I）

（暫定版）」を公表しています。

総合指数

大型スーパー

スーパーマーケット

コンビニエンスストア

ドラッグストア

①支出指標

②数量指標

③価格指標

④商品入替効果指標

⑤単価指標

指数の構造

POS-CPI 

SRI 一橋大学消費者購買価格指数 
最終更新日： 2019/08/19 13:00 

総合（タバコ除く） 

POS-UVPI 

SRI 一橋大学消費者購買単価指数 
最終更新日： 2019/08/19 13:00 

総合（タバコ除く） 



29 30

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 
社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

人口経済学・労働経済学・社会学的視点を中心に分析
します。ロシアの人口動態分析において不足しており、
かつ個別に検討されがちである「ジェンダーと出生率」

「死亡率の歴史的経緯」「ミクロ特性と人口移動」とい
う視点を統合した分析を、（A）大規模個票データと（B）
ミクロヒストリーとの両立によって展開し、ロシアの個
人行動のミクロ計量分析・ミクロヒストリー分析の礎石
となる事を目的とするものです。
(12) 「国際制裁下ロシアの国家、地域及び企業社会：日米

露共同研究プロジェクト」（科学研究費補助金国際
共同研究強化(B)、代表者・岩𥔎一郎、2019年度〜
2023年度）

　本プロジェクトは、国際制裁に直面するロシアの国
家、地域及び企業社会の実情及び国内企業の組織的・
経営戦略的行動の解明に向けた日米露共同研究の実
施を企図しています。国家、地域、企業社会の実態を多
角的・実証的に検証し、そこから得られる研究成果の総
合を通じて、特殊状況下にあるロシア経済社会の新た
な概念モデルの構築を試みることが、本プロジェクトの
究極的目標です。

その他、センターでは随時研究会を開催し、国内外
のロシア経済の専門家との学術的交流、及び産学の交
流を進めています。その一例として、2009〜2016年

度にはノースカロライナ大学や国際交流基金・京都大
学経済研究所・富山大学極東地域研究センター等と共
催ワークショップを開きました。また、2011年度以降
継続的に、日本比較経済体制学会と欧米のパートナー
学会が共催する環太平洋経済国際コンファレンスの
開催を積極的に支援し、国境を越えたロシア経済研究
の振興にも注力しています。2017年11月1日にロシ
ア研究センターは開設十周年を迎え､それを記念して
2018年1月19日には一橋大学政策フォーラム「経済
制裁下プーチンのロシア」を開催しました。また2019
年6月も、「比較経済体制学会」等との共催でコンファレ
ンスを開催しています。

さらに、専 属スタッフ等 のロシア経 済 及びロシア
経済を分析対象に含む研究をワーキングペーパー

（ISSN1883-1656）として刊行しており、2019年8
月現在、No.1〜83及びスペシャルイシュー2部が、セ
ンターサイト上に公開されています。以上の研究活動
に加えて、センターは、ウィーン国際経済研究所、ロシ
ア科学アカデミー社会政策研究所附属人口研究セン
ター、ロシア国立サンクトペテルブルク大学経済学部、
ロシア科学アカデミー地理学研究所、並びに富山大学
極東地域研究センターとの間で共同研究に関する覚書
を取り交わし、研究組織レベルのネットワーク構築にも
注力しています。このような活動を通じて、センター及
びセンター所員一同は、我が国内外におけるロシア研
究の一層の活発化に尽力します。

ロシア研究センター
http://www.ier.hit-u.ac.jp/rrc/

1．設置目的
｢ロシア研 究センター ｣（ R u s s i a n  R e s e a r c h 

Center: RRC）は、国立大学法人化後、一橋大学が積
極的に推進している産学連携活動の一環として、トヨタ
自動車株式会社からの研究委託を契機に、2007年11
月1日に一橋大学経済研究所内に設置された附属研究
機関です。経済研究所は第二次大戦後以来、我が国に
おける社会主義計画経済体制の中心的研究拠点であ
り、1989年のベルリンの壁崩壊を契機とする旧共産
主義圏の経済システム転換過程に関する理論的・実証
的研究の分野においても、日本の研究活動を常にリー
ドする存在として広く認知されています。無論、その中
心的な研究対象が、ソビエト連邦の中核であった現ロ
シア連邦であることは強調するまでもありません。｢ロ
シア研究センター｣は、このようにして培われた知の集
積と、国内・外の学術研究組織及び研究者との緊密な
ネットワークを活かして、経済研究所におけるロシア経
済研究のより一層の発展と、ロシアに進出した、ないし
は現在進出を計画している日本企業への学術的支援を
介した産業界と経済研究所の連携・協力関係の深化を、
その活動の主要目的に掲げています。

2．研究所とセンター
｢ロシア研究センター｣は、現在経済研究所長をセン

ター長とし、センター主任である研究所の雲和広教授
そして比較経済・世界経済研究部門の岩﨑一郎教授
及びセンター研究員1名をあわせた計3名の研究所ス
タッフ、さらに学外の研究者・学識経験者計25名の研
究協力者から成る陣容で運営されています。2011年
度以降は研究範囲を拡張し、（1）EU諸国のロシアに依
存した資源・エネルギー構造問題、（2）旧ソ連地域にお
ける家庭内分業と女性のエンパワーメント・人口動態、

（3）市場経済化20年史のメタ分析等に関する研究も
鋭意進めています。

3．研究活動の概要
センターは、下記の研究プロジェクトを実施済み、な

いし実施中です。

3.1 過年度完了済みのプロジェクト
（1）「ロシアの自動車産業政策」（トヨタ自動車株式会社

委託研究、2007年度）
（2）「CIS地域の実効経済圏と産業政策」（トヨタ自動車

株式会社委託研究、2008年度）
（3）「ロシアにおける市場環境と政財官関係に関する

総合的研究」（一橋大学学内プロジェクト、2008〜
2009年度）

（4）「ロシアの将来動向に関する調査研究」（日産自動
車株式会社総合研究所社会・フロンティア研究室と
一橋大学との共同研究プロジェクト、2009年度）

（5）「持続可能な経済成長の模索：資源・環境・産業組
織・少子化」（一橋大学経済研究所・国内客員部門に
リンクした共同プロジェクト、2010年度）

（6）「ロシアにおける出生規定要因の総合的研究：ミク
ロデータによる多層的接近」（科学研究費補助金基
盤研究（B）、代表者・雲和広、2011〜2013年度）

（7）「戦後ロシアの成長経路と国内・国際産業連関に
関する総合的研究」（科学研究費補助金基盤研究

（B）、代表者・久保庭眞彰、2012〜2014年度）
（8）「比較移行経済論の確立：市場経済化20年史のメ

タ分析」（科学研究費補助金基盤研究（A）、代表者・
岩﨑一郎、2011〜2014年度）

（9）「ロシアにおける人口動態の研究：ミクロ計量分析
による総合的把握」（科学研究費補助金基盤研究

（A）、代表者・雲和広、2014年度〜2017年度）
(10) 「欧州危機がロシア企業の市場参入・退出確率に及

ぼす影響に関するパネルデータ分析」（野村財団・
日本証券奨学財団助成研究、代表者・岩﨑一郎、
2015年度〜2017年度）

3.2 進行中のプロジェクト
（11) 「ロシアにおける人口減少の研究：大規模個票デー

タとミクロヒストリーの融合」（科学研究費補助金
基盤研究（B）、代表者・雲和広、2019年度〜2022
年度）

本研究はロシアにおける人口減少の先駆的分析と、
その成果の国際的発信とを意図するものです。具体的
には、ロシア家計調査データ（Russia Longitudinal 
Monitoring Survey：RLMS)とミクロヒストリー調査
とにより、(1)家庭内分業・家計消費等ミクロ水準の要
因と出生率、(2)個人・生活習慣等のミクロ的特質と死
亡率、(3)個人・家計特性と地域／国際移動、の関係を、

3 国際ネットワーク

2018年1月・一橋大学政策フォーラム「経済制裁下プーチンのロシア」

2019 年 6 月・比較経済体制学会共催コンファレンス
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人口経済学・労働経済学・社会学的視点を中心に分析
します。ロシアの人口動態分析において不足しており、
かつ個別に検討されがちである「ジェンダーと出生率」

「死亡率の歴史的経緯」「ミクロ特性と人口移動」とい
う視点を統合した分析を、（A）大規模個票データと（B）
ミクロヒストリーとの両立によって展開し、ロシアの個
人行動のミクロ計量分析・ミクロヒストリー分析の礎石
となる事を目的とするものです。
(12) 「国際制裁下ロシアの国家、地域及び企業社会：日米

露共同研究プロジェクト」（科学研究費補助金国際
共同研究強化(B)、代表者・岩𥔎一郎、2019年度〜
2023年度）

　本プロジェクトは、国際制裁に直面するロシアの国
家、地域及び企業社会の実情及び国内企業の組織的・
経営戦略的行動の解明に向けた日米露共同研究の実
施を企図しています。国家、地域、企業社会の実態を多
角的・実証的に検証し、そこから得られる研究成果の総
合を通じて、特殊状況下にあるロシア経済社会の新た
な概念モデルの構築を試みることが、本プロジェクトの
究極的目標です。

その他、センターでは随時研究会を開催し、国内外
のロシア経済の専門家との学術的交流、及び産学の交
流を進めています。その一例として、2009〜2016年

度にはノースカロライナ大学や国際交流基金・京都大
学経済研究所・富山大学極東地域研究センター等と共
催ワークショップを開きました。また、2011年度以降
継続的に、日本比較経済体制学会と欧米のパートナー
学会が共催する環太平洋経済国際コンファレンスの
開催を積極的に支援し、国境を越えたロシア経済研究
の振興にも注力しています。2017年11月1日にロシ
ア研究センターは開設十周年を迎え､それを記念して
2018年1月19日には一橋大学政策フォーラム「経済
制裁下プーチンのロシア」を開催しました。また2019
年6月も、「比較経済体制学会」等との共催でコンファレ
ンスを開催しています。

さらに、専 属スタッフ等 のロシア経 済 及びロシア
経済を分析対象に含む研究をワーキングペーパー

（ISSN1883-1656）として刊行しており、2019年8
月現在、No.1〜83及びスペシャルイシュー2部が、セ
ンターサイト上に公開されています。以上の研究活動
に加えて、センターは、ウィーン国際経済研究所、ロシ
ア科学アカデミー社会政策研究所附属人口研究セン
ター、ロシア国立サンクトペテルブルク大学経済学部、
ロシア科学アカデミー地理学研究所、並びに富山大学
極東地域研究センターとの間で共同研究に関する覚書
を取り交わし、研究組織レベルのネットワーク構築にも
注力しています。このような活動を通じて、センター及
びセンター所員一同は、我が国内外におけるロシア研
究の一層の活発化に尽力します。

ロシア研究センター
http://www.ier.hit-u.ac.jp/rrc/

1．設置目的
｢ロシア研 究センター ｣（ R u s s i a n  R e s e a r c h 

Center: RRC）は、国立大学法人化後、一橋大学が積
極的に推進している産学連携活動の一環として、トヨタ
自動車株式会社からの研究委託を契機に、2007年11
月1日に一橋大学経済研究所内に設置された附属研究
機関です。経済研究所は第二次大戦後以来、我が国に
おける社会主義計画経済体制の中心的研究拠点であ
り、1989年のベルリンの壁崩壊を契機とする旧共産
主義圏の経済システム転換過程に関する理論的・実証
的研究の分野においても、日本の研究活動を常にリー
ドする存在として広く認知されています。無論、その中
心的な研究対象が、ソビエト連邦の中核であった現ロ
シア連邦であることは強調するまでもありません。｢ロ
シア研究センター｣は、このようにして培われた知の集
積と、国内・外の学術研究組織及び研究者との緊密な
ネットワークを活かして、経済研究所におけるロシア経
済研究のより一層の発展と、ロシアに進出した、ないし
は現在進出を計画している日本企業への学術的支援を
介した産業界と経済研究所の連携・協力関係の深化を、
その活動の主要目的に掲げています。

2．研究所とセンター
｢ロシア研究センター｣は、現在経済研究所長をセン

ター長とし、センター主任である研究所の雲和広教授
そして比較経済・世界経済研究部門の岩﨑一郎教授
及びセンター研究員1名をあわせた計3名の研究所ス
タッフ、さらに学外の研究者・学識経験者計25名の研
究協力者から成る陣容で運営されています。2011年
度以降は研究範囲を拡張し、（1）EU諸国のロシアに依
存した資源・エネルギー構造問題、（2）旧ソ連地域にお
ける家庭内分業と女性のエンパワーメント・人口動態、

（3）市場経済化20年史のメタ分析等に関する研究も
鋭意進めています。

3．研究活動の概要
センターは、下記の研究プロジェクトを実施済み、な

いし実施中です。

3.1 過年度完了済みのプロジェクト
（1）「ロシアの自動車産業政策」（トヨタ自動車株式会社

委託研究、2007年度）
（2）「CIS地域の実効経済圏と産業政策」（トヨタ自動車

株式会社委託研究、2008年度）
（3）「ロシアにおける市場環境と政財官関係に関する

総合的研究」（一橋大学学内プロジェクト、2008〜
2009年度）

（4）「ロシアの将来動向に関する調査研究」（日産自動
車株式会社総合研究所社会・フロンティア研究室と
一橋大学との共同研究プロジェクト、2009年度）

（5）「持続可能な経済成長の模索：資源・環境・産業組
織・少子化」（一橋大学経済研究所・国内客員部門に
リンクした共同プロジェクト、2010年度）

（6）「ロシアにおける出生規定要因の総合的研究：ミク
ロデータによる多層的接近」（科学研究費補助金基
盤研究（B）、代表者・雲和広、2011〜2013年度）

（7）「戦後ロシアの成長経路と国内・国際産業連関に
関する総合的研究」（科学研究費補助金基盤研究

（B）、代表者・久保庭眞彰、2012〜2014年度）
（8）「比較移行経済論の確立：市場経済化20年史のメ

タ分析」（科学研究費補助金基盤研究（A）、代表者・
岩﨑一郎、2011〜2014年度）

（9）「ロシアにおける人口動態の研究：ミクロ計量分析
による総合的把握」（科学研究費補助金基盤研究

（A）、代表者・雲和広、2014年度〜2017年度）
(10) 「欧州危機がロシア企業の市場参入・退出確率に及

ぼす影響に関するパネルデータ分析」（野村財団・
日本証券奨学財団助成研究、代表者・岩﨑一郎、
2015年度〜2017年度）

3.2 進行中のプロジェクト
（11) 「ロシアにおける人口減少の研究：大規模個票デー

タとミクロヒストリーの融合」（科学研究費補助金
基盤研究（B）、代表者・雲和広、2019年度〜2022
年度）

本研究はロシアにおける人口減少の先駆的分析と、
その成果の国際的発信とを意図するものです。具体的
には、ロシア家計調査データ（Russia Longitudinal 
Monitoring Survey：RLMS)とミクロヒストリー調査
とにより、(1)家庭内分業・家計消費等ミクロ水準の要
因と出生率、(2)個人・生活習慣等のミクロ的特質と死
亡率、(3)個人・家計特性と地域／国際移動、の関係を、

3 国際ネットワーク

2018年1月・一橋大学政策フォーラム「経済制裁下プーチンのロシア」

2019 年 6 月・比較経済体制学会共催コンファレンス
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3. 研究課題
(1)基礎理論研究に関して、規範経済分析と実証経済

分析との連携、ならびに、経済学と政治哲学・倫理
学・法学との連携を図ります。

(2)応用実証研究に関して、医療・福祉・障がい・ケア、交
通・情報・知識・コミュニケーションなどに関する政策

（法・ルール・制度）、ならびに、それらの社会的選択
に関して、異なる主題間の協同を図ります。また、そ
れらの主題と、不平等・格差・搾取というより伝統的
な経済学の主題間の協同を図ります。

(3)上記の連携をふまえて、基礎理論研究と応用実証
研究との連携を図ります。

(4)同様の関心をもつ国内の異分野研究機関との連携
を図ります。例えば、政治哲学・法学、市民工学、医
療経済・倫理学、社会保障・社会福祉学など。

(5)同様の問題関心をもつ海外の研究機関との連携を
図ります。例えば、オックスフォード大学多次元貧困
指標開発チーム、プリンストン大学Beyond GDP
指標開発チームと、日本の潜在能力アプローチ研究
ネットワークとの連携など。

(6)新厚生経済学成立前後から今日までに焦点を定め、
厚生経済学の理論と思想に関する同時代史をまと
めます。ケネス・アロー、アマルティア・セン、アラン・
ギバード、ピーター・ハモンドらに研究協力を依頼し
ます。

(7)経済研究所所蔵資料を中心に、戦前・戦後における
厚生経済学の成立と発展の歴史を、現実の福祉国
家制度の変遷プロセスとの関係で特徴づけます。

(8)現代の新しい規範経済学理論と方法（例えば、潜在
能力アプローチ、公正な分配ルールや広義の合理
性研究など）に関する総合的研究を行います。

4. 研究プロジェクト
具体的には、現在進行中のものも含めて下記のよう

なプロジェクトに取り組んできました。
(1)ケイパビリティアプローチに基づく福祉交通システ

ムの実装と調査分析プログラムの構築
（2019〜2023年度、基盤研究（A））、代表：後藤玲子

(2)選択機会の価値を考慮に入れた福祉指標の理論的
検討および実証分析

（2019〜2021年度、科学研究費基盤研究（C））、代表：
坂本徳仁（東京理科大学）

(3)トランスディシプリナルな視点に基づく＜ケイパビ
リティ正義論＞の構築

（2018〜2020年度、挑戦的研究（萌芽））、代表：後
藤玲子

(4)尊厳概念のグローバルスタンダードの構築に向け
た理論的・概念史的・比較文化論的研究

（2018〜2022年度、基盤研究（S））、代表：加藤泰史
(5)くらしと仕事に関するパネル分析

（2018〜2020年度、基盤研究（A））、代表：小塩隆士
(6)トランス・ポジショナルなケイパビリティ指標の作成

に向けた国際共同研究
（2014〜2016年度、頭脳循環を加速する戦略的国
際研究ネットワーク推進プログラム）、代表：後藤玲子

(7)潜在能力アプローチによる個人の機会集合の多次元
的指標の開発に関する基礎的研究

（2014〜2017年度、基盤研究（A））、代表：後藤玲子
(8)制度と規範の相互関係と、正統性を巡って

（2015年度、共同利用・共同研究拠点プロジェクト）、
代表：坂井豊貴（慶應義塾大学）

規範経済学研究センター
http://www.ier.hit-u.ac.jp/rcne/

　月1回の定例研究会をはじめとして、多くの方のご
協力のもと、世界でもめずらしい規範経済学の拠点と
して活動を続けています。

主任挨拶
一橋大学経済研究所・規範経済学研究センターは

2014年6月に設立されました。その目的は、人と社会
にかかわるさまざまな難題に向けて、経済学の射程を
深く、大きく拡げることにあります。とりわけ次の3つの
学問分野で貢献することをめざします。
(1)規範の生成・浸透・消滅プロセスを論理的に、また、

実証的に分析する研究、すなわち、「規範の事実的
（実証科学的）分析」。

(2)事実的分析に潜む規範的判断を明示化する研究、
すなわち、「事実の規範的分析」。

(3)（分析者自身の視点も含めて）規範的分析それ自体
の被制約性、制度負荷性を批判的に問い返す研究、
すなわち「規範の規範的（規範哲学的）分析」。

私たちの活動は、哲学、倫理学、社会学、法学、政治学
など人文学・社会科学はもちろんのこと、物理学、生物
学、生命科学、公衆衛生学、市民工学など自然科学の諸
領域に及びます。先人たちの知見や智慧を深く読み解
き、先端的な業績や発想を広く学びながら、規範経済

学の潜在能力をできるだけ豊かに、注意深く拾い上げ、
育むことに努めます。率直なご意見・ご批判を含め、当
センターの活動にご協力くださいますようお願い申し
上げます。

1. 設立目的
経済学が実証科学として確立されて長い年月が経ち

ます。しかし、人間や社会に関連する事象を対象とする
かぎり、規範的問題を回避することは不可能です。本セ
ンターは、学問研究における規範的問題の扱い方に関
して、歴史的・方法的・実証的・哲学的省察を行うこと、
そのもとで新たな規範理論を探究することを目的とし
ます。
2. メンバー

本センターは、渡部敏明経済研究所長をセンター長
とし、後藤玲子経済研究所教授を研究主任とします。神
林龍教授、森口千晶教授などをはじめとする経済研究
所のメンバーの他、蓼沼宏一一橋大学長、鈴村興太郎
一橋大学名誉教授（日本学士院会員）、吉原直毅教授
（マサチューセッツ大学アマースト校）などを含む、多

くの所外メンバーからなります。
事務局：栗林寛幸（非常勤研究員）

セン教授を囲んで 鈴村教授を囲んで
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3. 研究課題
(1)基礎理論研究に関して、規範経済分析と実証経済
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に関して、異なる主題間の協同を図ります。また、そ
れらの主題と、不平等・格差・搾取というより伝統的
な経済学の主題間の協同を図ります。

(3)上記の連携をふまえて、基礎理論研究と応用実証
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　月1回の定例研究会をはじめとして、多くの方のご
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とし、後藤玲子経済研究所教授を研究主任とします。神
林龍教授、森口千晶教授などをはじめとする経済研究
所のメンバーの他、蓼沼宏一一橋大学長、鈴村興太郎
一橋大学名誉教授（日本学士院会員）、吉原直毅教授
（マサチューセッツ大学アマースト校）などを含む、多

くの所外メンバーからなります。
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国際コンファレンス

経済研究所では、共同研究プロジェクト等の主催／共催により、国際コンファレンスを頻繁に開催しています。
2019年度に開催されたものの中でいくつかを紹介します。

12th The Trans Pacific Labor Seminar (TPLS) in Tokyo

開催日：2019 年 5 月 18 ー19 日 場　所：一橋講堂 特別会議室 101ー103

PROGRAM DAY 1
[Session 1: Firm-specific capital, Incentive, and internal labor market] Chair: Hideo Owan (Waseda)
Colleen Flaherty Manchester (Minnesota), "Responding to Regulation: The Effects of Changes in Mandatory 
Retirement Laws on Firm-Provided Incentives," with Anders Frederiksen (Aarhus)
Hodaka Morita (Hitotsubashi), "Firm-Specificity of Asset, Managerial Capability, and Labor Market 
Competition," with Cheng-Tao Tang (International University of Japan).
[Session 2: Workplace productivity] Chair: Tsuyoshi Turu (Hitotsubashi)
Takao Kato (Colgate), "Vertical Communication in the Workplace," with Ryo Kambayashi (Hitotsubashi).
Jed DeVaro (California State University, East Bay), "Working Hours, Productivity, and Financial Performance," 
with John Pencavel (Stanford).
[Session 3: HR practices] Chair: Masaru Sasaki (Osaka)
Kathryn Shaw (Stanford), "Unraveling the Mystery of Megafirm Success: Do the Internal HR Practices of 
Megafirms Differentiate Them?"
Peter Kuhn (UCSB), "Why do Workers Bunch at Kink Points? Evidence from Accelerating Commissions," with 
Lizi Yu (UC Santa Barbara) and Guangli Zhang (UC Santa Barbara).
[Session 4 Health] Chair: Stacey Chen
Tim Haliday (Hawaii at Manoa), "The Impact of Public Health Insurance on Medical Utilization in a Vulnerable 
Population: Evidence from COFA Migrants" with Randall Q. Akee (Brookings), Tetine Sentell (Hawaii at 
Manoa), Megan Inada (Kokua Kalihi Valley Comprehensive Family Services), and Jill Miyamura (Hawaii Health 
Information Corporation).
Hitoshi Shigeoka (Simon Fraser University), "Free for Children? Patient Cost-sharing and Healthcare Utilization "

PROGRAM DAY 2
[Session 5 Gender and careers] Chair: Emiko Usui (Hitotsubashi)
Melanie Wassermann (UCLA), "Gender Differences in Politician Persistence" Daiji Kawaguchi (Tokyo), "Parental 
leave and the gender gap in career advancement" with Takahiro Toriyabe (Tokyo)
Seki Mai (Ritsumeikan), "Impact of the Proximity to the Delhi Metro on Work Participation of Female and 
Male" with Eiji Yamada (JICA)
[Session 6: Education] Chair: Hiroaki Mori (Senshu)
Hiroko Okudaira (Doshisha), "Education Investment after Natural Disasters" with Tomohiko Inui
Mari Tanaka (Hitotsubashi), "Meritocracy and Its Discontents: Evidence from Centralizing and Decentralizing 
School Admissions” with Yusuke Narita (Yale) and Chiaki Moriguchi (Hitotsubashi)
Ryuichi Tanaka (Tokyo), "Do Teachers Matter for Academic Achievement of Students?
Evidence from Administrative Panel Data"

HSI2019—5th Hitotsubashi Summer Institute

開催日：2019 年 7 月 29 ー 8 月 4 日 場　所：一橋大学　マーキュリータワー7 階

Microeconomic Theory on 29 and 30 July
Reiko Gotoh (Institute of Economic Research, Hitotsubashi University)
Daisuke Hirata (Hitotsubashi Institute for Advanced Study, Hitotsubashi University)
Norio Takeoka (Graduate School of Economics, Hitotsubashi University)
Takashi Ui (Graduate School of Economics, Hitotsubashi University)
Yuichi Yamamoto (Institute of Economic Research, Hitotsubashi University)

The 1st Meeting of Japanese Association for Development Economics (JADE) on 1 (afternoon) and 2 August
Takashi Kurosaki (Institute of Economic Research, Hitotsubashi University)
Yutaka Arimoto (Institute of Economic Research, Hitotsubashi University)

Macro- and Financial Econometrics on 3 and 4 August
Toshiaki Watanabe (Institute of Economic Research, Hitotsubashi University)
Co-sponsorship: the Grants-in-Aid for Scientific Research (A), Grant Number 17H00985
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客員研究員
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/faculty/visitorsH30.html

2018年度に本研究所で客員研究員として受け入れた方々です。 

名　前 本務校
尾高煌之助 一橋大学名誉教授
北川透 ユニヴァーシティ・カレッジ・ロンドン
斎藤修 一橋大学名誉教授
高橋秀典 マンハイム大学
高橋悠太 一橋大学経済研究所
Weina Zhou ダルハウジー大学
手島健介 メキシコ自治工科大学 (ITAM)

渡辺誠 アムステルダム自由大学

名　前 本務校
Jean-Pascal Bassino Ecole Normale Superieure de Lyon
Carlos Carrilo-Tudela University of Essex
David Cashin Federal Reserve Board
Sujoy Chakravarty Jawaharlal Nehru University
Janjala Chirakijja Monash University
Chongwoo Choe Monash University
Jed DeVaro California State University, East Bay
Joseph J. Doyle MIT Sloan School of Management
Isis Durrmeyer Toulouse School of Economics
Ekaterina Hertog University of Oxford
Christian Holzner Ifo Institute
Eric Kamwa Université des Antilles
Man Yee Kan University of Oxford
Shin Kanaya Aarhus University & CREATES
Kohei Kawaguchi HKUST Business School
Kamila Kolpashnikova National Taipei University
Hisaki Kono Kyoto University
Andreas P. Kyriacou Universitat de Girona
Hongyi Li UNSW School of Economics

名　前 本務校
Stephen N. Broadberry University of Oxford
Tatiana Karabchuk United Arab Emirates University
Duol Kim Myongji University
Wataru Miyamoto Bank of Canada
Kanda Naknoi University of Connecticut
Christopher Paik New York University Abu Dhabi
Hitoshi Shigeoka Simon Fraser University
Christopher Spencer Loughborough University
Harry Wu

名　前 本務校
新井園枝
飯島健太郎 横浜国立大学
稲垣誠一 国際医療福祉大学
Harry Xiaoying Wu
上野有子 内閣府
袁堂軍 復旦大学
尾高煌之助 一橋大学名誉教授
金子能宏
加納和子 早稲田大学
姜恩和 埼玉県立大学
Viktoriya Kan 帝京大学
黒須里美 麗澤大学
小暮克夫 京都大学
後藤潤 神戸大学
斎藤修 一橋大学名誉教授
鈴村興太郎 一橋大学名誉教授
攝津斉彦 武蔵大学
髙山憲之 公益財団法人年金シニアプラン総合研究機構
寺西重郎 一橋大学名誉教授
外木暁幸 東洋大学
西澤保 帝京大学
服部正純
Saumik Paul ADBI
堀雅博 内閣府
丸健 西武文理大学
溝端佐登史 京都大学
山田昌弘 国際協力銀行

特任教員／客員教員

外国人客員教員

一橋大学客員研究員、Short-term Visitor 

Christopher M. Meissner University of California, Davis
Wataru Miyamoto Bank of Canada
Yuhei Miyauchi Stanford University
Christopher Paik New York University Abu Dhabi
Tsilavo Ralandison Kyoto University
Dodla Sai Prasada Rao University of Queensland
Oriol Roca Sagales Universitat Autonoma de Barcelona
Carlos Santiago-Caballero Universidad Carlos III de Madrid
Øivind SchØyen JSPS Postdoctoral Fellowships for Research in Japan
Maros Servatka Macquarie Graduate School of Management
Guang-Zhen Sun University of Macau
Kensuke Teshima Instituto Tecnológico Autónomo de México (ITAM)
Andrew Wait University of Sydney
Michael Waldman Cornell University
Nobuaki Yamashita RMIT University
Marcia Yonemoto University of Colorado at Boulder
Naoki Yoshihara University of Massachusetts Amherst
Pei Cheng Yu UNSW School of Economics
Muhammad Halley Yudhistira Universitas Indonesia

非常勤研究員



35 36

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

客員研究員
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/faculty/visitorsH30.html

2018年度に本研究所で客員研究員として受け入れた方々です。 

名　前 本務校
尾高煌之助 一橋大学名誉教授
北川透 ユニヴァーシティ・カレッジ・ロンドン
斎藤修 一橋大学名誉教授
高橋秀典 マンハイム大学
高橋悠太 一橋大学経済研究所
Weina Zhou ダルハウジー大学
手島健介 メキシコ自治工科大学 (ITAM)

渡辺誠 アムステルダム自由大学

名　前 本務校
Jean-Pascal Bassino Ecole Normale Superieure de Lyon
Carlos Carrilo-Tudela University of Essex
David Cashin Federal Reserve Board
Sujoy Chakravarty Jawaharlal Nehru University
Janjala Chirakijja Monash University
Chongwoo Choe Monash University
Jed DeVaro California State University, East Bay
Joseph J. Doyle MIT Sloan School of Management
Isis Durrmeyer Toulouse School of Economics
Ekaterina Hertog University of Oxford
Christian Holzner Ifo Institute
Eric Kamwa Université des Antilles
Man Yee Kan University of Oxford
Shin Kanaya Aarhus University & CREATES
Kohei Kawaguchi HKUST Business School
Kamila Kolpashnikova National Taipei University
Hisaki Kono Kyoto University
Andreas P. Kyriacou Universitat de Girona
Hongyi Li UNSW School of Economics

名　前 本務校
Stephen N. Broadberry University of Oxford
Tatiana Karabchuk United Arab Emirates University
Duol Kim Myongji University
Wataru Miyamoto Bank of Canada
Kanda Naknoi University of Connecticut
Christopher Paik New York University Abu Dhabi
Hitoshi Shigeoka Simon Fraser University
Christopher Spencer Loughborough University
Harry Wu

名　前 本務校
新井園枝
飯島健太郎 横浜国立大学
稲垣誠一 国際医療福祉大学
Harry Xiaoying Wu
上野有子 内閣府
袁堂軍 復旦大学
尾高煌之助 一橋大学名誉教授
金子能宏
加納和子 早稲田大学
姜恩和 埼玉県立大学
Viktoriya Kan 帝京大学
黒須里美 麗澤大学
小暮克夫 京都大学
後藤潤 神戸大学
斎藤修 一橋大学名誉教授
鈴村興太郎 一橋大学名誉教授
攝津斉彦 武蔵大学
髙山憲之 公益財団法人年金シニアプラン総合研究機構
寺西重郎 一橋大学名誉教授
外木暁幸 東洋大学
西澤保 帝京大学
服部正純
Saumik Paul ADBI
堀雅博 内閣府
丸健 西武文理大学
溝端佐登史 京都大学
山田昌弘 国際協力銀行

特任教員／客員教員

外国人客員教員

一橋大学客員研究員、Short-term Visitor 

Christopher M. Meissner University of California, Davis
Wataru Miyamoto Bank of Canada
Yuhei Miyauchi Stanford University
Christopher Paik New York University Abu Dhabi
Tsilavo Ralandison Kyoto University
Dodla Sai Prasada Rao University of Queensland
Oriol Roca Sagales Universitat Autonoma de Barcelona
Carlos Santiago-Caballero Universidad Carlos III de Madrid
Øivind SchØyen JSPS Postdoctoral Fellowships for Research in Japan
Maros Servatka Macquarie Graduate School of Management
Guang-Zhen Sun University of Macau
Kensuke Teshima Instituto Tecnológico Autónomo de México (ITAM)
Andrew Wait University of Sydney
Michael Waldman Cornell University
Nobuaki Yamashita RMIT University
Marcia Yonemoto University of Colorado at Boulder
Naoki Yoshihara University of Massachusetts Amherst
Pei Cheng Yu UNSW School of Economics
Muhammad Halley Yudhistira Universitas Indonesia

非常勤研究員
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ディスカッションペーパーシリーズ（DP）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/dp.html

統計資料シリーズ
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/publications.html

社会科学統計情報研究センターでは、センターの活
動に伴って行われた統計情報に関する調査や統計デー
タの整備・開発の成果を統計資料シリーズとして刊行し
ています。

1973年より刊行。『日本帝国・外地関係統計資料目
録—索引編』、『貯蓄現在高及び調査開始月別の家計
収支—家計調査（2002年）の独自集計結果—』など。
2017年度末現在、74冊を発行しています。

なお、統計資料シリーズは、順次電子化公開を行って
おり、センターのホームページ及び大学の機関リポジト
リ（HERMES-IR）より閲覧できます。

＊経済研究所 (IER) 発行
＊経済制度研究センター (CEI) 発行
＊世代間問題研究機構 (CIS) 発行
＊経済社会リスク研究機構 (RCESR) 発行
＊ロシア研究センター (RRC) 発行
＊規範経済学研究センター (RCNE) 発行
＊不動産市場・金融危機・経済成長：経済学からの統合アプローチ

(HIT-REFINED) 発行
＊サービス産業の生産性：決定要因と向上策 (SSPJ) 発行

＊途上国における貧困削減と制度・市場・政策：比較経済発展論の
試み (PRIMCED) 発行

＊世代間問題の経済分析（特別推進研究）／世代間利害調整プロ
ジェクト (pie)（特定領域研究）発行

＊日本経済の物価変動ダイナミクスの解明（学術創成研究）発行
＊社会科学の高度統計・実証分析拠点構築 発行 (Global COE 

Hi-Stat DP Series)発行
＊社会科学の統計分析拠点構築 (Hi-Stat) 発行
＊現代経済システムの規範的評価と社会的選択 (COE/RES)発行

経済研究所では下記のディスカッションペーパーシ
リーズを刊行しています。これらのDPシリーズは、大
学図書館が運用している機関リポジトリ（HERMES-IR）

http://hermes-ir.lib.hit-u.ac.jp/ir/ から論文検索
ができます。

4 社会への貢献
経済研究

http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/er.html

『経済研究』（The Economic Review）は経済研究
所編集の和文・英文の査読・季刊誌です。各号は投稿論
文、依頼論文、調査論文と書評からなります。調査論文
は研究所メンバーによる研究成果を詳細に報告する大
型論文です。

第60巻記念特集：『経済研究』回顧と展望【基調論
文 】1 9 8 0 年 以 降 の『 経
済 研 究 』に お け る 研 究
動 向（ 西 沢 保 、V o l . 6 0 , 
No.4, 2009）
『経済研究』総索引（第

31巻第1号〜第59巻第4
号）

最近の調査論文：
◇「銀行-企業間関係と中

小企業の資金調達—近
年の研究動向—」（植杉
威一郎、Vol.70, No. 
2, 2019）

◇「ソビエト期ロシアにお
ける地域間人口再配置
−再論—」（雲和広、Vol.70, No.1, 2019）

◇「中小企業における生産性動学—中小企業信用リス
ク情報データベース(CRD)による実証分析—」（池
内健太・金榮愨・権赫旭・深尾京司、Vol.69, No.4, 
2018）

◇「インド零細・小規模企業の企業家能力、インフォーマ
リティと選好の異質性」（後藤潤・石崎弘典・黒崎卓・
澤田康幸・津田俊祐、Vol.69, No.3, 2018）

◇「明治前期における公的統計の調査環境と地方行政」
（佐藤正広、Vol.69, No.2, 2018）

◇「製品開発における上流工程管理と人材マネジメ
ント—開発成果に対する効果の検証—」（都留康・
徳丸宜穂・福澤光啓・中島賢太郎、Vol.69, No.1, 
2018）

◇「戦前日本農業の規模と土地生産性の相関関係—山
形県庄内地方(1935年)の横断観察研究—」（有本
寛・藤栄剛・仙田徹志、Vol.68, No.4, 2017）

経済研究所所員の研究成果を叢書シリーズとして通常、毎年1冊ずつ刊行しています。

経済研究叢書／欧文経済研究叢書
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/ersj.html
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/erse.html

経済研究叢書
1953年刊行。2018

年度末現在、66巻と別
冊9巻を発行。発行所：岩
波書店

最近では、この叢書シ
リーズから発行した書籍
は、日本学士院賞、日経・
経済図書文化賞、労働関
係図書優秀賞、国際開発
研 究 大 来 賞 他を受 賞し
ています。

欧文経済研究叢書
1957年刊行。2018年

度末現在、45巻を発行。発
行所：丸善（1993年以前は
紀伊国屋書店）

◇「日本の企業貯蓄とISバランス」（祝迫得夫、Vol.68, 
No.3, 2017）

◇「日本は「格差社会」になったのか—比較経済史にみ
る日本の所得格差—」（森口千晶、Vol.68, No.2, 
2017）

◇「サーベイ調査におけるインフレ期待の不確実性の
計測に関する一考察」（阿部修人・上野有子、Vol.68, 

No.1, 2017）
◇「ポスト私有化期の所
有構造と企業パフォーマ
ンス— 移 行 経 済 研 究 の
メタ分 析 — 」（ 溝 端 佐 登
史・ 岩﨑一郎、Vol .67, 
No.4, 2016）
◇「 貧 困 測 定 の 経 済 理
論と課題」（浦川邦夫・小
塩隆士、Vol.67, No.3, 
2016）
◇「 自 由 の 価 値 の 物 語
り—民主主義と死—」（後
藤玲子、Vol.67, No.2, 
2016）
◇「親の働き方と子供の

家庭教育」（臼井恵美子・小林美樹、Vol.67, No.1, 
2016）

1950年の創刊にあたって、当時の都留重人経済研
究所所長は、
「經濟研究」をあえて「經濟」の研究としたのは、　—

略—　現実の經濟を対象とする態度を生かそうとする
ためであり、また、この季刊誌の紙面を広く世界の学界
にひらいて投稿をもとめることにしたのは、　—略—　

〈みずから設定した〉「土俵」の外にでるためである。
（Vol.1, No.1, 1950）
と述べています。その方針は今日にも引き継がれ、

内外の学者のmeasurement wi th theory及び
theory with measurement の経済学論文の発表
の場として、また、経済政策の評価、提案の場となって
います。
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ディスカッションペーパーシリーズ（DP）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/dp.html

統計資料シリーズ
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/publications.html

社会科学統計情報研究センターでは、センターの活
動に伴って行われた統計情報に関する調査や統計デー
タの整備・開発の成果を統計資料シリーズとして刊行し
ています。

1973年より刊行。『日本帝国・外地関係統計資料目
録—索引編』、『貯蓄現在高及び調査開始月別の家計
収支—家計調査（2002年）の独自集計結果—』など。
2017年度末現在、74冊を発行しています。

なお、統計資料シリーズは、順次電子化公開を行って
おり、センターのホームページ及び大学の機関リポジト
リ（HERMES-IR）より閲覧できます。

＊経済研究所 (IER) 発行
＊経済制度研究センター (CEI) 発行
＊世代間問題研究機構 (CIS) 発行
＊経済社会リスク研究機構 (RCESR) 発行
＊ロシア研究センター (RRC) 発行
＊規範経済学研究センター (RCNE) 発行
＊不動産市場・金融危機・経済成長：経済学からの統合アプローチ

(HIT-REFINED) 発行
＊サービス産業の生産性：決定要因と向上策 (SSPJ) 発行

＊途上国における貧困削減と制度・市場・政策：比較経済発展論の
試み (PRIMCED) 発行

＊世代間問題の経済分析（特別推進研究）／世代間利害調整プロ
ジェクト (pie)（特定領域研究）発行

＊日本経済の物価変動ダイナミクスの解明（学術創成研究）発行
＊社会科学の高度統計・実証分析拠点構築 発行 (Global COE 

Hi-Stat DP Series)発行
＊社会科学の統計分析拠点構築 (Hi-Stat) 発行
＊現代経済システムの規範的評価と社会的選択 (COE/RES)発行

経済研究所では下記のディスカッションペーパーシ
リーズを刊行しています。これらのDPシリーズは、大
学図書館が運用している機関リポジトリ（HERMES-IR）

http://hermes-ir.lib.hit-u.ac.jp/ir/ から論文検索
ができます。

4 社会への貢献
経済研究

http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/er.html

『経済研究』（The Economic Review）は経済研究
所編集の和文・英文の査読・季刊誌です。各号は投稿論
文、依頼論文、調査論文と書評からなります。調査論文
は研究所メンバーによる研究成果を詳細に報告する大
型論文です。

第60巻記念特集：『経済研究』回顧と展望【基調論
文 】1 9 8 0 年 以 降 の『 経
済 研 究 』に お け る 研 究
動 向（ 西 沢 保 、V o l . 6 0 , 
No.4, 2009）
『経済研究』総索引（第

31巻第1号〜第59巻第4
号）

最近の調査論文：
◇「銀行-企業間関係と中

小企業の資金調達—近
年の研究動向—」（植杉
威一郎、Vol.70, No. 
2, 2019）

◇「ソビエト期ロシアにお
ける地域間人口再配置
−再論—」（雲和広、Vol.70, No.1, 2019）

◇「中小企業における生産性動学—中小企業信用リス
ク情報データベース(CRD)による実証分析—」（池
内健太・金榮愨・権赫旭・深尾京司、Vol.69, No.4, 
2018）

◇「インド零細・小規模企業の企業家能力、インフォーマ
リティと選好の異質性」（後藤潤・石崎弘典・黒崎卓・
澤田康幸・津田俊祐、Vol.69, No.3, 2018）

◇「明治前期における公的統計の調査環境と地方行政」
（佐藤正広、Vol.69, No.2, 2018）

◇「製品開発における上流工程管理と人材マネジメ
ント—開発成果に対する効果の検証—」（都留康・
徳丸宜穂・福澤光啓・中島賢太郎、Vol.69, No.1, 
2018）

◇「戦前日本農業の規模と土地生産性の相関関係—山
形県庄内地方(1935年)の横断観察研究—」（有本
寛・藤栄剛・仙田徹志、Vol.68, No.4, 2017）

経済研究所所員の研究成果を叢書シリーズとして通常、毎年1冊ずつ刊行しています。

経済研究叢書／欧文経済研究叢書
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/ersj.html
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/erse.html

経済研究叢書
1953年刊行。2018

年度末現在、66巻と別
冊9巻を発行。発行所：岩
波書店

最近では、この叢書シ
リーズから発行した書籍
は、日本学士院賞、日経・
経済図書文化賞、労働関
係図書優秀賞、国際開発
研 究 大 来 賞 他を受 賞し
ています。

欧文経済研究叢書
1957年刊行。2018年

度末現在、45巻を発行。発
行所：丸善（1993年以前は
紀伊国屋書店）

◇「日本の企業貯蓄とISバランス」（祝迫得夫、Vol.68, 
No.3, 2017）

◇「日本は「格差社会」になったのか—比較経済史にみ
る日本の所得格差—」（森口千晶、Vol.68, No.2, 
2017）

◇「サーベイ調査におけるインフレ期待の不確実性の
計測に関する一考察」（阿部修人・上野有子、Vol.68, 

No.1, 2017）
◇「ポスト私有化期の所
有構造と企業パフォーマ
ンス— 移 行 経 済 研 究 の
メタ分 析 — 」（ 溝 端 佐 登
史・ 岩﨑一郎、Vol .67, 
No.4, 2016）
◇「 貧 困 測 定 の 経 済 理
論と課題」（浦川邦夫・小
塩隆士、Vol.67, No.3, 
2016）
◇「 自 由 の 価 値 の 物 語
り—民主主義と死—」（後
藤玲子、Vol.67, No.2, 
2016）
◇「親の働き方と子供の

家庭教育」（臼井恵美子・小林美樹、Vol.67, No.1, 
2016）

1950年の創刊にあたって、当時の都留重人経済研
究所所長は、
「經濟研究」をあえて「經濟」の研究としたのは、　—

略—　現実の經濟を対象とする態度を生かそうとする
ためであり、また、この季刊誌の紙面を広く世界の学界
にひらいて投稿をもとめることにしたのは、　—略—　

〈みずから設定した〉「土俵」の外にでるためである。
（Vol.1, No.1, 1950）
と述べています。その方針は今日にも引き継がれ、

内外の学者のmeasurement wi th theory及び
theory with measurement の経済学論文の発表
の場として、また、経済政策の評価、提案の場となって
います。
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ミクロデータ分析
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/micro/

一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究セ
ンターは、日本学術会議の報告に呼応して、2002（平
成14）年にミクロデータの利用のための「ミクロデータ
分析セクション」を設け、政府統計のミクロデータの利
用を促進する活動を行うこととしました。その目的は我
が国の実証分析の水準を向上するために、政府統計の
ミクロデータを全国の研究者が従来よりもより広く利
用できるようにするための組織・施設を構築する活動を
新たに行おうというもので
す。また、この活動は経済研
究所の21世紀COEプログ
ラム「社会科学の統計分析
拠点構築」の研究としても
位置付けられていました。

一方、総務省統計局統計
調査部は、「統計行政の新
たな展開方向」（各府省統
計主管部局長等会議申合
せ）に基づいて、政府統計
のミクロデ ータ提 供 の 在
り方の検討を行っていまし
た。学術目的での提供につ
いて検討するためには学界
側の協力が必要であること
から、21世紀COEプログ
ラム「社会科学の統計分析
拠点構築」の研究を行って
いる本センターに、ミクロ
データを提供する試行的シ
ステムを構築することにつ
いての協力依頼がありまし
た。本センターは、「ミクロデータ分析セクション」の活
動の目的に沿うものであることから、この依頼に応え
て、秘匿処理を施した政府統計ミクロデータを、全国の
大学研究者に学術研究のため提供する試行的システム
を構築しました。

試行的提供は、このように政府統計のミクロデータ
提供の在り方を検討するためであり、さらに、その経験
と実績は、2007（平成19）年に改正された統計法に基
づく匿名データ提供の運用のためのガイドライン作成
にも活用されています。

試行的提供において利用できた調査は、就業構造基
本調査、全国消費実態調査、社会生活基本調査、住宅・
土地統計調査の4つであり、2004（平成16）年11月か
ら利用者の募集を開始し、2008（平成20）年10月の最
終募集までで132件の申請を受理しました。

本センターは、このような活動が評価され、（財）日本
統計協会の2006（平成18）年度統計活動奨励賞に続
き、2007（平成19）年9月に日本統計学会から第3回統

計活動賞を受賞しました。
2009（平成21）年4月か

ら新しい統計法が全面施行
され、新たに公的統計の匿
名データ及びオーダーメー
ド集計の提供が開始されま
した。一橋大学では、2009

（平成21）年3月に独立行
政 法 人 統 計センターと協
定を結び、就業構造基本調
査、全国消費実態調査、社
会生活基本調査、住宅・土
地統計調査及び労働力調
査の匿名データの提供を
行っています。なお、国勢調
査の匿名データの提供は、
2013（平成25）年12月か
ら開始しました。また、匿名
データについては、2010

（平成22）年4月から一橋
大学経済研究所共同利用・
共同研究拠点事業「政府統
計匿名データ利用促進プ

ログラム」、オーダーメード集計については、2018（平
成30）年10月から人文学・社会学データインフラスト
ラクチャ構築プログラム「オーダーメード集計補助プロ
ジェクト」による若手研究者への利用促進プロジェクト
を行っております。さらに、2017（平成29）年1月から
総務省が推進しているオンサイト施設の試行運用を開
始、統計法の改正を受け、2019（令和元）年5月から本
格運用を開始しました。また、オフサイト施設からの接
続を可能とするため、暗号化による計算システムの研
究を行っております。

経済研究所資料室は、1949年9月に読書室として開
設されたのが始まりです。当時の要覧には「研究所の
セミナールに関係の深い新刊外国経済書及び外国経
済雑誌をできるだけ多く備えつけて、学生の閲覧の便
をはかっている」と記録されています。戦後、設置目的を

「日本および世界の経済の総合研究」と改めた経済研
究所の理論的・実証的研究活動を支援するため、日本
経済、世界経済の動向に関する実証的資料の系統的・
網羅的な収集整備に努めてきました。なかでも旧ソ連・
ロシア関連の資料は、研究所選出の初代所長に就任し
た都留重人の方針によって重点的に収集され、充実し
たコレクションを形成しています。1990年代にはアジ
ア長期経済統計プロジェクト（COE形成プログラム）に
より、極東ロシアおよび中東を含む汎アジア圏の統計
資料の収集が進められました。また、各国の官公庁刊行
物を継続して収集するため、国内外の研究機関・政府機
関との刊行物交換を積極的に行っています。

2018年度末の蔵書冊数は和書（中国語・韓国語を含
む）155,415冊、洋書260,352冊の計415,767冊、
所蔵雑誌数は和雑誌（中国語・韓国語を含む）3,454
種、洋雑誌2,563種の計6,017種となっています。こ
れらは附属図書館のオンライン目録で検索することが
できます。マイクロフィルム資料については、資料室の
Webサイトにマイクロ資料一覧を掲載しています。

学外の研究者に対しては、閲覧サービスを提供し、図
書館間相互協力による文献複写にも対応しています。
2014年5月には日本貿易振興機構アジア経済研究所
図書館との間に相互利用協定を結び、構成員への貸出
サービスを始めました。

2018年度の利用統計は、開室日数235日、延べ閲覧
者数1,219人（内、学外者221人）、貸出冊数2,795冊、
レファレンス受付件数354件、図書館間相互協力による
文献複写受付数88件、依頼数189件となっています。

近年は、一橋大学機関リポジトリHERMES-IRへの研
究所刊行物の登録サポート、統計データ利用ウェブサ
イトHi-Stat Social Science Database Network
への協力、EconBiz Partner Networkによるオープ
ンアクセス推進活動への参加など、研究情報発信の支
援にも取り組んでいます。

■所蔵コレクション
「帝政期ロシアの国家統計」（請求記号VLc.78:39 、

AMF:L-35）
「 アム ー ル 調 査 隊 の 業 績 シリー ズ  」（ 請 求 記 号

VRc.42:5）
「ヴェトナム市場経済化支援開発政策調査」他

http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/collections/colidx-j.html

■都留重人関係資料
故都留重人名誉教授から寄贈されました手稿・書簡

を含む膨大な資料を所蔵しています。2018年より目
録の一部を、HERMES-IR（都留重人名誉教授寄贈資
料）にて公開しています。資料の閲覧を希望される方
は、事前にお申込ください。また、「都留重人メモリアル
コーナー」において資料の一部を展示しています。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/collections/tsuru.html

資料室
http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/
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ミクロデータ分析
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/micro/

一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究セ
ンターは、日本学術会議の報告に呼応して、2002（平
成14）年にミクロデータの利用のための「ミクロデータ
分析セクション」を設け、政府統計のミクロデータの利
用を促進する活動を行うこととしました。その目的は我
が国の実証分析の水準を向上するために、政府統計の
ミクロデータを全国の研究者が従来よりもより広く利
用できるようにするための組織・施設を構築する活動を
新たに行おうというもので
す。また、この活動は経済研
究所の21世紀COEプログ
ラム「社会科学の統計分析
拠点構築」の研究としても
位置付けられていました。

一方、総務省統計局統計
調査部は、「統計行政の新
たな展開方向」（各府省統
計主管部局長等会議申合
せ）に基づいて、政府統計
のミクロデ ータ提 供 の 在
り方の検討を行っていまし
た。学術目的での提供につ
いて検討するためには学界
側の協力が必要であること
から、21世紀COEプログ
ラム「社会科学の統計分析
拠点構築」の研究を行って
いる本センターに、ミクロ
データを提供する試行的シ
ステムを構築することにつ
いての協力依頼がありまし
た。本センターは、「ミクロデータ分析セクション」の活
動の目的に沿うものであることから、この依頼に応え
て、秘匿処理を施した政府統計ミクロデータを、全国の
大学研究者に学術研究のため提供する試行的システム
を構築しました。

試行的提供は、このように政府統計のミクロデータ
提供の在り方を検討するためであり、さらに、その経験
と実績は、2007（平成19）年に改正された統計法に基
づく匿名データ提供の運用のためのガイドライン作成
にも活用されています。

試行的提供において利用できた調査は、就業構造基
本調査、全国消費実態調査、社会生活基本調査、住宅・
土地統計調査の4つであり、2004（平成16）年11月か
ら利用者の募集を開始し、2008（平成20）年10月の最
終募集までで132件の申請を受理しました。

本センターは、このような活動が評価され、（財）日本
統計協会の2006（平成18）年度統計活動奨励賞に続
き、2007（平成19）年9月に日本統計学会から第3回統

計活動賞を受賞しました。
2009（平成21）年4月か

ら新しい統計法が全面施行
され、新たに公的統計の匿
名データ及びオーダーメー
ド集計の提供が開始されま
した。一橋大学では、2009

（平成21）年3月に独立行
政 法 人 統 計センターと協
定を結び、就業構造基本調
査、全国消費実態調査、社
会生活基本調査、住宅・土
地統計調査及び労働力調
査の匿名データの提供を
行っています。なお、国勢調
査の匿名データの提供は、
2013（平成25）年12月か
ら開始しました。また、匿名
データについては、2010

（平成22）年4月から一橋
大学経済研究所共同利用・
共同研究拠点事業「政府統
計匿名データ利用促進プ

ログラム」、オーダーメード集計については、2018（平
成30）年10月から人文学・社会学データインフラスト
ラクチャ構築プログラム「オーダーメード集計補助プロ
ジェクト」による若手研究者への利用促進プロジェクト
を行っております。さらに、2017（平成29）年1月から
総務省が推進しているオンサイト施設の試行運用を開
始、統計法の改正を受け、2019（令和元）年5月から本
格運用を開始しました。また、オフサイト施設からの接
続を可能とするため、暗号化による計算システムの研
究を行っております。

経済研究所資料室は、1949年9月に読書室として開
設されたのが始まりです。当時の要覧には「研究所の
セミナールに関係の深い新刊外国経済書及び外国経
済雑誌をできるだけ多く備えつけて、学生の閲覧の便
をはかっている」と記録されています。戦後、設置目的を

「日本および世界の経済の総合研究」と改めた経済研
究所の理論的・実証的研究活動を支援するため、日本
経済、世界経済の動向に関する実証的資料の系統的・
網羅的な収集整備に努めてきました。なかでも旧ソ連・
ロシア関連の資料は、研究所選出の初代所長に就任し
た都留重人の方針によって重点的に収集され、充実し
たコレクションを形成しています。1990年代にはアジ
ア長期経済統計プロジェクト（COE形成プログラム）に
より、極東ロシアおよび中東を含む汎アジア圏の統計
資料の収集が進められました。また、各国の官公庁刊行
物を継続して収集するため、国内外の研究機関・政府機
関との刊行物交換を積極的に行っています。

2018年度末の蔵書冊数は和書（中国語・韓国語を含
む）155,415冊、洋書260,352冊の計415,767冊、
所蔵雑誌数は和雑誌（中国語・韓国語を含む）3,454
種、洋雑誌2,563種の計6,017種となっています。こ
れらは附属図書館のオンライン目録で検索することが
できます。マイクロフィルム資料については、資料室の
Webサイトにマイクロ資料一覧を掲載しています。

学外の研究者に対しては、閲覧サービスを提供し、図
書館間相互協力による文献複写にも対応しています。
2014年5月には日本貿易振興機構アジア経済研究所
図書館との間に相互利用協定を結び、構成員への貸出
サービスを始めました。

2018年度の利用統計は、開室日数235日、延べ閲覧
者数1,219人（内、学外者221人）、貸出冊数2,795冊、
レファレンス受付件数354件、図書館間相互協力による
文献複写受付数88件、依頼数189件となっています。

近年は、一橋大学機関リポジトリHERMES-IRへの研
究所刊行物の登録サポート、統計データ利用ウェブサ
イトHi-Stat Social Science Database Network
への協力、EconBiz Partner Networkによるオープ
ンアクセス推進活動への参加など、研究情報発信の支
援にも取り組んでいます。

■所蔵コレクション
「帝政期ロシアの国家統計」（請求記号VLc.78:39 、

AMF:L-35）
「 アム ー ル 調 査 隊 の 業 績 シリー ズ  」（ 請 求 記 号

VRc.42:5）
「ヴェトナム市場経済化支援開発政策調査」他

http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/collections/colidx-j.html

■都留重人関係資料
故都留重人名誉教授から寄贈されました手稿・書簡

を含む膨大な資料を所蔵しています。2018年より目
録の一部を、HERMES-IR（都留重人名誉教授寄贈資
料）にて公開しています。資料の閲覧を希望される方
は、事前にお申込ください。また、「都留重人メモリアル
コーナー」において資料の一部を展示しています。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/collections/tsuru.html

資料室
http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/
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長期経済統計

アジア長期経済統計
アジア長期経済統計プロジェクト(Asian Historical Statistics Project: ASHSTAT project)では、「経済社

会リスク研究機構」および科学研究費補助金基盤研究（S）「サービス産業の生産性：決定要因と向上策」のサブプロ
ジェクトの一つとして、アジア地域を対象に第二次世界大戦以前から現在にいたるまでの長期的な経済統計を、国
民経済計算体系(SNA)に基づいて推計しています(プロジェクトの概要については『アジア長期経済統計』の出版
企画（http://www.ier.hit-u.ac.jp/COE/Japanese/homepage/PUBOdaka.html）をご覧下さい)。

●ASHSTAT TAIWAN（溝口敏行編(2008)『アジア長期経済統計1台湾』に収録されたデータ(英語)版)
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/english/research/database/ashstat_taiwan.html

●ASHSTAT CHINA（南亮進・牧野文夫編（2014）『アジア長期経済統計 3 中国』に収録されたデータ(英語)版)
（準備中）

アジア長期経済統計 基礎データ
http://hi-stat.ier.hit-u.ac.jp/research/database/ashstat.html

アジア長期経済統計プロジェクト（Asian Historical Statistics Project: ASHSTAT project）では、「経
済社会リスク研究機構」のサブプロジェクトの一つとして、アジア地域を対象に第二次世界大戦以前から現在に
いたるまでの長期的な経済統計を、国民経済計算体系（SNA）に基づいて推計しています（プロジェクトの概要に
ついては『アジア長期経済統計』の出版企画（http://www.ier.hit-u.ac.jp/COE/Japanese/homepage/
PUBOdaka.html）をご覧下さい）。ここでは推計作業に用いられる基礎データを試験的に公開しています。
●台湾　貿易データ

国別輸出（戦前）/国別輸入（戦前）/国別貿易額（戦後）/品目別輸出（戦前）/品目別輸入（戦前）/品目別・国別移出
（戦前）/品目別・国別移入（戦前）/国際標準貿易分類（SITCr1）

●中国　貿易データ
品目別輸出入（戦前）

●日本　府県別農作物作付面積・収穫高データ：1883-1940
米/麦/大豆/小豆/粟/稗/黍/蕎麦/甘藷/馬鈴薯(2009.2.10改訂)/実綿/大麻/葉藍/葉煙/草/菜種/桑畑/茶畑

（日本）長期経済統計データベース
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/long.html
『長期経済統計』(大川一司・篠原三代平・梅村又次監修、東洋経済新報社、1965-1988)は、近代日本経済の歴

史統計を、経済活動の諸分野にわたって推計、加工などもして体系的に集成した一連の統計書です。それらは、明
治 元年以降、国民経済の計算体系に即しつつ、時系列的に経済統計を整備しています。この『長期経済統計』を
主要経済統計としてデータベース化したものが「長期経済統計データベース」です。

長期地域経済統計データベース(R-LTES)
一橋大学経済研究所では、アジア長期経済統計プロジェクト（Asian Histor ical  Stat ist ics Project : 

ASHSTAT project）の一環として、日本の都道府県の長期経済統計の推計を行っていますが、本データはその
成果の一部です。

袁堂軍・攝津斉彦・ジャン パスカル バッシーノ・深尾京司「戦前期日本の県内総生産と産業構造」『(経済研究』
Vol.60, No.2, 2009年4月)、ならびにその増訂版であるGlobal COE Hi-Stat Discussion Paper No. 
71（http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/discussion/2008/gd09-071.html）で推計・分析した戦前期
日本の府県別粗付加価値額に関するデータです。
●産業別粗付加価値額：府県別の産業別粗付加価値額（1890,1909,1925,1935,1940）

http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/industry_va.xls
●農業粗付加価値額：農業に関する府県別の粗付加価値額（1883-1940）

http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/agriculture_va.xls
● 製造業産業中分類別粗付加価値額（2010年10月1日改訂）：製造業に関する産業中分類別（9分類）の粗付加

価値額（1874,1890,1909,1925,1935,1940）
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/manufacturing_va.xls

●産業別有業人口：府県別の産業別（8分類）有業人口（1906,1909,1925,1935,1940）
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/prefecture_pop.xls

統計データベース
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/

データベースガイド／データアクセスサービス

Hi-Stat Social Science Database Network
http://www.ier.hit-u.ac.jp/histatdb/
「経済社会リスク研究機構」は、一橋大学経済研究所資料室との協力のもと、経済研究所が作成・収集したデー

タベースを紹介するウェブサイトHi-Stat Social Science Database Networkを管理し、登録データベース
を拡充しています。

公的統計・研究所所蔵データ

公的統計ミクロデータの利用
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/micro/index.html

一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究センターは、独立行政法人統計センターと連携協力し、学術研
究を行う研究者等を対象として公的統計の匿名データの提供などを推進しています。

独自集計
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/special.html

一橋大学社会科学統計情報研究センターは、「経済社会リスク研究機構」と共同して政府統計ミクロデータの2
次利用を支援する活動を行っています。その活動の一環として、研究の視点から重要であるにもかかわらず調査
実施部局では実施していないような集計を独自に行い、結果を公開しています。これを「独自集計」と呼び、そのと
きどきの学問的な課題に応じて実施していくこととしています。

IPUMS-International
https://international.ipums.org/international/

一橋大学経済研究所は、学術研究を行う日本の研究者等を対象として、研究協力にあるミネソタ大学人口セン
ター（MPC : Minnesota Population Center)が提供する世界各国の国勢調査を統合した匿名データ利用の
推進をしています。

カンボジアミクロ統計データベース
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/micro/study04.html

一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報センターでは、「人文学・社会科学データインフラストラクチャー
構築推進事業」プログラムにおいて、政府統計ミクロデータの利用環境の整備を中心に、データ・アーカイブの整
備・拡充を推進しています。その一環として、カンボジア政府統計のミクロデータを利用する為の申請の手続きの
支援、個票データの利用場所（国立キャンパス　共同ラボラトリ1）等の提供を実施いたします。

一橋大学経済研究所所蔵データ・資料の紹介
一橋大学経済研究所に所蔵されている各種データ・統計資料を紹介し、あわせて研究者への利用方法・ガイド

を提供することを目的としています。紹介されたデータ・資料は、一橋大学経済研究所資料室および社会科学統
計情報研究センターに所蔵されており、研究目的の閲覧利用が可能です。
●経済研究所OPAC（蔵書検索）　https://opac.lib.hit-u.ac.jp/opac/opac_search/?smode=1
●一橋大学経済研究所資料室　http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/index.html
●社会科学統計情報研究センター　http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/
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長期経済統計

アジア長期経済統計
アジア長期経済統計プロジェクト(Asian Historical Statistics Project: ASHSTAT project)では、「経済社

会リスク研究機構」および科学研究費補助金基盤研究（S）「サービス産業の生産性：決定要因と向上策」のサブプロ
ジェクトの一つとして、アジア地域を対象に第二次世界大戦以前から現在にいたるまでの長期的な経済統計を、国
民経済計算体系(SNA)に基づいて推計しています(プロジェクトの概要については『アジア長期経済統計』の出版
企画（http://www.ier.hit-u.ac.jp/COE/Japanese/homepage/PUBOdaka.html）をご覧下さい)。

●ASHSTAT TAIWAN（溝口敏行編(2008)『アジア長期経済統計1台湾』に収録されたデータ(英語)版)
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/english/research/database/ashstat_taiwan.html

●ASHSTAT CHINA（南亮進・牧野文夫編（2014）『アジア長期経済統計 3 中国』に収録されたデータ(英語)版)
（準備中）

アジア長期経済統計 基礎データ
http://hi-stat.ier.hit-u.ac.jp/research/database/ashstat.html

アジア長期経済統計プロジェクト（Asian Historical Statistics Project: ASHSTAT project）では、「経
済社会リスク研究機構」のサブプロジェクトの一つとして、アジア地域を対象に第二次世界大戦以前から現在に
いたるまでの長期的な経済統計を、国民経済計算体系（SNA）に基づいて推計しています（プロジェクトの概要に
ついては『アジア長期経済統計』の出版企画（http://www.ier.hit-u.ac.jp/COE/Japanese/homepage/
PUBOdaka.html）をご覧下さい）。ここでは推計作業に用いられる基礎データを試験的に公開しています。
●台湾　貿易データ

国別輸出（戦前）/国別輸入（戦前）/国別貿易額（戦後）/品目別輸出（戦前）/品目別輸入（戦前）/品目別・国別移出
（戦前）/品目別・国別移入（戦前）/国際標準貿易分類（SITCr1）

●中国　貿易データ
品目別輸出入（戦前）

●日本　府県別農作物作付面積・収穫高データ：1883-1940
米/麦/大豆/小豆/粟/稗/黍/蕎麦/甘藷/馬鈴薯(2009.2.10改訂)/実綿/大麻/葉藍/葉煙/草/菜種/桑畑/茶畑

（日本）長期経済統計データベース
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/long.html
『長期経済統計』(大川一司・篠原三代平・梅村又次監修、東洋経済新報社、1965-1988)は、近代日本経済の歴

史統計を、経済活動の諸分野にわたって推計、加工などもして体系的に集成した一連の統計書です。それらは、明
治 元年以降、国民経済の計算体系に即しつつ、時系列的に経済統計を整備しています。この『長期経済統計』を
主要経済統計としてデータベース化したものが「長期経済統計データベース」です。

長期地域経済統計データベース(R-LTES)
一橋大学経済研究所では、アジア長期経済統計プロジェクト（Asian Histor ical  Stat ist ics Project : 

ASHSTAT project）の一環として、日本の都道府県の長期経済統計の推計を行っていますが、本データはその
成果の一部です。

袁堂軍・攝津斉彦・ジャン パスカル バッシーノ・深尾京司「戦前期日本の県内総生産と産業構造」『(経済研究』
Vol.60, No.2, 2009年4月)、ならびにその増訂版であるGlobal COE Hi-Stat Discussion Paper No. 
71（http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/discussion/2008/gd09-071.html）で推計・分析した戦前期
日本の府県別粗付加価値額に関するデータです。
●産業別粗付加価値額：府県別の産業別粗付加価値額（1890,1909,1925,1935,1940）

http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/industry_va.xls
●農業粗付加価値額：農業に関する府県別の粗付加価値額（1883-1940）

http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/agriculture_va.xls
● 製造業産業中分類別粗付加価値額（2010年10月1日改訂）：製造業に関する産業中分類別（9分類）の粗付加

価値額（1874,1890,1909,1925,1935,1940）
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/manufacturing_va.xls

●産業別有業人口：府県別の産業別（8分類）有業人口（1906,1909,1925,1935,1940）
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/prefecture_pop.xls

統計データベース
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/

データベースガイド／データアクセスサービス

Hi-Stat Social Science Database Network
http://www.ier.hit-u.ac.jp/histatdb/
「経済社会リスク研究機構」は、一橋大学経済研究所資料室との協力のもと、経済研究所が作成・収集したデー

タベースを紹介するウェブサイトHi-Stat Social Science Database Networkを管理し、登録データベース
を拡充しています。

公的統計・研究所所蔵データ

公的統計ミクロデータの利用
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/micro/index.html

一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究センターは、独立行政法人統計センターと連携協力し、学術研
究を行う研究者等を対象として公的統計の匿名データの提供などを推進しています。

独自集計
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/special.html

一橋大学社会科学統計情報研究センターは、「経済社会リスク研究機構」と共同して政府統計ミクロデータの2
次利用を支援する活動を行っています。その活動の一環として、研究の視点から重要であるにもかかわらず調査
実施部局では実施していないような集計を独自に行い、結果を公開しています。これを「独自集計」と呼び、そのと
きどきの学問的な課題に応じて実施していくこととしています。

IPUMS-International
https://international.ipums.org/international/

一橋大学経済研究所は、学術研究を行う日本の研究者等を対象として、研究協力にあるミネソタ大学人口セン
ター（MPC : Minnesota Population Center)が提供する世界各国の国勢調査を統合した匿名データ利用の
推進をしています。

カンボジアミクロ統計データベース
http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/micro/study04.html

一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報センターでは、「人文学・社会科学データインフラストラクチャー
構築推進事業」プログラムにおいて、政府統計ミクロデータの利用環境の整備を中心に、データ・アーカイブの整
備・拡充を推進しています。その一環として、カンボジア政府統計のミクロデータを利用する為の申請の手続きの
支援、個票データの利用場所（国立キャンパス　共同ラボラトリ1）等の提供を実施いたします。

一橋大学経済研究所所蔵データ・資料の紹介
一橋大学経済研究所に所蔵されている各種データ・統計資料を紹介し、あわせて研究者への利用方法・ガイド

を提供することを目的としています。紹介されたデータ・資料は、一橋大学経済研究所資料室および社会科学統
計情報研究センターに所蔵されており、研究目的の閲覧利用が可能です。
●経済研究所OPAC（蔵書検索）　https://opac.lib.hit-u.ac.jp/opac/opac_search/?smode=1
●一橋大学経済研究所資料室　http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/index.html
●社会科学統計情報研究センター　http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/
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加工統計シリーズ（一橋大学経済研究所）
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/kakou_tokei_ichiran.pdf
「加工統計シリーズ」とは、一橋大学経済研究所の教官の指示に従って、当時の統計係（現在の大規模データ分

析支援室）が行った統計作業の結果の一部を謄写した部内参考資料で、1967年から1991年の間に計29冊発行
されました。その内容は、戦前日本の植民地の農業や財政などの各種統計、国内企業や海外産業の分析資料など
多岐にわたっています。これら統計表は、特定の研究目的のために作成されたものですが、他の研究のためにも広
く利用可能であると考えられます。

New Maddison Project Database
https://www.rug.nl/ggdc/historicaldevelopment/maddison/

故Angus Maddisonフローニンゲン大学教授のデータベースを引き継いで、フローニンゲン大学のthe 
Groningen Growth and Development Centreに創設された、世界各国の1人あたりGDPと人口に関する
長期統計を提供するデータベース。一橋大学経済研究所は、東アジアを代表する形でこのプロジェクトに参加し、
日本、台湾、朝鮮等のデータを提供しています。

産業・企業データベース他

JIPデータベース
「経済社会リスク研究機構」は、経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プログラムと協力して日本産業生産性

データベース（Japan Industrial Productivity Database、以下ではJIPと略記）の改訂と更新を進めてきまし
た。最新版のJIP2018は、1994年から2015年に関する、各部門別に全要素生産性（TFP）を推計するために必要
な、資本サービス投入指数と資本コスト、質を考慮した労働投入指数と労働コスト、名目および実質の生産・中間投
入、TFPの上昇率を計算した成長会計の結果、などの年次データから構成されています。
●JIP2018（2019年3月）［経済産業研究所におけるウェブページヘのリンク］

https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2018/index.html

R-JIPデータベース
「都道府県別産業生産性データベース」（Regional-Level Japan Industrial Productivity Database、以下

では R-JIPと略記）は、一橋大学経済研究所と経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プログラムの協力により構
築した、日本の地域間生産性格差や産業構造を分析するための基礎資料です。R-JIPデータベースは、全国版の日
本産業生産性（JIP）データベースをコントロールトータルとして、47都道府県別（沖縄県は1972年から）×23産業
別に全要素生産性を計測するために必要な、名目・実質付加価値、質の違いを考慮した資本・労働投入、産業別全
要素生産性水準の県間格差と県別産業別全要素生産性上昇率の計測結果、等の（暦年）年次データから構成され
ています（一部データはベンチマーク年のみ）。
●R-JIP2017（2018年4月）［経済産業研究所におけるウェブページヘのリンク］

https://www.rieti.go.jp/jp/database/R-JIP2017/index.html

CIPデータベース
中国産業生産性（China Industrial Productivity、以下ではCIPと略記）データベースは、一橋大学経済研究

所と経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクトの共同研究の成果として2011年に公表され、その後改
訂と更新を行ってきました。最新のCIP3.0データベースは、1980-2010年における37部門の時系列投入産出表

（名目・実質）、投資・資本ストック、資本投入指数・労働投入指数から構成されています。1997年〜2012年までを
カバーするCIP4.0は、2019年中に公開予定です。
●CIP3.0（2015年8月）［経済産業研究所におけるウェブページヘのリンク］ 

http://www.rieti.go.jp/jp/database/CIP2015/index.html

World KLEMS Database
http://www.worldklems.net/

世界各国について産業構造と産業レベルの全要素生産性を正確に計測するためのデータベース構築を目指す、
国際連携プロジェクトが作成したデータベースです。一橋大学経済研究所の「経済社会リスク研究機構」は経済産
業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクトと協力して、日本（JIPデータベース）と中国（CIPデータベース）に関す
るデータを提供しています。

EU KLEMS Database
産業レベルで全要素生産性の動向やその水準について国際比較を可能にするために、欧州委員会の支援で開

始されたプロジェクトが作成したデータベースです。EU加盟国を中心に、米国や日本の研究機関が参加していま
す。一橋大学経済研究所「経済社会リスク研究機構」は、経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクトと協
力して日本（JIPデータベース）に関するデータをEUKLEMS用に再集計してEUKLEMSプロジェクトに提供してい
ます。
●EUKLEMS[EUKLEMSプロジェクトにおけるウェブページヘのリンク] 

http://www.euklems.net/

World Input-Output Database（WIOD)
日本、中国、米国、EU加盟国など40カ国を対象とし、1995-2014年をカバーする時系列多国間産業連関表等か

ら構成されるデータベース。「経済社会リスク研究機構」は、経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクト
と協力して日本（JIPデータベース）と中国（CIPデータベース）に関するデータをWIOD用に再集計して提供して
います。
● World Input-Output Database（2016）[World Input-Output Databaseプロジェクトにおけるウェ

ブページヘのリンク]
http://www.wiod.org/home 

東アジア上場企業データベース（EALC）
「経済社会リスク研究機構」は、日本経済研究センター・一橋大学経済制度研究センター・日本大学中国アジア

研究センター・ソウル大学企業競争力研究センターと協力して東アジア上場企業データベース (East Asian 
Listed Companies Database、以下ではEALCと略記）の改訂と更新を進めてきました。最新版のEALC 
2010は、日中韓台の全上場企業を対象に、全要素生産性（TFP）を推計するために必要な資本ストックと資本コス
ト、労働投入（マンアワー）と労働コスト、名目および実質の産出・中間投入の年次データと、購買力平価で調整し
た各企業のTFP水準、等から構成されています。
●EALC2010（2011年5月）[日本経済研究センターにおけるウェブページへのリンク] 

http://www.jcer.or.jp/report/asia/detail3735.html#database
●データベースについて詳しくはこちら（ディスカッションペーパーNo.89）をご覧ください。

http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/discussion/2008/gd09-089.html

大株主・役員情報データベース
2006年度以来、日本の上場企業の大株主と役員(取締役・監査役)に関する大規模かつ長期的なデータベース

の構築に取り組んできました。2008年度には大株主データを公開し、2010年度からは、これまでに構築された
役員データを無償で研究者の利用に供しています。
●大株主・役員データベース2012[一橋大学　経済研究所　経済制度研究センターにおけるウェブページ]

http://cei.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/Okabunushidbs/database2.html

対日直接投資および市場構造に関するデータベース（深尾京司・伊藤恵子）
1996年について事業所・企業統計調査の個票を集計することにより3桁業種別に日本の全産業について外資系

企業のプレゼンスおよび市場集中度を算出しています。事業所・企業統計調査の集計は内閣府経済社会総合研究
所のプロジェクト「日本の潜在成長率の研究」の一部として行なわれました。3桁業種別対外直接投資、サービス貿
易、米国の業種別対内直接投資等の関連データについては以下をご覧下さい。
●外資系企業の活動および市場集中度：事業所・企業統計調査個票データにもとづく3桁業種別統計

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/market/text.pdf
●図表データ

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/market/table.xls
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加工統計シリーズ（一橋大学経済研究所）
http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/data/kakou_tokei_ichiran.pdf
「加工統計シリーズ」とは、一橋大学経済研究所の教官の指示に従って、当時の統計係（現在の大規模データ分

析支援室）が行った統計作業の結果の一部を謄写した部内参考資料で、1967年から1991年の間に計29冊発行
されました。その内容は、戦前日本の植民地の農業や財政などの各種統計、国内企業や海外産業の分析資料など
多岐にわたっています。これら統計表は、特定の研究目的のために作成されたものですが、他の研究のためにも広
く利用可能であると考えられます。

New Maddison Project Database
https://www.rug.nl/ggdc/historicaldevelopment/maddison/

故Angus Maddisonフローニンゲン大学教授のデータベースを引き継いで、フローニンゲン大学のthe 
Groningen Growth and Development Centreに創設された、世界各国の1人あたりGDPと人口に関する
長期統計を提供するデータベース。一橋大学経済研究所は、東アジアを代表する形でこのプロジェクトに参加し、
日本、台湾、朝鮮等のデータを提供しています。

産業・企業データベース他

JIPデータベース
「経済社会リスク研究機構」は、経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プログラムと協力して日本産業生産性

データベース（Japan Industrial Productivity Database、以下ではJIPと略記）の改訂と更新を進めてきまし
た。最新版のJIP2018は、1994年から2015年に関する、各部門別に全要素生産性（TFP）を推計するために必要
な、資本サービス投入指数と資本コスト、質を考慮した労働投入指数と労働コスト、名目および実質の生産・中間投
入、TFPの上昇率を計算した成長会計の結果、などの年次データから構成されています。
●JIP2018（2019年3月）［経済産業研究所におけるウェブページヘのリンク］

https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2018/index.html

R-JIPデータベース
「都道府県別産業生産性データベース」（Regional-Level Japan Industrial Productivity Database、以下

では R-JIPと略記）は、一橋大学経済研究所と経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プログラムの協力により構
築した、日本の地域間生産性格差や産業構造を分析するための基礎資料です。R-JIPデータベースは、全国版の日
本産業生産性（JIP）データベースをコントロールトータルとして、47都道府県別（沖縄県は1972年から）×23産業
別に全要素生産性を計測するために必要な、名目・実質付加価値、質の違いを考慮した資本・労働投入、産業別全
要素生産性水準の県間格差と県別産業別全要素生産性上昇率の計測結果、等の（暦年）年次データから構成され
ています（一部データはベンチマーク年のみ）。
●R-JIP2017（2018年4月）［経済産業研究所におけるウェブページヘのリンク］

https://www.rieti.go.jp/jp/database/R-JIP2017/index.html

CIPデータベース
中国産業生産性（China Industrial Productivity、以下ではCIPと略記）データベースは、一橋大学経済研究

所と経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクトの共同研究の成果として2011年に公表され、その後改
訂と更新を行ってきました。最新のCIP3.0データベースは、1980-2010年における37部門の時系列投入産出表

（名目・実質）、投資・資本ストック、資本投入指数・労働投入指数から構成されています。1997年〜2012年までを
カバーするCIP4.0は、2019年中に公開予定です。
●CIP3.0（2015年8月）［経済産業研究所におけるウェブページヘのリンク］ 

http://www.rieti.go.jp/jp/database/CIP2015/index.html

World KLEMS Database
http://www.worldklems.net/

世界各国について産業構造と産業レベルの全要素生産性を正確に計測するためのデータベース構築を目指す、
国際連携プロジェクトが作成したデータベースです。一橋大学経済研究所の「経済社会リスク研究機構」は経済産
業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクトと協力して、日本（JIPデータベース）と中国（CIPデータベース）に関す
るデータを提供しています。

EU KLEMS Database
産業レベルで全要素生産性の動向やその水準について国際比較を可能にするために、欧州委員会の支援で開

始されたプロジェクトが作成したデータベースです。EU加盟国を中心に、米国や日本の研究機関が参加していま
す。一橋大学経済研究所「経済社会リスク研究機構」は、経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクトと協
力して日本（JIPデータベース）に関するデータをEUKLEMS用に再集計してEUKLEMSプロジェクトに提供してい
ます。
●EUKLEMS[EUKLEMSプロジェクトにおけるウェブページヘのリンク] 

http://www.euklems.net/

World Input-Output Database（WIOD)
日本、中国、米国、EU加盟国など40カ国を対象とし、1995-2014年をカバーする時系列多国間産業連関表等か

ら構成されるデータベース。「経済社会リスク研究機構」は、経済産業研究所「産業・企業生産性向上」プロジェクト
と協力して日本（JIPデータベース）と中国（CIPデータベース）に関するデータをWIOD用に再集計して提供して
います。
● World Input-Output Database（2016）[World Input-Output Databaseプロジェクトにおけるウェ

ブページヘのリンク]
http://www.wiod.org/home 

東アジア上場企業データベース（EALC）
「経済社会リスク研究機構」は、日本経済研究センター・一橋大学経済制度研究センター・日本大学中国アジア

研究センター・ソウル大学企業競争力研究センターと協力して東アジア上場企業データベース (East Asian 
Listed Companies Database、以下ではEALCと略記）の改訂と更新を進めてきました。最新版のEALC 
2010は、日中韓台の全上場企業を対象に、全要素生産性（TFP）を推計するために必要な資本ストックと資本コス
ト、労働投入（マンアワー）と労働コスト、名目および実質の産出・中間投入の年次データと、購買力平価で調整し
た各企業のTFP水準、等から構成されています。
●EALC2010（2011年5月）[日本経済研究センターにおけるウェブページへのリンク] 

http://www.jcer.or.jp/report/asia/detail3735.html#database
●データベースについて詳しくはこちら（ディスカッションペーパーNo.89）をご覧ください。

http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/research/discussion/2008/gd09-089.html

大株主・役員情報データベース
2006年度以来、日本の上場企業の大株主と役員(取締役・監査役)に関する大規模かつ長期的なデータベース

の構築に取り組んできました。2008年度には大株主データを公開し、2010年度からは、これまでに構築された
役員データを無償で研究者の利用に供しています。
●大株主・役員データベース2012[一橋大学　経済研究所　経済制度研究センターにおけるウェブページ]

http://cei.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/Okabunushidbs/database2.html

対日直接投資および市場構造に関するデータベース（深尾京司・伊藤恵子）
1996年について事業所・企業統計調査の個票を集計することにより3桁業種別に日本の全産業について外資系

企業のプレゼンスおよび市場集中度を算出しています。事業所・企業統計調査の集計は内閣府経済社会総合研究
所のプロジェクト「日本の潜在成長率の研究」の一部として行なわれました。3桁業種別対外直接投資、サービス貿
易、米国の業種別対内直接投資等の関連データについては以下をご覧下さい。
●外資系企業の活動および市場集中度：事業所・企業統計調査個票データにもとづく3桁業種別統計

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/market/text.pdf
●図表データ

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/market/table.xls
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戦後期日本府県データベース（深尾京司・岳希明）
深尾京司・岳希明「戦後日本国内における経済収束と生産要素投入－ソロー成長モデルは適用できるか－」(経済

研究 Vol.51, No.2) における実証分析で使用したデータです。本データを使用する場合は、深尾・岳(2000)を
必ず参考文献としてあげ、岳・深尾の「日本府県データベース」を使用した旨、書いてください。
● データの作成方法(PDF/26K)：データの作成方法は、深尾・岳(2000)の「補論」にもありますが、スペースの制
約で省略せざるを得ませんでした。ここでは詳細を記述しました。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/fuken2000/datamaking.pdf

● 県別生産：県別生産関数の推定に使われる実質県内総支出、民間資本ストック、公的資本ストック、就業者、人的
資本などのデータ。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/fuken2000/pfactor.xls

● 要素移動：県別資本移動と所得移転を推定するため必要とされるデータ。なお、各シート名とシート内容の対応
表もご覧下さい。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/fuken2000/movement.xls

戦前期日本の資金循環勘定（藤野正三郎・寺西重郎）
藤野正三郎・寺西重郎『日本金融の数量分析』(東洋経済新報社刊、2000年)収録の「附録戦前金融資産負債残

高表：1871～1940年」を収録しています。各データを著作物等に引用される場合は、通常の形式に従って、出所を
明記して下さい。編集する場合は、著作権法で認められた範囲内でハードディスク等にコピーしてご利用ください。
●金融資産負債残高表（各年）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/Kinyu.xls

●部門別構成比（時系列）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/KINYU-kosei1.xls

●項目別構成比（時系列）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/KINYU-kosei2.xls

●部門別金融資産負債残高表（時系列）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/Times.xls

ICPSR (The Inter-University Consortium for Political and Social Research)
http://www.ier.hit-u.ac.jp/English/databases/ICPSR.html
一橋大学はグローバルCOEプログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」以来、ICPSR国内利用協議

会に加盟しています。このデータアーカイブは一橋大学の教員、研究員、大学院生及び学部大学生が利用できま
す。詳しくはこちらをご覧ください。

家計と労働の統計データ

くらしと健康の調査 (JSTAR：Japanese Study of Aging and Retirement)
http://www.rieti.go.jp/jp/projects/jstar/index.html
経済産業研究所と一橋大学、東京大学(第2回調査より参加)が協力して2007年から実施している、50歳以上

の中高齢者を対象としたパネル調査です。高齢者の経済面、社会面、および健康面に関する多様な情報を含んで
いるだけでなく、先進各国ですでに実施されているHealth and Retirement Study (HRS,USA), Survey of 
Health, Aging and Retirement in Europe (SHARE, continental Europe), English Longitudinal 
Study of Aging (ELSA, Britain)といった調査との比較可能性を最大限維持するように設計され、本データを
分析することで日本の高齢者の特異性と普遍性を追求することが可能です。この意味において、JSTARは日本初の
「世界標準」のパネルデータ調査といえます。

公開講座

四大学連合文化講演会
http://www.tokyo-4univ.jp/
東京医科歯科大学・東京外国語大学・東京工業大学・一
橋大学は、2001年3月に四大学連合憲章を結び、真に
国際競争に耐えうる研究教育体制を確立すべく、たゆ

まぬ努力を続けてまいりました。2006年より「環境・社
会・人間における「安全・安心」を探る̶安全で安心の
出来る社会̶～学術研究の最前線をやさしく解説する
～」というテーマに基づき、毎年、秋に一般向けの講演
会を開催しています。

第14 回

日時 2019 年11月1日（金）

場所 東京医科歯科大学M&Dタワー 2F 鈴木章夫記念講堂（東京都文京区）

講演 武部貴則（東京医科歯科大学統合研究機構先端医歯工学創成研究部門 教授）「iPS 細胞×ミニ臓器で拓く新しい未来」
塩原朝子（東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所 准教授）「言語多様性をいかに記録するか：多言語社会イ
ンドネシアでの試み」
原亨和（東京工業大学科学技術創成研究院フロンティア材料研究所 教授）「環境低負荷触媒プロセスの構築」
左三川郁子（一橋大学経済研究所 准教授）「金融政策を考える－－何が「異次元」なのか」

演題：新興市場経済を考える

日時 2019 年 6月22日 ( 土 )

場所 一橋大学一橋講堂２階中会議場（東京都千代田区）

開会挨拶
渡部敏明（一橋大学経済研究所 所長）
上垣彰（比較経済体制学会 代表幹事・西南学院大学経済学部 教授）

基調講演
ジョセフ　Ｃ．ブラダ（アリゾナ州立大学名誉教授・新興市場学会会長）
「ＢＲＩＣs経済の現在と今後」（英語講演）

討論 基調講演へのコメント・討論
司会：岩﨑一郎（一橋大学経済研究所 教授）
討論：上垣彰（比較経済体制学会 代表幹事・西南学院大学経済学部 教授）
　　　溝端佐登史（京都大学経済研究所 所長）

パネル
ディス
カッション

「新興市場経済システムの光と影」
司会：雲和広 (一橋大学経済研究所 教授 )
報告：濱口伸明 ( 神戸大学経済経営研究所 教授）「ブラジル」
　　　田畑伸一郎 ( 北海道大学スラブ・ユーラシア研究センター 教授 )「ロシア」
　　　黒崎卓 (一橋大学経済研究所 教授 )「インド」
　　　丸川知雄 ( 東京大学社会科学研究所 教授 )「中国」

一橋大学政策フォーラム
http://www.hit-u.ac.jp/kenkyu/project/
forum.html
長い経済停滞、経済的・政治的な混迷。そのなかで、日本
は新しい経済成長の原動力と世界政治における貢献の

あり方を求めて模索を続けています。本フォーラムは、次
の日本を目指して、一橋大学の研究者の企画による政策
発信を行うことを目的としています。各分野の第一人者
や政策の最前線の人たちとの討論を経て、研究成果を研
ぎ澄まされた政策として発信することを目指しています。

http://www.hit-u.ac.jp/kenkyu/project/forum.html
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戦後期日本府県データベース（深尾京司・岳希明）
深尾京司・岳希明「戦後日本国内における経済収束と生産要素投入－ソロー成長モデルは適用できるか－」(経済

研究 Vol.51, No.2) における実証分析で使用したデータです。本データを使用する場合は、深尾・岳(2000)を
必ず参考文献としてあげ、岳・深尾の「日本府県データベース」を使用した旨、書いてください。
● データの作成方法(PDF/26K)：データの作成方法は、深尾・岳(2000)の「補論」にもありますが、スペースの制
約で省略せざるを得ませんでした。ここでは詳細を記述しました。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/fuken2000/datamaking.pdf

● 県別生産：県別生産関数の推定に使われる実質県内総支出、民間資本ストック、公的資本ストック、就業者、人的
資本などのデータ。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/fuken2000/pfactor.xls

● 要素移動：県別資本移動と所得移転を推定するため必要とされるデータ。なお、各シート名とシート内容の対応
表もご覧下さい。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/japanese/data/fuken2000/movement.xls

戦前期日本の資金循環勘定（藤野正三郎・寺西重郎）
藤野正三郎・寺西重郎『日本金融の数量分析』(東洋経済新報社刊、2000年)収録の「附録戦前金融資産負債残

高表：1871～1940年」を収録しています。各データを著作物等に引用される場合は、通常の形式に従って、出所を
明記して下さい。編集する場合は、著作権法で認められた範囲内でハードディスク等にコピーしてご利用ください。
●金融資産負債残高表（各年）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/Kinyu.xls

●部門別構成比（時系列）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/KINYU-kosei1.xls

●項目別構成比（時系列）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/KINYU-kosei2.xls

●部門別金融資産負債残高表（時系列）
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/databases/kinnyushisan/Times.xls

ICPSR (The Inter-University Consortium for Political and Social Research)
http://www.ier.hit-u.ac.jp/English/databases/ICPSR.html
一橋大学はグローバルCOEプログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」以来、ICPSR国内利用協議

会に加盟しています。このデータアーカイブは一橋大学の教員、研究員、大学院生及び学部大学生が利用できま
す。詳しくはこちらをご覧ください。

家計と労働の統計データ

くらしと健康の調査 (JSTAR：Japanese Study of Aging and Retirement)
http://www.rieti.go.jp/jp/projects/jstar/index.html
経済産業研究所と一橋大学、東京大学(第2回調査より参加)が協力して2007年から実施している、50歳以上

の中高齢者を対象としたパネル調査です。高齢者の経済面、社会面、および健康面に関する多様な情報を含んで
いるだけでなく、先進各国ですでに実施されているHealth and Retirement Study (HRS,USA), Survey of 
Health, Aging and Retirement in Europe (SHARE, continental Europe), English Longitudinal 
Study of Aging (ELSA, Britain)といった調査との比較可能性を最大限維持するように設計され、本データを
分析することで日本の高齢者の特異性と普遍性を追求することが可能です。この意味において、JSTARは日本初の
「世界標準」のパネルデータ調査といえます。

公開講座

四大学連合文化講演会
http://www.tokyo-4univ.jp/
東京医科歯科大学・東京外国語大学・東京工業大学・一
橋大学は、2001年3月に四大学連合憲章を結び、真に
国際競争に耐えうる研究教育体制を確立すべく、たゆ

まぬ努力を続けてまいりました。2006年より「環境・社
会・人間における「安全・安心」を探る̶安全で安心の
出来る社会̶～学術研究の最前線をやさしく解説する
～」というテーマに基づき、毎年、秋に一般向けの講演
会を開催しています。

第14 回

日時 2019 年11月1日（金）

場所 東京医科歯科大学M&Dタワー 2F 鈴木章夫記念講堂（東京都文京区）

講演 武部貴則（東京医科歯科大学統合研究機構先端医歯工学創成研究部門 教授）「iPS 細胞×ミニ臓器で拓く新しい未来」
塩原朝子（東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所 准教授）「言語多様性をいかに記録するか：多言語社会イ
ンドネシアでの試み」
原亨和（東京工業大学科学技術創成研究院フロンティア材料研究所 教授）「環境低負荷触媒プロセスの構築」
左三川郁子（一橋大学経済研究所 准教授）「金融政策を考える－－何が「異次元」なのか」

演題：新興市場経済を考える

日時 2019 年 6月22日 ( 土 )

場所 一橋大学一橋講堂２階中会議場（東京都千代田区）

開会挨拶
渡部敏明（一橋大学経済研究所 所長）
上垣彰（比較経済体制学会 代表幹事・西南学院大学経済学部 教授）

基調講演
ジョセフ　Ｃ．ブラダ（アリゾナ州立大学名誉教授・新興市場学会会長）
「ＢＲＩＣs経済の現在と今後」（英語講演）

討論 基調講演へのコメント・討論
司会：岩﨑一郎（一橋大学経済研究所 教授）
討論：上垣彰（比較経済体制学会 代表幹事・西南学院大学経済学部 教授）
　　　溝端佐登史（京都大学経済研究所 所長）

パネル
ディス
カッション

「新興市場経済システムの光と影」
司会：雲和広 (一橋大学経済研究所 教授 )
報告：濱口伸明 ( 神戸大学経済経営研究所 教授）「ブラジル」
　　　田畑伸一郎 ( 北海道大学スラブ・ユーラシア研究センター 教授 )「ロシア」
　　　黒崎卓 (一橋大学経済研究所 教授 )「インド」
　　　丸川知雄 ( 東京大学社会科学研究所 教授 )「中国」

一橋大学政策フォーラム
http://www.hit-u.ac.jp/kenkyu/project/
forum.html
長い経済停滞、経済的・政治的な混迷。そのなかで、日本
は新しい経済成長の原動力と世界政治における貢献の

あり方を求めて模索を続けています。本フォーラムは、次
の日本を目指して、一橋大学の研究者の企画による政策
発信を行うことを目的としています。各分野の第一人者
や政策の最前線の人たちとの討論を経て、研究成果を研
ぎ澄まされた政策として発信することを目指しています。

http://www.hit-u.ac.jp/kenkyu/project/forum.html
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一橋大学経済研究所は、1940（昭和15）年4月1日、
東京商科大学附属図書館内に設置された東亜経済研
究所に始まります。当初は官制でなく、東京海上の会長
であった各務謙吉の奨学寄付金をもとに、予て学内に
研究所を設置し、「東亜諸国の経済の理論的、実証的研
究」を行うことを計画していた上田貞次郎学長が初代
所長に就任しました。当初は専任の研究員は3人で、所
員の主力は学部の兼任教員でした。

1940年5月、上田の急逝により、学長の高瀬荘太郎
が2代目の所長に就任しました。高瀬は研究所の官制
化と支援体制の強化に努め、1940年11月に東京商科
大学奨学財団設立期成会を結成、1942年には寄付金
が600万円に達し、6月に奨学財団の設立が認可され
ました。これに先立って、1942年2月に官制が施行さ
れ、わが国最初の国立の経済研究所が「東亜における
経済に関する総合研究」を行うため大学に附置されま
した。赤松要を研究部長に『東亜経済研究叢書』、『東
亜経済年報』の企画が進みました。時勢のなかで、シン
ガポールに南方総軍軍政総監部調査部が置かれ、多く
の所員が南方調査に従事しました。

第二次大戦後の抜本的改革とともに、東亜経済研究
所は経済研究所になり、研究目的も「世界各国の経済
に関する総合研究」に改められました。1947年3月に
大塚金之助が所長に就任し、研究所の再編という困難
な課題を担うことになりました。1949年5月、国立学校
設置法による新制大学の発足ととともに、一橋大学経
済研究所となり、「日本及び世界の経済の総合研究」を

目的とすることになりました。これが今日の経済研究所
であり、11月には都留重人が研究所選出の初代所長
に就任し、翌1950年1月には『経済研究』が創刊され、
1953年8月からは『経済研究叢書』が刊行され経済研
究所の礎石となっています。

当時、都留は「経済研究所の構想」（1949年）で次の
ように述べています。最も力点を置いているのは「国
民所得と再生産」で、この問題は、理論的、統計的・実
証的、政策的な諸側面をもち、共同研究の利点も大き
いので、多くの人が関わりをもつようにしている。その
他に、統計学と計量経済学、アメリカ経済、ソ連経済等
があり、経済古典の研究も高く評価して取り上げる方
針である。これに日本経済が加わり、日本経済、国民所
得、成長過程に関する統計的・実証的研究、ソ連、中国、
社会主義経済に関する研究等は、学界をリードするも
のとなりました。1957年にはロックフェラー財団の援
助で、大川一司をチーフとする国民所得推計研究会が
組織され、その成果が全14巻におよぶ日本の『長期経
済統計』（大川一司・篠原三代平・梅村又次編、1965〜
88年）に結実しました。

新制の経済研究所発足当時の研究部門は、アメリカ
経済、ソ連経済、国民所得・再生産、統計学、古典経済の
5部門でしたが、翌年に、日本経済が増設されました。そ
の後、日本経済が第一、第二となり、英国及び英連邦経
済、中国及び東南アジア経済が加わって9部門になり、
1961年に国際経済、1977年までに、経済計測、経済体
制、金融経済、現代経済分析が増設されて14部門にま

5 研究所の紹介

で増えました。しかし、省令の改正とともに、1978〜79
年に、大研究部門制に再編成され、日本・アジア、米・欧・
ソ連経済、現代経済、経済体制、経済システム解析の5
大研究部門に改組されて現在にいたっています。

共同研究やプロジェクトは、もちろん研究部門や研究
所の枠を超えて行われてきました。その後、5大研究部
門の編成に変化はありませんでしたが、2000年には経
済制度研究センターが設置され、国の内外の研究者・
研究機関とのネットワークを大いに広げました。1964
年に設置された日本経済統計文献センターは、2002
年の拡充改組でミクロデータ分析セクションを設け、
社会科学統計情報研究センターとなりました。同セン
ターは総務省統計局と協力して政府統計ミクロデータ
の提供を行っています。また2007年には、世代間問題
研究機構が発足し、4つの政府省庁との連携融合によ
る最先端研究拠点の形成を目指しています。さらに、
日本経済が直面する様々なリスクの実証分析拠点とし
て、経済社会リスク研究機構が2014年に設置されまし
た。SRI一橋大学消費者購買指数を定期的に公表して
います。

金字塔ともなった『長期経済統計』の伝統を継承し
つつ、1995〜2000年には「アジア長期経済統計プロ
ジェクト」が組織され、また1996〜99年には科学研究
費補助金・重点領域研究「統計情報活用のフロンティ
アの拡大」、2000〜05年には「世代間利害調整プロ
ジェクト」が立ち上げられました。こうした共同研究の
実績をもとに、2003〜07年には二つの21世紀COE

プログラム「社会科学の統計分析拠点構築」、「現代経
済システムの規範的評価と社会的選択」、及び学術創
成研究「日本経済の物価変動ダイナミクスの解明」、特
別推進研究「世代間問題の経済分析」が立ち上げられ
ました。これらは『経済研究』30周年（1980年）の「回
顧と展望」以降、理論的研究の強化、政策的視点の重
視、あるいは理論と実証の相乗的な研究効果を包括し
た制度・政策研究を推進するなかで可能となった研究
プロジェクトです。二つの21世紀COEプログラムを
統合・発展させる形でグローバルCOE「社会科学の高
度統計・実証分析拠点構築」も推進されました。その国
際共同研究は、現在、一橋大学の社会科学高等研究院 

（HIAS） に引き継がれています。
経済研究所は、21世紀になる頃から、「日本及び世界

の経済の総合研究」に加えて、「独創的な世界最先端研
究の推進」、「内外における研究者コミュニティの共同
研究拠点・ハブの形成」を新たなミッションとして加える
ようになりました。2010年度には、文部科学省の共同
利用・共同研究拠点制度により「日本及び世界経済の高
度実証分析拠点」に認定され、共同研究プロジェクト、
センター等をコアにして、共同利用・共同研究拠点の実
質が形成されています。2010〜2015年度の期末評
価では、「A： 拠点としての活動は概ね順調に行われて
おり、関連コミュニティへの貢献もあり、今後も、共同利
用・共同研究を通じた成果や効果が期待される。」とい
う総合評価を得ています。

山田勇 著『東亞農業生産指數の研究：内地・
朝鮮・台灣の部』東京商科大學東亞經濟研究
所研究叢書；第１册、1942年

東京商科大学東亞經濟研究所 
編『 東 亞 經 濟 研 究 年 報 　 第 一
號』日本評論社、1942年

『經濟研究』創刊號、岩波書店、
1955年 『一橋大学経済研究叢書』岩波書店、1953年〜 『長期経済統計』東洋経済新報社、1974年〜1979年（全14巻）

（第32回（1989年度）日経･経済図書文化賞受賞）

経済研究所の沿革
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一橋大学経済研究所は、1940（昭和15）年4月1日、
東京商科大学附属図書館内に設置された東亜経済研
究所に始まります。当初は官制でなく、東京海上の会長
であった各務謙吉の奨学寄付金をもとに、予て学内に
研究所を設置し、「東亜諸国の経済の理論的、実証的研
究」を行うことを計画していた上田貞次郎学長が初代
所長に就任しました。当初は専任の研究員は3人で、所
員の主力は学部の兼任教員でした。

1940年5月、上田の急逝により、学長の高瀬荘太郎
が2代目の所長に就任しました。高瀬は研究所の官制
化と支援体制の強化に努め、1940年11月に東京商科
大学奨学財団設立期成会を結成、1942年には寄付金
が600万円に達し、6月に奨学財団の設立が認可され
ました。これに先立って、1942年2月に官制が施行さ
れ、わが国最初の国立の経済研究所が「東亜における
経済に関する総合研究」を行うため大学に附置されま
した。赤松要を研究部長に『東亜経済研究叢書』、『東
亜経済年報』の企画が進みました。時勢のなかで、シン
ガポールに南方総軍軍政総監部調査部が置かれ、多く
の所員が南方調査に従事しました。

第二次大戦後の抜本的改革とともに、東亜経済研究
所は経済研究所になり、研究目的も「世界各国の経済
に関する総合研究」に改められました。1947年3月に
大塚金之助が所長に就任し、研究所の再編という困難
な課題を担うことになりました。1949年5月、国立学校
設置法による新制大学の発足ととともに、一橋大学経
済研究所となり、「日本及び世界の経済の総合研究」を

目的とすることになりました。これが今日の経済研究所
であり、11月には都留重人が研究所選出の初代所長
に就任し、翌1950年1月には『経済研究』が創刊され、
1953年8月からは『経済研究叢書』が刊行され経済研
究所の礎石となっています。

当時、都留は「経済研究所の構想」（1949年）で次の
ように述べています。最も力点を置いているのは「国
民所得と再生産」で、この問題は、理論的、統計的・実
証的、政策的な諸側面をもち、共同研究の利点も大き
いので、多くの人が関わりをもつようにしている。その
他に、統計学と計量経済学、アメリカ経済、ソ連経済等
があり、経済古典の研究も高く評価して取り上げる方
針である。これに日本経済が加わり、日本経済、国民所
得、成長過程に関する統計的・実証的研究、ソ連、中国、
社会主義経済に関する研究等は、学界をリードするも
のとなりました。1957年にはロックフェラー財団の援
助で、大川一司をチーフとする国民所得推計研究会が
組織され、その成果が全14巻におよぶ日本の『長期経
済統計』（大川一司・篠原三代平・梅村又次編、1965〜
88年）に結実しました。

新制の経済研究所発足当時の研究部門は、アメリカ
経済、ソ連経済、国民所得・再生産、統計学、古典経済の
5部門でしたが、翌年に、日本経済が増設されました。そ
の後、日本経済が第一、第二となり、英国及び英連邦経
済、中国及び東南アジア経済が加わって9部門になり、
1961年に国際経済、1977年までに、経済計測、経済体
制、金融経済、現代経済分析が増設されて14部門にま

5 研究所の紹介

で増えました。しかし、省令の改正とともに、1978〜79
年に、大研究部門制に再編成され、日本・アジア、米・欧・
ソ連経済、現代経済、経済体制、経済システム解析の5
大研究部門に改組されて現在にいたっています。

共同研究やプロジェクトは、もちろん研究部門や研究
所の枠を超えて行われてきました。その後、5大研究部
門の編成に変化はありませんでしたが、2000年には経
済制度研究センターが設置され、国の内外の研究者・
研究機関とのネットワークを大いに広げました。1964
年に設置された日本経済統計文献センターは、2002
年の拡充改組でミクロデータ分析セクションを設け、
社会科学統計情報研究センターとなりました。同セン
ターは総務省統計局と協力して政府統計ミクロデータ
の提供を行っています。また2007年には、世代間問題
研究機構が発足し、4つの政府省庁との連携融合によ
る最先端研究拠点の形成を目指しています。さらに、
日本経済が直面する様々なリスクの実証分析拠点とし
て、経済社会リスク研究機構が2014年に設置されまし
た。SRI一橋大学消費者購買指数を定期的に公表して
います。

金字塔ともなった『長期経済統計』の伝統を継承し
つつ、1995〜2000年には「アジア長期経済統計プロ
ジェクト」が組織され、また1996〜99年には科学研究
費補助金・重点領域研究「統計情報活用のフロンティ
アの拡大」、2000〜05年には「世代間利害調整プロ
ジェクト」が立ち上げられました。こうした共同研究の
実績をもとに、2003〜07年には二つの21世紀COE

プログラム「社会科学の統計分析拠点構築」、「現代経
済システムの規範的評価と社会的選択」、及び学術創
成研究「日本経済の物価変動ダイナミクスの解明」、特
別推進研究「世代間問題の経済分析」が立ち上げられ
ました。これらは『経済研究』30周年（1980年）の「回
顧と展望」以降、理論的研究の強化、政策的視点の重
視、あるいは理論と実証の相乗的な研究効果を包括し
た制度・政策研究を推進するなかで可能となった研究
プロジェクトです。二つの21世紀COEプログラムを
統合・発展させる形でグローバルCOE「社会科学の高
度統計・実証分析拠点構築」も推進されました。その国
際共同研究は、現在、一橋大学の社会科学高等研究院 

（HIAS） に引き継がれています。
経済研究所は、21世紀になる頃から、「日本及び世界

の経済の総合研究」に加えて、「独創的な世界最先端研
究の推進」、「内外における研究者コミュニティの共同
研究拠点・ハブの形成」を新たなミッションとして加える
ようになりました。2010年度には、文部科学省の共同
利用・共同研究拠点制度により「日本及び世界経済の高
度実証分析拠点」に認定され、共同研究プロジェクト、
センター等をコアにして、共同利用・共同研究拠点の実
質が形成されています。2010〜2015年度の期末評
価では、「A： 拠点としての活動は概ね順調に行われて
おり、関連コミュニティへの貢献もあり、今後も、共同利
用・共同研究を通じた成果や効果が期待される。」とい
う総合評価を得ています。

山田勇 著『東亞農業生産指數の研究：内地・
朝鮮・台灣の部』東京商科大學東亞經濟研究
所研究叢書；第１册、1942年

東京商科大学東亞經濟研究所 
編『 東 亞 經 濟 研 究 年 報 　 第 一
號』日本評論社、1942年

『經濟研究』創刊號、岩波書店、
1955年 『一橋大学経済研究叢書』岩波書店、1953年〜 『長期経済統計』東洋経済新報社、1974年〜1979年（全14巻）

（第32回（1989年度）日経･経済図書文化賞受賞）

経済研究所の沿革
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経

済
体

制
」

に
、

国
民

所
得

･国
富

、
統

計
学

、
経

済
計

測
を

「
経

済
シ

ス
テ

ム
解

析
」

と
し

て
、

　
 い

わ
ゆ

る
「

5大
研

究
部

門
」

に
改

め
た

19
86

●
文

部
省

令
の

一
部

改
正

に
よ

り
「

比
較

経
済

（
国

内
客

員
）

」
研

究
部

門
を

増
設

し
た

19
90

●
文

部
省

令
の

一
部

改
正

に
よ

り
「

国
際

経
済

関
係

（
外

国
人

客
員

）
」

研
究

部
門

を
増

設
し

た
19

96
●

時
限

に
よ

り
「

比
較

経
済

（
客

員
）

研
究

部
門

を
廃

止
し

た
20

15
●

今
日

の
経

済
学

分
野

に
お

け
る

学
問

的
潮

流
に

対
応

す
べ

く
、

「
経

済
・

統
計

理
論

」
、

　
 「

経
済

計
測

」
、

「
比

較
経

済
・

世
界

経
済

」
、

「
経

済
制

度
・

経
済

政
策

」
、

　
 「

新
学

術
領

域
」

か
ら

成
る

５
研

究
部

門
へ

の
再

編
成

を
行

っ
た

重
要

刊
行

物
19

50
●

「
経

済
研

究
」

を
創

刊
し

た
19

53
●

「
経

済
研

究
叢

書
」

第
1号

を
発

刊
19

57
●

「
欧

文
経

済
研

究
叢

書
」

(E
co

no
m

ic
 R

es
ea

rc
h 

Se
rie

s)
 第

1号
を

発
刊

大
型

共
同

研
究

体
制

19
51

-1
98

8
19

95
-9

9
[科

研
・

ロ
ッ

ク
フ

ェ
ラ

ー
財

団
]長

期
経

済
統

計
（

大
川

一
司

・
篠

原
三

代
平

・
梅

村
又

次
 他

）
[C

O
E形

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

]ア
ジ

ア
長

期
経

済
統

計
（

尾
高

煌
之

助
・

斎
藤

修
・

深
尾

京
司

）

19
89

-9
9

20
03

-0
7

[科
研

]ア
ジ

ア
所

得
分

配
(A

ID
A)

[2
1世

紀
CO

E]
社

会
科

学
の

統
計

分
析

拠
点

構
築

（
斎

藤
修

）
（

南
亮

進
・

溝
口

敏
行

）

19
96

-9
9

[科
研

重
点

領
域

]統
計

情
報

20
08

-1
2

活
用

の
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
の

拡
大

[グ
ロ

ー
バ

ル
CO

E]
社

会
科

学
の

高
度

統
計

・
（

松
田

芳
郎

）
実

証
分

析
拠

点
構

築
（

深
尾

京
司

）

20
03

-0
7

[2
1世

紀
CO

E]
現

代
経

済
シ

ス
テ

ム
の

規
範

的
評

価
と

社
会

的
選

択
（

鈴
村

興
太

郎
）

20
00

-0
4

[特
定

領
域

]世
代

間
利

害
調

整
に

関
す

る
研

究
（

高
山

憲
之

）

20
06

-1
0

[特
別

推
進

研
究

]世
代

間
問

題
の

経
済

分
析

（
高

山
憲

之
）

19
89

-0
3

20
06

-1
0

[科
研

]日
本

金
融

史
[学

術
創

成
研

究
]日

本
経

済
の

物
価

ダ
イ

ナ
ミ

ク
ス

（
藤

野
正

三
郎

・
寺

西
重

郎
）

の
解

明
（

渡
辺

努
）

20
06

- 物
価

研
究

セ
ン

タ
ー

 ⇒
 経

済
社

会
リ

ス
ク

研
究

機
構

20
08

-1
2

[近
未

来
の

課
題

解
決

を
目

指
し

た
実

証
的

社
会

科
学

研
究

推
進

事
業

]持
続

的
成

長
を

可
能

に
す

る
産

業
・

金
融

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
設

計
（

植
杉

威
一

郎
）

20
07

- ロ
シ

ア
研

究
セ

ン
タ

ー

20
14

- 規
範

経
済

学
研

究
セ

ン
タ

ー
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１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

沿革
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/tables3.html

19
40

19
45

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

組
織

19
40

東
亜

経
済

研
究

所
を

創
設

し
、

上
田

貞
次

郎
所

長
と

な
る

19
42

●
勅

令
第

70
号

を
も

っ
て

官
立

商
業

大
学

官
制

の
一

部
が

改
正

さ
れ

, 「
東

京
商

科
大

学
」

に
「

東
亜

経
済

研
究

所
」

が
設

置
さ

れ
, 東

亜
経

済
研

究
所

は
「

東
亜

に
お

け
る

経
済

に
関

す
る

総
合

研
究

」
を

掌
り

, 所
長

は
,東

京
商

科
大

学
教

授
の

中
よ

り
補

す
る

こ
と

と
し

た
19

44
●

勅
令

第
55

8号
を

も
っ

て
官

立
商

業
大

学
官

制
の

一
部

が
改

正
さ

れ
、

「
東

京
産

業
大

学
東

亜
経

済
研

究
所

」
に

改
め

ら
れ

た
19

46
●

「
東

亜
経

済
研

究
所

」
は

「
経

済
研

究
所

」
に

改
称

。
研

究
目

的
は

「
世

界
各

国
の

経
済

に
関

す
る

総
合

研
究

」
に

そ
れ

ぞ
れ

改
め

ら
れ

た
19

49
●

「
東

京
商

科
大

学
経

済
研

究
所

」
は

「
一

橋
大

学
経

済
研

究
所

」
と

な
り

、
研

究
目

的
は

「
日

本
お

よ
び

世
界

の
経

済
の

総
合

研
究

」
と

な
っ

た
19

64
●

文
部

省
令

第
11

号
を

も
っ

て
国

立
学

校
設

置
法

施
行

規
則

の
全

部
が

改
正

さ
れ

、
一

橋
大

学
経

済
研

究
所

に
附

属
の

研
究

施
設

と
し

て
「

日
本

経
済

統
計

文
献

セ
ン

タ
ー

」
が

設
置

さ
れ

た
19

88
●

文
部

省
令

第
14

号
を

も
っ

て
「

国
立

学
校

設
置

法
施

行
規

則
の

一
部

を
改

正
す

る
省

令
」

に
よ

り
「

一
橋

大
学

経
済

研
究

所
附

属
日

本
経

済
統

計
文

献
セ

ン
タ

ー
」

を
　

 「
一

橋
大

学
経

済
研

究
所

附
属

日
本

経
済

統
計

情
報

セ
ン

タ
ー

」
に

改
め

た
20

00
経

済
研

究
所

に
附

属
研

究
施

設
と

し
て

「
経

済
制

度
研

究
セ

ン
タ

ー
」

を
置

く
20

02
●

「
一

橋
大

学
経

済
研

究
所

附
属

日
本

経
済

統
計

情
報

セ
ン

タ
ー

」
を

「
一

橋
大

学
経

済
研

究
所

附
属

社
会

科
学

統
計

情
報

　
 研

究
セ

ン
タ

ー
」

に
改

め
た

20
04

●
社

会
科

学
統

計
情

報
研

究
セ

ン
タ

ー
内

に
「

ミ
ク

ロ
デ

ー
タ

分
析

セ
ク

シ
ョ

ン
」

を
設

置
し

た
20

07
●

一
橋

大
学

基
本

規
則

の
一

部
改

正
に

よ
り

附
属

の
研

究
施

設
と

し
て

「
世

代
間

問
題

研
究

機
構

」
を

設
置

し
た

20
10

●
文

部
科

学
大

臣
よ

り
共

同
利

用
・

共
同

研
究

拠
点

「
日

本
及

び
世

界
経

済
の

高
度

実
証

分
析

」
拠

点
　

 に
認

定
さ

れ
た

20
14

●
経

済
研

究
所

に
附

属
研

究
施

設
と

し
て

「
経

済
社

会
リ

ス
ク

研
究

機
構

」
を

置
く

研
究

体
制

19
48

●
研

究
方

針
を

「
ア

ジ
ア

経
済

の
産

業
別

研
究

」
か

ら
「

世
界

経
済

の
地

域
別

研
究

」
に

改
め

、
①

古
典

、
②

ア
メ

リ
カ

経
済

、
③

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
経

済
、

④
ソ

連
経

済
、

⑤
中

国
経

済
、

⑥
日

本
経

済
、

⑦
統

計
、

⑧
特

殊
問

題
（

国
民

所
得

、
経

済
法

規
）

の
8研

究
部

門
と

な
っ

た
19

49
●

研
究

部
門

が
①

ア
メ

リ
カ

経
済

、
②

ソ
連

経
済

、
③

国
民

所
得

･再
生

産
、

④
統

計
学

、
⑤

古
典

経
済

の
5研

究
部

門
と

な
っ

た
19

50
●

「
日

本
経

済
」

研
究

部
門

が
増

設
さ

れ
、

6研
究

部
門

と
な

っ
た

19
52

●
研

究
部

門
の

う
ち

、
「

日
本

経
済

」
が

「
日

本
経

済
第

１
」

お
よ

び
「

日
本

経
済

第
2」

と
な

り
、

「
古

典
経

済
」

を
「

学
説

 史
お

よ
び

経
済

史
」

と
改

正
し

、
①

日
本

経
済

第
1研

究
部

門
、

②
日

本
経

済
第

2研
究

部
門

、
③

ア
メ

リ
カ

経
済

研
究

部
門

、
④

ソ
連

経
済

研
究

部
門

、
　

 ⑤
国

民
所

得
と

再
生

産
に

関
す

る
 研

究
部

門
、

⑥
統

計
学

お
よ

び
そ

の
応

用
に

関
す

る
研

究
部

門
、

⑦
学

説
史

お
よ

び
経

済
史

研
究

部
門

の
7研

究
部

門
と

な
っ

た
19

53
●

「
英

国
お

よ
び

英
連

邦
経

済
」

研
究

部
門

が
増

設
さ

れ
8研

究
部

門
と

な
っ

た
19

54
●

「
中

国
お

よ
び

東
南

ア
ジ

ア
経

済
」

研
究

部
門

が
増

設
さ

れ
9研

究
部

門
と

な
っ

た
19

61
●

「
中

国
お

よ
び

東
南

ア
ジ

ア
経

済
」

研
究

部
門

が
増

設
さ

れ
9研

究
部

門
と

な
っ

た
19

64
●

文
部

省
第

4号
を

も
っ

て
「

国
立

大
学

の
大

学
附

置
の

研
究

所
の

研
究

部
門

に
関

す
る

省
令

」
が

制
定

さ
れ

本
経

済
研

究
所

の
 「

研
究

部
門

」
が

次
の

通
り

定
ま

っ
た

。
①

日
本

経
済

第
1、

②
日

本
経

済
第

2、
③

ア
メ

リ
カ

経
済

、
④

ソ
連

経
済

、
　

 ⑤
イ

ギ
リ

ス
経

済
、

⑥
中

国
･東

南
ア

ジ
ア

経
済

、
⑦

国
民

所
得

･ 
再

生
産

、
⑧

統
計

学
、

⑨
学

説
史

･経
済

史
、

⑩
国

際
経

済
機

構
19

66
●

文
部

省
令

の
一

部
改

正
に

よ
り

「
経

済
計

測
」

研
究

部
門

が
増

設
さ

れ
、

合
計

11
研

究
部

門
と

な
っ

た
19

69
●

文
部

省
令

の
一

部
改

正
に

よ
り

「
経

済
体

制
」

研
究

部
門

が
増

設
さ

れ
、

合
計

12
研

究
部

門
と

な
っ

た
19

70
●

文
部

省
令

の
一

部
改

正
に

よ
り

「
国

民
所

得
･再

生
産

」
研

究
部

門
が

「
国

民
所

得
･国

富
」

研
究

部
門

と
な

っ
た

（
名

称
変

更
）

19
74

●
文

部
省

令
の

一
部

改
正

に
よ

り
「

金
融

経
済

」
研

究
部

門
が

増
設

さ
れ

、
合

計
13

研
究

部
門

と
な

っ
た

19
77

●
文

部
省

令
の

一
部

改
正

に
よ

り
「

現
代

経
済

分
析

」
研

究
部

門
が

増
設

さ
れ

、
合

計
14

研
究

部
門

と
な

っ
た

19
40

19
45

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

19
78

●
文

部
省

令
の

一
部

改
正

に
よ

り
、

従
来

14
研

究
部

門
あ

っ
た

研
究

部
門

を
い

わ
ゆ

る
「

大
研

究
部

門
」

に
改

め
る

こ
と

と
し

、
そ

の
う

ち
日

本
経

済
第

1、
日

本
経

済
第

2、
中

国
･東

南
ア

ジ
ア

経
済

を
　

 「
日

本
･ア

ジ
ア

経
済

」
に

、
ア

メ
リ

カ
経

済
、

イ
ギ

リ
ス

経
済

、
ソ

連
経

済
を

「
米

･欧
･ソ

連
経

済
」

 に
、

現
代

経
済

分
析

、
金

融
経

済
、

国
際

経
済

機
構

を
「

現
代

経
済

」
の

研
究

部
門

と
し

た
19

79
●

文
部

省
令

の
一

部
改

正
に

よ
り

、
従

来
の

研
究

部
門

で
あ

っ
た

学
説

史
･経

済
史

、
経

済
体

制
を

「
経

済
体

制
」

に
、

国
民

所
得

･国
富

、
統

計
学

、
経

済
計

測
を

「
経

済
シ

ス
テ

ム
解

析
」

と
し

て
、

　
 い

わ
ゆ

る
「

5大
研

究
部

門
」

に
改

め
た

19
86

●
文

部
省

令
の

一
部

改
正

に
よ

り
「

比
較

経
済

（
国

内
客

員
）

」
研

究
部

門
を

増
設

し
た

19
90

●
文

部
省

令
の

一
部

改
正

に
よ

り
「

国
際

経
済

関
係

（
外

国
人

客
員

）
」

研
究

部
門

を
増

設
し

た
19

96
●

時
限

に
よ

り
「

比
較

経
済

（
客

員
）

研
究

部
門

を
廃

止
し

た
20

15
●

今
日

の
経

済
学

分
野

に
お

け
る

学
問

的
潮

流
に

対
応

す
べ

く
、

「
経

済
・

統
計

理
論

」
、

　
 「

経
済

計
測

」
、

「
比

較
経

済
・

世
界

経
済

」
、

「
経

済
制

度
・

経
済

政
策

」
、

　
 「

新
学

術
領

域
」

か
ら

成
る

５
研

究
部

門
へ

の
再

編
成

を
行

っ
た

重
要

刊
行

物
19

50
●

「
経

済
研

究
」

を
創

刊
し

た
19

53
●

「
経

済
研

究
叢

書
」

第
1号

を
発

刊
19

57
●

「
欧

文
経

済
研

究
叢

書
」

(E
co

no
m

ic
 R

es
ea

rc
h 

Se
rie

s)
 第

1号
を

発
刊

大
型

共
同

研
究

体
制

19
51

-1
98

8
19

95
-9

9
[科

研
・

ロ
ッ

ク
フ

ェ
ラ

ー
財

団
]長

期
経

済
統

計
（

大
川

一
司

・
篠

原
三

代
平

・
梅

村
又

次
 他

）
[C

O
E形

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

]ア
ジ

ア
長

期
経

済
統

計
（

尾
高

煌
之

助
・

斎
藤

修
・

深
尾

京
司

）

19
89

-9
9

20
03

-0
7

[科
研

]ア
ジ

ア
所

得
分

配
(A

ID
A)

[2
1世

紀
CO

E]
社

会
科

学
の

統
計

分
析

拠
点

構
築

（
斎

藤
修

）
（

南
亮

進
・

溝
口

敏
行

）

19
96

-9
9

[科
研

重
点

領
域

]統
計

情
報

20
08

-1
2

活
用

の
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
の

拡
大

[グ
ロ

ー
バ

ル
CO

E]
社

会
科

学
の

高
度

統
計

・
（

松
田

芳
郎

）
実

証
分

析
拠

点
構

築
（

深
尾

京
司

）

20
03

-0
7

[2
1世

紀
CO

E]
現

代
経

済
シ

ス
テ

ム
の

規
範

的
評

価
と

社
会

的
選

択
（

鈴
村

興
太

郎
）

20
00

-0
4

[特
定

領
域

]世
代

間
利

害
調

整
に

関
す

る
研

究
（

高
山

憲
之

）

20
06

-1
0

[特
別

推
進

研
究

]世
代

間
問

題
の

経
済

分
析

（
高

山
憲

之
）

19
89

-0
3

20
06

-1
0

[科
研

]日
本

金
融

史
[学

術
創

成
研

究
]日

本
経

済
の

物
価

ダ
イ

ナ
ミ

ク
ス

（
藤

野
正

三
郎

・
寺

西
重

郎
）

の
解

明
（

渡
辺

努
）

20
06

- 物
価

研
究

セ
ン

タ
ー

 ⇒
 経

済
社

会
リ

ス
ク

研
究

機
構

20
08

-1
2

[近
未

来
の

課
題

解
決

を
目

指
し

た
実

証
的

社
会

科
学

研
究

推
進

事
業

]持
続

的
成

長
を

可
能

に
す

る
産

業
・

金
融

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
設

計
（

植
杉

威
一

郎
）

20
07

- ロ
シ

ア
研

究
セ

ン
タ

ー

20
14

- 規
範

経
済

学
研

究
セ

ン
タ

ー
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１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 
社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

歴代所長

名前 期間
上田貞次郎 1940（昭和 15）年 4 月〜1940（昭和 15）年 5 月
高瀬荘太郎 1940（昭和 15）年 5 月〜1946（昭和 21）年 8 月
大塚金之助 1947（昭和 22）年 3 月〜1949（昭和 24）年 2 月
中山伊知郎 1949（昭和 24）年 2 月〜1949（昭和 24）年 11月
都留重人 1949（昭和 24）年 11月〜1956（昭和 31）年 10 月
小原敬士 1957（昭和 32）年 2 月〜1959（昭和 34）年 1月
高橋長太郎 1959（昭和 34）年 2 月〜1963（昭和 38）年 1月
伊大知良太郎 1963（昭和 38）年 2 月〜1965（昭和 40）年 1月
都留重人 1965（昭和 40）年 2 月〜1967（昭和 42）年 1月
山田勇 1967（昭和 42）年 2 月〜1969（昭和 44）年 1月
大野精三郎 1969（昭和 44）年 2 月〜1969（昭和 44）年 8 月
大川一司 1969（昭和 44）年 8 月〜1970（昭和 45）年 10 月
山田秀雄 1970（昭和 45）年 10 月〜1972（昭和 47）年 10 月
石川滋 1972（昭和 47）年 10 月〜1974（昭和 49）年 4 月
梅村又次 1974（昭和 49）年 4 月〜1974（昭和 49）年 6 月
伊東政吉 1974（昭和 49）年 6 月〜1976（昭和 51）年 5 月
佐藤定幸 1976（昭和 51）年 6 月〜1978（昭和 53）年 5 月
倉林義正 1978（昭和 53）年 6 月〜1980（昭和 55）年 5 月
江見康一 1980（昭和 55）年 6 月〜1982（昭和 57）年 3 月
藤野正三郎 1982（昭和 57）年 3 月〜1984（昭和 59）年 2 月
宮鍋幟 1984（昭和 59）年 3 月〜1986（昭和 61）年 2 月
津田内匠 1986（昭和 61）年 3 月〜1988（昭和 63）年 2 月

溝口敏行 1988（昭和 63）年 3 月〜1990（平成 2）年 2 月
南亮進 1990（平成 2）年 3 月〜1992（平成 4）年 2 月
富沢賢治 1992（平成 4）年 3 月〜1994（平成 6）年 2 月
尾髙煌之助 1994（平成 6）年 3 月〜1996（平成 8）年 2 月
清川雪彦 1996（平成 8）年 3 月〜1998（平成 10）年 2 月
寺西重郎 1998（平成 10）年 3 月〜2000（平成 12）年 2 月
斎藤修 2000（平成 12）年 3 月〜2002（平成 14）年 2 月
西村可明 2002（平成 14）年 3 月〜2004（平成 16）年 2 月
久保庭眞彰 2004（平成 16）年 3 月〜2005（平成 17）年 7 月
高山憲之 2005（平成 17）年 8 月〜2007（平成 19）年 7 月
西沢保 2007（平成 19）年 8 月〜2011（平成 23）年 3 月
浅子和美 2011（平成 23）年 4 月〜2013（平成 25）年 3 月
深尾京司 2013（平成 25）年 4 月〜2015（平成 27）年 3 月
北村行伸 2015（平成 27）年 4 月〜2017（平成 29）年 3 月
小塩隆士 2017（平成 29）年 3 月〜2019（平成 31）年 3 月
渡部敏明 2019（平成 31）年 4 月〜

経済研究所建物史
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/tables4.html

19
40

19
45

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

建
物

19
40

●
東

亜
経

済
研

究
所

が
国

立
の

図
書

館
の

一
角

に
設

置
さ

れ
る

19
44

●
東

京
商

科
大

学
奨

学
財

団
が

東
京

都
千

代
田

区
神

田
一

ツ
橋

に
本

研
究

所
の

庁
舎

を
新

築
（

二
階

建
、

ト
の

字
型

）
、

そ
れ

に
伴

い
、

同
所

に
移

転
（

写
真

1 
上

棟
式

（
如

水
会

提
供

）
、

写
真

2国
立

国
語

研
究

所
提

供
）

19
45

●
'東

京
大

空
襲

の
被

災
を

免
れ

た
東

亜
経

済
研

究
所

建
物

は
陸

軍
に

接
収

さ
れ

、
研

究
所

は
わ

ず
か

半
年

程
で

国
立

の
図

書
館

に
再

び
移

転
●

終
戦

の
た

め
東

亜
経

済
研

究
所

仮
庁

舎
は

陸
軍

よ
り

返
還

さ
れ

る
19

46
●

経
済

研
究

所
仮

庁
舎

が
進

駐
軍

に
接

収
さ

れ
る

19
49

●
一

橋
大

学
図

書
館

内
の

一
室

に
読

書
室

を
開

設
19

51
●

所
長

室
や

庶
務

、
会

計
、

資
料

、
読

書
室

を
国

立
の

東
本

館
に

（
如

水
会

提
供

）
19

52
●

進
駐

軍
に

よ
る

接
収

が
解

除
さ

れ
る

19
53 ●

神
田

一
ツ

橋
の

本
研

究
所

の
建

物
は

如
水

会
に

寄
贈

さ
れ

一
ツ

橋
庁

舎
と

改
名

、
そ

の
後

、
日

本
学

術
振

興
会

や
国

立
国

語
研

究
所

等
に

貸
与

19
57

●
国

立
キ

ャ
ン

パ
ス

の
図

書
館

北
側

に
建

築
中

の
本

研
究

所
建

物
が

一
部

完
成

、
図

書
館

内
の

研
究

室
が

移
転

19
58

●
本

研
究

所
建

物
第

二
期

工
事

が
完

成
。

新
庁

舎
へ

移
転

19
62

●
本

研
究

所
書

庫
が

完
成

19
64

●
本

研
究

所
庁

舎
内

に
本

研
究

所
附

属
「

日
本

経
済

統
計

文
献

セ
ン

タ
ー

」
を

開
設

19
76

●
本

研
究

所
庁

舎
北

側
に

経
済

研
究

所
附

属
「

日
本

経
済

統
計

文
献

セ
ン

タ
ー

」
新

庁
舎

竣
工

19
80

●
本

研
究

所
研

究
棟

が
竣

工
19

81
●

本
研

究
所

改
修

工
事

が
竣

工
19

88
●

本
研

究
所

資
料

棟
新

築
20

10
●

本
研

究
所

研
究

棟
の

改
修

工
事

が
竣

工
20

11
●

社
会

科
学

統
計

情
報

研
究

セ
ン

タ
ー

改
修

工
事

が
竣

工
20

13
●

経
済

研
究

所
東

棟
（

事
務

棟
）

の
改

修
工

事
が

竣
工

　
　

（
国

立
国

語
研

究
所

提
供

）

（
如

水
会

提
供

）

（
経

済
研

究
所

要
覧

（
昭

和
34

年
）

よ
り

）

※事務取扱は除く
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１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

１ 

所
長
挨
拶

２ 

研
究
活
動

３ 

国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

４ 

社
会
へ
の
貢
献

５ 

研
究
所
の
紹
介

歴代所長

名前 期間
上田貞次郎 1940（昭和 15）年 4 月〜1940（昭和 15）年 5 月
高瀬荘太郎 1940（昭和 15）年 5 月〜1946（昭和 21）年 8 月
大塚金之助 1947（昭和 22）年 3 月〜1949（昭和 24）年 2 月
中山伊知郎 1949（昭和 24）年 2 月〜1949（昭和 24）年 11月
都留重人 1949（昭和 24）年 11月〜1956（昭和 31）年 10 月
小原敬士 1957（昭和 32）年 2 月〜1959（昭和 34）年 1月
高橋長太郎 1959（昭和 34）年 2 月〜1963（昭和 38）年 1月
伊大知良太郎 1963（昭和 38）年 2 月〜1965（昭和 40）年 1月
都留重人 1965（昭和 40）年 2 月〜1967（昭和 42）年 1月
山田勇 1967（昭和 42）年 2 月〜1969（昭和 44）年 1月
大野精三郎 1969（昭和 44）年 2 月〜1969（昭和 44）年 8 月
大川一司 1969（昭和 44）年 8 月〜1970（昭和 45）年 10 月
山田秀雄 1970（昭和 45）年 10 月〜1972（昭和 47）年 10 月
石川滋 1972（昭和 47）年 10 月〜1974（昭和 49）年 4 月
梅村又次 1974（昭和 49）年 4 月〜1974（昭和 49）年 6 月
伊東政吉 1974（昭和 49）年 6 月〜1976（昭和 51）年 5 月
佐藤定幸 1976（昭和 51）年 6 月〜1978（昭和 53）年 5 月
倉林義正 1978（昭和 53）年 6 月〜1980（昭和 55）年 5 月
江見康一 1980（昭和 55）年 6 月〜1982（昭和 57）年 3 月
藤野正三郎 1982（昭和 57）年 3 月〜1984（昭和 59）年 2 月
宮鍋幟 1984（昭和 59）年 3 月〜1986（昭和 61）年 2 月
津田内匠 1986（昭和 61）年 3 月〜1988（昭和 63）年 2 月

溝口敏行 1988（昭和 63）年 3 月〜1990（平成 2）年 2 月
南亮進 1990（平成 2）年 3 月〜1992（平成 4）年 2 月
富沢賢治 1992（平成 4）年 3 月〜1994（平成 6）年 2 月
尾髙煌之助 1994（平成 6）年 3 月〜1996（平成 8）年 2 月
清川雪彦 1996（平成 8）年 3 月〜1998（平成 10）年 2 月
寺西重郎 1998（平成 10）年 3 月〜2000（平成 12）年 2 月
斎藤修 2000（平成 12）年 3 月〜2002（平成 14）年 2 月
西村可明 2002（平成 14）年 3 月〜2004（平成 16）年 2 月
久保庭眞彰 2004（平成 16）年 3 月〜2005（平成 17）年 7 月
高山憲之 2005（平成 17）年 8 月〜2007（平成 19）年 7 月
西沢保 2007（平成 19）年 8 月〜2011（平成 23）年 3 月
浅子和美 2011（平成 23）年 4 月〜2013（平成 25）年 3 月
深尾京司 2013（平成 25）年 4 月〜2015（平成 27）年 3 月
北村行伸 2015（平成 27）年 4 月〜2017（平成 29）年 3 月
小塩隆士 2017（平成 29）年 3 月〜2019（平成 31）年 3 月
渡部敏明 2019（平成 31）年 4 月〜

経済研究所建物史
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/tables4.html
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19
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建
物

19
40

●
東

亜
経

済
研

究
所

が
国

立
の

図
書

館
の

一
角

に
設

置
さ

れ
る

19
44

●
東

京
商

科
大

学
奨

学
財

団
が

東
京

都
千

代
田

区
神

田
一

ツ
橋

に
本

研
究

所
の

庁
舎

を
新

築
（

二
階

建
、

ト
の

字
型

）
、

そ
れ

に
伴

い
、

同
所

に
移

転
（

写
真

1 
上

棟
式

（
如

水
会

提
供

）
、

写
真

2国
立

国
語

研
究

所
提

供
）

19
45

●
'東

京
大

空
襲

の
被

災
を

免
れ

た
東

亜
経

済
研

究
所

建
物

は
陸

軍
に

接
収

さ
れ

、
研

究
所

は
わ

ず
か

半
年

程
で

国
立

の
図

書
館

に
再

び
移

転
●

終
戦

の
た

め
東

亜
経

済
研

究
所

仮
庁

舎
は

陸
軍

よ
り

返
還

さ
れ

る
19

46
●

経
済

研
究

所
仮

庁
舎

が
進

駐
軍

に
接

収
さ

れ
る

19
49

●
一

橋
大

学
図

書
館

内
の

一
室

に
読

書
室

を
開

設
19

51
●

所
長

室
や

庶
務

、
会

計
、

資
料

、
読

書
室

を
国

立
の

東
本

館
に

（
如

水
会

提
供

）
19

52
●

進
駐

軍
に

よ
る

接
収

が
解

除
さ

れ
る

19
53 ●

神
田

一
ツ

橋
の

本
研

究
所

の
建

物
は

如
水

会
に

寄
贈

さ
れ

一
ツ

橋
庁

舎
と

改
名

、
そ

の
後

、
日

本
学

術
振

興
会

や
国

立
国

語
研

究
所

等
に

貸
与
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●
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●
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済
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究
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要
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（
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和
34

年
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よ
り

）

※事務取扱は除く
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区分 教授 准教授 講師 助教助手 外国人
研究員

非常勤
研究員

研究機関
研究員

客員
研究員 フェロー 一橋大学

研究員 計

現員（教員系） 15 10 6 5 1 31 3 1 2 0 74

区分 総務係 資料情報
係（司書）

統計情報
係（司書）

その他の
スタッフ 計

現員（事務系） 4 4 4 43 55

総計 129

予算 （2019年3月31日現在）組織

建物

経済研究所長

 経済研究所運営委員会

 共同利用・共同研究委員会

 教授会

建物名称 建面積 延面積

経済研究所 1,541㎡ 5,313㎡

経済研究所分室 155㎡ 156㎡

社会科学統計情報研究センター 329㎡ 1,000㎡

計 2,025㎡ 6,469㎡

研究部
 経済・統計理論研究部門
 経済計測研究部門
 比較経済・世界経済研究部門
 経済制度・経済政策研究部門
 新学術領域研究部門（客員部門を含む）

附属施設
 社会科学統計情報研究センター
 経済制度研究センター
 世代間問題研究機構
 経済社会リスク研究機構

研究支援部
 学術出版室
 秘書室
 大規模データ分析支援室

事務部
 事務室
 資料室
 社会科学統計情報研究センター資料室

人員構成（2019 年 4 月1日現在）

※「教授」、「准教授」には特任を含む。
※「その他のスタッフ」とは、契約事務職員、事務補佐員、技術補佐員、科学研究費技術員、科学研究費研究員、その他の補助

員を指す。
※フェローには日本学術振興会 PD を含む。

自己収入

経済研究所本体経費等 112,323

間接経費（経済研究所配分額） 18,942

小計 131,265

運営費交付金

日本と世界経済に関わる高度実証分析の国際的な共同利用・共
同研究拠点構築

21,283

特別経費
大規模・高頻度データを用いた経済社会リスクの研究基盤構築
事業

12,256

学術研究・高等教育のための公的統計ミクロデータ利用の研究
基盤構築事業

8,177

小計 41,716

2018 年度外部資金受入額

科学研究費助成事業 基盤研究（S） 18,600 1 件

基盤研究（A） 67,400 5 件

基盤研究（B） 21,300 6 件

基盤研究（C） 8,900 9 件

挑戦的研究（萌芽） 1,300 1 件

若手研究（B） 1,500 2 件

研究活動スタート支援 0 0 件

特別研究員奨励費 300 1 件

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化） 8,900 3 件

国際共同研究加速基金（帰国発展研究） 15,400 1 件

厚生労働科学研究費補助金 0 0 件

共同研究費・受託研究費・受託事業費 33,700 2 件

寄附金（新規受け入れ分のみ） 4,350 4 件

小計 181,650 35 件

総計 354,631
予算割合

自己収入
37%

外部資金
51%

運営費交付金
12%

（単位　千円）
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外部評価

主な評価の対象領域 評価委員（肩書きは当時）

第 1 回
1997 年 6 月

（1）機関全体としての研究動向ならびに部門における
研究状況について

（2）研究に直接関連する予算の使用状況及び予算配分
のあり方について

佐藤経明氏（横浜市立大学名誉教授）
中村隆英氏（東洋英和女学院大学；東京大学名誉教授）
藤野正三郎氏（立正大学；一橋大学名誉教授）

第 2 回
1999 年 3 月

（1）経済研究所および附属日本経済統計情報センター
の研究部門等と事務組織との情報処理機器の利
用のあり方について

（2）人員・機構面の評価
（3）施設・設備のハード面の評価
（4）施設・設備のソフト面の充実度評価
（5）ネットワーク・データベース関連（情報公開を含む）

渋谷政昭氏（高千穂商科大学）
定道宏氏（京都大学）
垂水共之氏（岡山大学）
馬場康維氏（統計数理研究所）

第 3 回
2001 年 3 月

（1）研究所全体および各研究部門における研究活動と
現状の点検

（2）国内及び国際学会への貢献および社会的貢献の評価
（3）国立大学附置研究所という面からみた全体的評価

岡田裕之氏（法政大学名誉教授）
小野善康氏（大阪大学）
原洋之介氏（東京大学）
堀内昭義氏（東京大学）

第 4 回
2003 年 10 月

（1）統計情報の収集・整理・利用への提供など、センター
業務とその現状の点検

（2）センター教官の活動のあり方の点検
（3）学界へ社会への貢献という面からみた、情報系セ

ンターとしての全体的評価

井川一宏氏（神戸大学）
永山貞則氏（日本統計協会）
尾高煌之助氏（法政大学）
山本有造氏（京都大学）

第 5 回
2006 年 9 月

（1）組織全体としての研究体制および研究活動
（2）大型研究プロジェクトおよび経済制度研究センター

の研究水準・研究成果
（3）研究支援体制

池尾和人氏（慶應義塾大学）
岩田昌征氏（東京国際大学）
太田誠氏（早稲田大学）
チャールズ・ユウジ・ホリオカ氏（大阪大学）

第 6 回
2013 年 3 月

経済研究所に係わる事項全般にわたる評価

刈屋武昭氏（明治大学）
原田泰氏（早稲田大学）
溝端佐登史氏（京都大学）
野口晴子氏（早稲田大学）

第 7 回
2017 年 2 月

主として、経済研究所の 2015 年の制度改革に伴う方
向性や運営方式に対する評価

福田慎一氏（東京大学）
大竹文雄氏（大阪大学社会経済研究所）
田畑伸一郎氏（北海道大学スラブ・ユーラシア研究セン
ター）
阿部正浩氏（中央大学）

一橋大学経済研究所運営委員会

一橋大学経済研究所共同利用・共同研究委員会

浅子和美 一橋大学・名誉教授、立正大学経済学部・教授

大石亜希子 千葉大学大学院社会科学研究院・教授

国友直人 明治大学政治経済学部・特任教授

田近栄治 一橋大学・名誉教授、成城大学・特任教授

中村靖 横浜国立大学大学院国際社会科学研究院・教授

宮川努 学習院大学経済学部・教授

渡部敏明 一橋大学経済研究所長・教授

小塩隆士 一橋大学経済研究所・教授

神林龍 一橋大学経済研究所・教授

黒崎卓 一橋大学経済研究所・教授

青木玲子 公正取引委員会・委員

泉田信行 国立社会保障・人口問題研究所・部長

上田貴子 早稲田大学政治経済学術院・教授

戸堂康之 早稲田大学政治経済学術院・教授

中村二朗 日本大学人口研究所・教授

中村靖 横浜国立大学大学院国際社会科学研究院・教授

岡田羊佑 一橋大学経済学研究科長・教授

渡部敏明 一橋大学経済研究所長・教授

黒崎卓 一橋大学経済研究所・教授

神林龍 一橋大学経済研究所・教授

雲和広 一橋大学経済研究所・教授

2019 年 8 月 1 日現在

2019 年 8 月 1 日現在
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主として、経済研究所の 2015 年の制度改革に伴う方
向性や運営方式に対する評価

福田慎一氏（東京大学）
大竹文雄氏（大阪大学社会経済研究所）
田畑伸一郎氏（北海道大学スラブ・ユーラシア研究セン
ター）
阿部正浩氏（中央大学）

一橋大学経済研究所運営委員会

一橋大学経済研究所共同利用・共同研究委員会

浅子和美 一橋大学・名誉教授、立正大学経済学部・教授

大石亜希子 千葉大学大学院社会科学研究院・教授

国友直人 明治大学政治経済学部・特任教授

田近栄治 一橋大学・名誉教授、成城大学・特任教授

中村靖 横浜国立大学大学院国際社会科学研究院・教授

宮川努 学習院大学経済学部・教授

渡部敏明 一橋大学経済研究所長・教授

小塩隆士 一橋大学経済研究所・教授

神林龍 一橋大学経済研究所・教授

黒崎卓 一橋大学経済研究所・教授

青木玲子 公正取引委員会・委員

泉田信行 国立社会保障・人口問題研究所・部長

上田貴子 早稲田大学政治経済学術院・教授

戸堂康之 早稲田大学政治経済学術院・教授

中村二朗 日本大学人口研究所・教授

中村靖 横浜国立大学大学院国際社会科学研究院・教授

岡田羊佑 一橋大学経済学研究科長・教授

渡部敏明 一橋大学経済研究所長・教授

黒崎卓 一橋大学経済研究所・教授

神林龍 一橋大学経済研究所・教授

雲和広 一橋大学経済研究所・教授

2019 年 8 月 1 日現在

2019 年 8 月 1 日現在
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研究業績

前述の『経済研究』や一橋大学経済研究所叢書シリーズに加えて、研究所教員は活発に学術書を刊行し、学術雑誌に論文を
掲載しています。下記は、過去 5 年間における研究業績数の種類別一覧です。

年度 学術書（欧文） 学術書（和文） 論文 a)（欧文） 論文（和文）

2014 年度 2 15 57 49
2015 年度 2 9 73 47
2016 年度 4 6 73 39
2017 年度 4 14 61 b) 42
2018 年度 2 3 63 c) 47

*forthcoming を含む

a ） 学術書に所収、もしくは学術雑誌に掲載されたもの。
b ） African Journal of Agricultural and Resource Economics, Markets Finance and Trade, Eastern European 
Economics, Annals of Public and Cooperative Economics, The Japanese Economic Review, Environment, 
Sustainability, Asian Economic Policy Review, China Economic Review, Economic and Political Studies, 
Journal of Economic Behavior & Organization, RAND Journal of Economic, Behaviormetrika, Journal of 
Occupational Health, Review of Economics of the Household ... などに掲載。
c ） Aquaculture Economics and Management, BMC Public Health, Comparative Economic Studies, 
Economic Development and Cultural Change, Health and Quality of Life Outcomes, International Journal 
of Environmental Research and Public Health, International Journal of the Economics of Business, Japan 
and the World Economy, Journal of Development Economics, Journal of the Japanese and International 
Economies, Labor Economics, Nutrients, Post-Communist Economies, Review of Economics and Statistics, 
Review of Social Economy, Southern Economic Journal, The Journal of Development Studies... などに掲載。

大学院教育活動

2018 年度に研究所教員が指導した大学院の学生数です。

修士課程 博士課程

1. 研究所教員が論文の主査をした学生数 25 人 3 人
2. 研究所教員がメインの指導教員になっている学生数（主ゼミ） 37人 30 人
3. 研究所教員のサブゼミを履修している学生数（サブゼミ） 6 人 2 人

研究所の教員が指導教員を務めた修士論文、博士論文の一覧は、研究所ウェブサイトで公開しています。
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/education/education_master_thesis.html
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/education/education_doctor_thesis.html
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至川崎→

←至高尾 立川

西国立 一橋大学
矢川

谷保 西府
JR南武線

京浜急行

JR山手線

バス

バス

東京モノレール

京成バス

京成スカイライナー

成田エクスプレス

羽田空港

JR中央線

国立 西国分寺 国分寺 新宿

品川
浜松町

東京

日暮里

成田空港

経済研究所

社会科学統計情報
研究センター

国際交流会館 マーキュリータワー

り
通
学
大

正門

スパンャキ西 至JR国立駅

至JR谷保駅

東京駅・新宿駅から
JR中央線（下り：高尾方面行き）で国立駅下車。
国立駅には快速電車しか停車しないので、特別快速に乗車した場合は、国分寺
駅で快速電車に乗り換え。
所要時間は、東京駅から約1時間、新宿駅から約40分。

羽田空港から
リムジンバス☆☆
立川駅北口もしくはパレスホテル立川で下車（1時間に1本程度の運行）。
JR立川駅から中央線（上り：東京方面）に乗車し、国立駅で下車（1駅）。
所要時間は約2時間。

東京モノレール☆
浜松町駅で下車。
JR山手線（内回り：東京方面）で東京駅にて中央線に乗り換え、国立駅で下車。
所要時間は約1.5時間。

一橋大学
JR中央線 国立駅南口から徒歩約10分
JR南武線 谷保駅北口から徒歩約20分または 
バス約6分（国立駅行き、一橋大学下車）

成田空港から
リムジンバス☆☆
パレスホテル立川下車（午前3便、午後6便）。
立川駅から中央線（上り：東京方面）に乗車し、国立駅で下車（1駅）。
所要時間は約3時間。

京成バス☆
東京駅八重洲口下車。中央線に乗車し、国立駅で下車。
所要時間は約2.5時間（バス1.5時間、電車1時間）。

成田エクスプレス☆
東京駅もしくは新宿駅にて中央線（下り：高尾方面）に乗り換え、国立
駅で下車。
所要時間は約2時間。

☆印は推薦経路です。
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